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1．IT についての関心事 

1．1 テクノジー、IT サービスへのユーザー関心 

本調査では例年、質問の冒頭に企業の IT 担当

者が最近の IT(情報技術)の動向についてどんな

関心を持っているか、20 余りのトピックスにつ

いて関心の度合いを、順位をつけて回答しても

らっていた。 

しかし、トピックスの項目が、「システム再構

築」「セキュリティ」といった一般に関心の高い

項目から、「ユビキタス」「RF-ID」などの先端技

術までを含んでいたため、大多数の回答が一部

に偏ってしまい実態を把握するのが難しかった。 

また、関心を聞くだけで、それをどこまで現

実に適用しているかは聞いていないため、企業

の担当者が実際に何を実践しているかもわから

なかった。 

 

 

そこで、本年度は、システムの構成や構築に

関する新しい流れ（ここではテクノロジー・IT
サービスと総称）に絞り、それぞれの関心度合

と、どの程度実際に活用しているかについて質

問することにした。 

なお、これまで聞いてきた先端的な要素技術

については必要と考えられるものは経年的な変

化を把握するため別途聞くことにした。 

テクノロジー・IT サービスとして選んだ項目

は、図表 1-1-1 の通り 9 つの項目である。 

いずれも、雑誌メディアやインターネット上

で頻繁に特集が組まれ、こうした技術を応用し

て内外の先進企業が新しいシステムを効率的に

完成したり、運用したりしていると紹介されて

いるものばかりである。IT 部門の担当者にとっ

て無関心ではおられないトピックスであろう。 

図表 1-1-1 テクノジー・IT サービス 

①ビジネスプロセス 

アウトソーシング（BPO） 

企業が自社の業務処理（ビジネスプロセス）の一部を、外部にアウトソーシン

グすること。コールセンター業務、経理や給与支払、人事管理、福利厚生や

不動産管理などの間接業務、保険会社の保険契約など特定の業務を情報シ

ステムといっしょに外部に切り出す動きなど。 

②ビジネスインテリジェンス（BI） 

企業内外の事実に基づくデータを、組織的かつ系統的に蓄積・分類・検索・

分析・加工して、ビジネス上の各種の意思決定に有用な知識や洞察を生み

出すという概念や仕組み、活動、それらを支えるシステムやテクノロジー。 

③エンタープライズアーキテクチャ

（EA） 

大企業や政府機関などといった巨大な組織(enterprise)の業務手順や情報シ

ステムの標準化、組織の最適化を進め、効率よい組織の運営を図るための

方法論。あるいは、そのような組織構造を実現するための設計思想・基本理

念(architecture)。 

④サービス志向アーキテクチャー

（SOA） 

ビジネスプロセスの構成単位に合わせて構築・整理されたソフトウェア部品や

機能を、ネットワーク上に公開し、これらを相互に連携させることにより、柔軟

なエンタープライズ・システム、企業間ビジネスプロセス実行システムを構築

しようというシステムアーキテクチャー。 

⑤ オ ー プ ン ソ ー ス ソ フ ト ウ ェ ア

（OSS）活用 

ソフトウェアの設計図にあたるソースコードを、インターネットなどを通じて無

償で公開し、誰でもそのソフトウェアの改良、再配布が行なえるようなソフトウ

ェア。 

⑥オフショア開発 
システム開発・運用管理などを海外の事業者や海外子会社に委託すること。

主な受注先としてはインドや中国の企業があげられる。 

⑦グリッドコンピューティング 
ネットワークを介して複数のコンピュータを結ぶことで、仮想的に高性能コンピ

ュータをつくり、利用者はそこから必要なだけ処理能力や記憶容量を取り出し

て使うシステム。 

⑧ITIL（IT インフラストラクチャ・ラ

イブラリ） 

イギリス政府が策定した、コンピュータシステムの運用・管理業務に関する体

系的なガイドライン。 

⑨Web2.0 

Web サイトの持つ情報や機能を外部のサイトやソフトウェアなどから参照した

り呼び出したりすることができ、利用者や他の事業者がソフトウェアや Web サ

ービスを組み合わせ新たなコンテンツやツールを作成できるようなサービス。
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（1） 「Web 2.0」に一番関心が集まったが・・・ 

これらのテクノロジー・IT サービスについて、

「すでに導入・実施済」「検討中」「関心はある

が未検討」「あまり関心はない」「よくわからな

い」という 5 段階で回答してもらった結果が図

表 1-1-2 である。 

調査結果を見て、まず驚くのは、関心を持た

ない企業が多いことである。9 つの IT サービス

のうち、最も関心の高かった項目は、最近話題

に上ることの多い「⑨Web2.0 の応用」であるが、

すでに導入や検討を始めた企業も含めて全体の

企業の 60％しか関心を持っていない。残りの

29％は「余り関心がなく」、12％の企業が「よく

わからない」と答えている。 

次いで、関心の高い分野は、「⑥オープンソー

スソフトウエア（OSS）の活用」と、ナレッジ

データベースやデータマイニングに代表される

「②ビジネスインテリジェンス（BI）」が同じ

54％で、このあと僅差で「④サービス志向アー

キテクチャー（SOA）」（52％）、「③エンタープ

ライズアーキテクチャ（EA）」（50％）など、お

なじみの技術が続くが、これ以降の関心度は半

分を割る。 

システム運用基準の規格として注目を浴びて

いる「⑧ITIL 活用」や、「⑥オフショア開発」「⑦

グリッドコンピューティング」などにいたって

は、「関心を持たない」、「わからない」と答える

企業は、全体の 60％から 70％に達する。 

（2） 導入、検討まで至っている企業は 2 割 

さらに衝撃的な結果は、こうした新しい技術

を実際に検討し、さらに導入している企業の少

なさである。まず、9 つの項目のうち、既に導入

し実践しているサービスで最大のものは、「⑥オ

ープンソースソフトウエア（OSS）の活用」で

あるが、これでも全体の企業の 13％の企業が導

入しているに過ぎない。 

次いで導入の多かった項目は、「①ビジネスプ

ロセスアウトソーシング（BPO）」「②ビジネス

インテリジェンス（BI）」の 10％であるが、こ

れ以降は、大幅に導入率が減少し、専門雑誌、

ネット上で毎日のように喧伝されている「③エ

ンタープライズアーキテクチャ（EA）」、「④サ

ービス志向アーキテクチャー（SOA）」などは数

パーセント、国が音頭をとって次世代のアーキ

テクチャーと推進する「⑦グリッドコンピュー

ティング」に至っては、わずか 1％（8 社）しか

導入がされていない。 

導入しないまでも、導入を検討している企業

の少なさも気になるところである。 

検討している企業が最も多かったトピックス

は、「⑨Web2.0 の応用」の 12％であるが、それ

以外のトピックスはすべて 10％を下回る。全体

の 6 割の企業が関心を持っていると言っても、

残りの企業はすべて「関心はあるが未検討」な

のである。 

図表 1-1-2 テクノロジー・IT サービスへの関心・導入状況 
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35%
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17%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ビジネスプロセスアウトソーシング(n=761)

②ビジネスインテリジェンス(n=756)

③エンタープライズアーキテクチャ構築(n=756)

④サービス志向アーキテクチャー(n=754)　

⑤オープンソースソフトウェア活用(n=758)

⑥オフショア開発の活用(n=759)

⑦グリッドコンピューティング(n=753)　

⑧ITIL活用(n=757)　

⑨Web2．0の活用(n=757)　

すでに導入・実施済 検討中 関心はあるが未検討 あまり関心はない よくわからない
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（3） 大企業でも関心度合いあまり変わらない 

大企業の IT部門はもう少し関心が高いのでは

ないか。そこで、従業員数 1000 人以上の企業に

絞って見たものが、図表 1-1-2 である。 

全体の関心の度合いはさすがに最大で 79％
（⑨Web2.0 の応用）と上がり、「③エンタープ

ライズアーキテクチャ（EA）」、「④サービス志

向アーキテクチャー（SOA）」といった大規模シ

ステム開発技術の項目は、76、75％と関心が高

まってくる。 

 

しかし、現実に導入を検討している企業は、

18％、20％と激減し、実際に導入している企業

となるとわずか 8％と 5％にまで下がる。 

最も導入の多いトピックスは、「①ビジネスプ

ロセスアウトソーシング（BPO）」の 22％であ

った。続いて、全体でも多かった「⑥オープン

ソースソフトウエア（OSS）の活用」（20％）、「②

ビジネスインテリジェンス（BI）」（17％）と続

く。これらは、ここ 10 年来のおなじみのトピッ

クスであり、普及の低さが気にかかる。 

図表 1-1-3 テクノロジー・IT サービスへの関心・導入状況（従業員数 1000 人以上）
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①ビジネスプロセスアウトソーシング(n=219)

②ビジネスインテリジェンス(n=219)

③エンタープライズアーキテクチャ構築(n=219)

④サービス志向アーキテクチャー(n=218)

⑤オープンソースソフトウェア(OSS)活用(n=218)

⑥オフショア開発の活用(n=219)

⑦グリッドコンピューティング(n=217)

⑧ITIL活用(n=219)

⑨Web2．0の活用(n=219)

すでに導入・実施済 検討中 関心はあるが未検討 あまり関心はない よくわからない
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①ビジネスプロセスアウトソーシング(n=542)

②ビジネスインテリジェンス(n=537)

③エンタープライズアーキテクチャ構築(n=537)

④サービス志向アーキテクチャー(n=536)

⑤オープンソースソフトウェア(OSS)活用(n=540)

⑥オフショア開発の活用(n=540)

⑦グリッドコンピューティング(n=542)

⑧ITIL活用(n=538)

⑨Web2．0の活用(n=538)

すでに導入・実施済 検討中 関心はあるが未検討 あまり関心はない よくわからない

図表 1-1-4 テクノロジー・IT サービスへの関心・導入状況（従業員数 1000 人未満） 
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さらに、「⑨Web2.0 の応用」は、最近のトピ

ックスとあって、ここでも一番関心が高かった

が、導入企業は、わずか 3％であった。この

Web2.0 はむしろ小企業で導入するところが多

く、全体の 5％がすでに実践している。 

（4） オフショア開発の活用の関心が低い 

「⑥オフショア開発」は、大企業では既に 15％
の企業が実際に手がけているが、全体では 5％し

かなく、導入を検討する企業も全体の 5％、関心

も、この 9 つのトピックスの中では一番低い

16％であった。つまり 7 割以上の企業が関心を

持っていない。コスト削減の決め手として一時

話題になったトピックスだが、正確な仕様書を

書かない日本の開発環境では失敗も多く、反省

期に入っているようだ。 

また、全体では 4％の導入に留まっている「⑧

ITIL 活用」は、大企業だけで見ると、12％の企

業が既に導入をすませており、検討している企

業が 17％、関心を持っている企業が 39％と中小

企業に比べて高い関心が持たれている。大企業

が大規模システムの運用に苦慮し、解決策を模

索している様子がうかがえる。 

（5） 関心の低さはどこからくるか 

情報技術のトピックスについての企業の関心

の低さを、もう少し詳しく分析してみた。まず、

この質問に一部でも回答を寄せた766社のうち、

導入も検討もしていない、つまりトピックスと

自分の仕事とは全く関係ないと考えている企業

は 412 社で、全体の 54％であった。 

さらに、9 つのトピックスの半分以上（5 ヶ）に

「関心がない」、「わからない」と答えた企業は、

45％、ほとんど（７つ以上）の企業は 32％、す

べてのトピックスに関心のない企業は 14％もあ

った。 

IT 部門は、ひところは企業の中で最新の情報

技術のアンテナの役割を担っていたはずだが、

今や見る影もないと言われても仕方のない結果

である。 

パソコンやインターネットの普及で社会全体

の情報化が進み、IT 部門の専門性が急速に失わ

れている現実を早く認識して対応していかなけ

れば、IT 部門の地盤沈下を止めることは出来な

いだろう。 

さらに問題なのは、関心の低さはともかく、

こうしたトピックスに対応し、それを実践して

いる企業が最大でも全体のわずか 10％、具体化

を検討している企業を入れても 20％内外という

調査結果である。 

大企業の IT 部門では、さすがに主だったトピ

ックスの関心度は 70～80％と高いが、その技術

の具体化を検討したり、導入したりしている企

業は最大でも 2 割程度しかなかった。 

図表 1-1-6 テクノロジー・IT サービスへの関心 

 企業数 
比率 

（n=766）

すべてのテクノロジー・サービスについて導入・検討をしていない企業 
※「すでに導入・実施済み」「検討中」を全く選択していない企業 

412 54%

導入・検討・関心を持っているテクノロジー・サービスが 5 つ未満の企業 
※「あまり関心はない」「よくわからない」を 5 個以上選択した企業 

347 45%

導入・検討・関心を持っているテクノロジー・サービスが 5 つ未満の企業 
※「あまり関心はない」「よくわからない」を 7 個以上選択した企業 

244 32%

すべてのテクノロジー・サービスについて導入・検討をしておらず、かつ関心もない企業 
※「すでに導入・実施済み」「検討中」「関心はあるが未検討」を全く選択していない企業 

109 14%
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（6） 金融系、重要インフラ系企業の関心が高い 

それでは、どんな企業がこうしたトピックス

に積極的に取り組んでいるのだろうか。 

これまでの 20 種の業種分類では、それぞれの

業種のサンプル数が少な過ぎて結果に歪みが出

やすい。そこで今年の調査では、IT と業務との

関わりの強さを考慮してこれを７つの業種グル

ープに分類し、それぞれについて、その実践状

況を調べてみた。 

予想通り、IT が業務自体と密接に関わってい

る金融や、システム障害が社会問題となる重要

インフラ系、IT が本業の情報処理業などが入っ

ているサービス系に導入・検討している企業が

多い。それでも、実際に導入している企業は最

大でも 26％しかない（金融の①BPO 利用）。 

 

金融グループは、９つのトピックスのうち、

BPO、OSS、SOA、EA でトップの導入率とな

っており、業界の中ではやはり一番積極的な姿

勢を見せている。また、重要インフラ系は運用

基準の ITIL ではトップの導入率となっており、

BI やオフショア開発の導入も他のグループに比

べると突出して多い。 

一方、これ以外の業種グループは全体的に、

前述の３つのグループに比べると導入・検討し

ているところが格段に少ない。情報が命のはず

の商社・流通・卸小売は一般製造並みの導入・

検討率である。ただし、知識データベースなど

の BI は、伝統的なものがあるのだろう薬品・化

学の入っている素材製造グループなどが高い導

入率を示している。 

導入済+検討中企業の比率
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導入済企業の比率
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いずれにしても、情報技術の新しい流れに、

最大でも 60％の企業しか関心を持たず、実践し

ている企業に至っては、最も進んでいる業界で

も、その業界の 1/4 足らずという現状は憂慮すべ

き問題である。 

Web2.0 と言った企業の情報システムに現実

に応用しにくい、流行語に近い流れに関心は持

ちながらも、日常の目の前の懸案を片付けるこ

とが先決で、先進技術に関心を持つゆとりを持

てないでいる現場の状況が目に浮かぶ。 

企業の情報システムは、将来の姿が見えない

時代に入ったと言われて久しく、多くの技術が

紹介されてはいるが、確かにどれも決め手にな

るようなものは見当たらない。しかし、進歩の

ためには何らかの改革（innovation）は不可欠

で、ただ関心を持っているだけでは前進は不可

能である。一社でも多くの企業が、こうした新

しい流れに挑戦し、現状を打破していくことを

期待したい。 
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1．2 IT 予算 

本章では、各企業の IT 関連予算（IT 予算額の

動向、売上高に対する IT 予算の比率、保守・運

用費と新規投資の動向）について、前年度の実

績や本年度の計画、次年度の予測を定点観測的

に調査している。それでは、回答をもとに回答

企業の本年度の IT投資の動向について見てみよ

う。 

1．2．1 IT 予算の現状と今後の見通し 

（1） 過半数の企業が予算を増加 

06 年度の IT 予算額（保守運用費＋新規投資）

の計画について、05 年度の実績と比較すると、

過半数の 52%の企業で「増加」させている。逆

に「減少」させた企業は 27%であり、「増加」さ

せた企業は「減少」させた企業を 26 ポイント上

回った（図表 1-2-1-1）。 

前年度の調査では、それぞれ 47%、30%で、

増減の差は17ポイントであったことを考慮する

と、前年度をさらに上回る伸びとなった。 

 

「増加」「減少」のそれぞれの内訳である「10%
以上」、「10%未満」の各項目に注目すると、「10%
以上増加」が 4.5 ポイントアップしており、IT
予算を大幅にアップした企業が多いことが分か

る。 

１社あたりの平均予算額も、05 年度実績の

2,017百万円から2,235百万円と11%の伸びとな

った。（なお、予算について回答頂いた企業のプ

ロファイルの平均は、年間売上高約 1,800 億円、

従業員数約 2,200 人である） 

増加と減少の割合を指数化した DI 値

（Diffusion Index：増加割合－減少割合）は 26
である。前年度調査に比べ 8.9 ポイントのプラス

で，2000 年度の 28 に次ぐ高い水準となってい

る。その主な要因は、前々年度(04 年度)調査、

前年度(05年度)調査では30%前後であった「10%
以上増加」が 35%に増加したこと、また、03 年

度以降継続的に増加していた「不変」が 23%か

ら 21%へと 2.2 ポイント減少、「10%未満減少」

も 2.8 ポイント減少したことによる（図表

1-2-1-2）。 

図表 1-2-1-2 IT 予算額の増減構成比(左軸)と IT 予算 DI 値(右軸)の経年変化 

図表 1-2-1-1 IT 予算の増減 
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07 年度の予想では、DI 値は 21 であり、引き

続き堅調な予算額の増加が見込まれる。06 年度

の計画に比べると「10%以上増加」が 4 ポイン

ト減少し、「不変」が 6 ポイント増加する予想に

なっているが、最近は、予算増加が続く局面に

於いては、次年度予測値は比較的控えめに見積

もられる傾向（例えば、本年度の調査では 06 年

度の計画は 26 であったが、前年度行った 06 年

度の予測値は 11 であった）があることから、07
年度も、ここ数年来の高いレベルが続くと予想

される。（図表 1-2-1-3 、図表 1-2-1-4） 

 ここで、IT 予算の増減について複数年度で見

てみたい。図表 1-2-1-5 は、06 年度の IT 予算の

増減別に見た、07 年度の IT 予算増減の分布で

ある（有効回答=655）。2 年連続で IT 予算を増

加させる企業は 178 社、全体の 27%あり、この

内、88 社、同 13%は「10%以上増加」の企業で

ある。いざなぎ景気を超える景気拡大を背景に

企業の業績が堅調に推移するなか、積極的な IT
投資を行う企業が多い事が窺える。逆に、2 年連

続して「減少」している企業は、45 社、7%とわ

ずかである。 

図表 1-2-1-4 IT 予算 DI の経年変化 

図表 1-2-1-3 IT 予算額増減の実績と予測の推移

図表 1-2-1-5 IT 予算の増減（06 年度）別に見た 07 年度の IT 予算増減の予測

 01年度 02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

10％以上増加 29% 24% 32% 30% 31% 35%
10％未満増加 16% 16% 15% 14% 16% 17%
不変 28% 29% 19% 22% 23% 21%
10％未満減少 13% 14% 13% 16% 13% 10%
10％以上減少 14% 17% 21% 19% 17% 16%
DI値 18 9 13 9 17 26
N値 733 964 742 777 764 667

10％以上増加 21% 15% 15% 21% 27% 26% 31%
10％未満増加 33% 25% 20% 16% 18% 17% 16%
不変 31% 34% 34% 26% 25% 27% 27%
10％未満減少 9% 16% 19% 16% 13% 12% 11%
10％以上減少 6% 10% 12% 21% 17% 19% 15%
DI値 39 13 5 0 15 11 21
N値 726 764 975 723 760 747 658
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（2） 増収減益の企業の IT 投資が活発化 

06 年度の IT 投資の増減を、従業員数 1000 人

を境に、企業規模別に見たのが図表 1-2-1-6 であ

る。前年度の調査結果をと比べると、全体的な

傾向と同様に、いずれの企業規模でも「増加」

の構成比が増えている。 

1000 人未満の企業では、DI 値が 15 から 23
へ 8 ポイント増加している。主な変動の要因は

「10%以上増加」の 4.9 ポイントアップ、「10%
未満減少」の 3.6 ポイントダウンである。 

1000 人以上の企業では、DI 値が 22 から 32
へ 10 ポイント増加している。主な変動の要因は

「10%未満増加」の 5.1 ポイントアップ、「10%
以上増加」の 3.1%ポイントアップ、「不変」の

6.1 ポイントダウンである。（図表 1-2-6） 

企業業績と IT 予算の増減を見ると、大きな特

徴として「増収減益」「減収減益」の企業が IT
投資に積極的な姿勢を見せていることが挙げら

れる。 

「増加」した割合が多い順に「増収減益」「減

収増益」「増収減益」「減収減益」となっており、

これまで、一位であった「増収増益」が三位に

後退している。DI 値も同じ順番である。(図表

1-2-1-7、図表 1-2-1-8) 

順番が入れ替わったのは、前年度の調査と比

べて「増収増益」の企業の IT 投資が押さえられ

たわけではなく、「増収減益」「減収増益」の IT
投資の伸びがそれを上回ったからである。「増

加」の構成比が、それぞれ、14 ポイント、7 ポ

イント増加しており、勝ち組に追いつこうとす

る企業の必至の巻き返しが IT投資にも表れてい

る様である。 

 

特に、「増収減益」の企業は、企業体質の改善

が喫緊の経営課題であり、IT 投資で解決しよう

とする経営者の強い意志が読み取れるのではな

いか。 

一方で、「減収減益」の企業は、他の収益の企

業に比べて、IT 予算を増加する企業の割合が 10
ポイント以上少なく、DI 値も大きく引き離され

ている。 

（3） 売り上げに対する IT 予算比率も上昇 

売上高に対する IT 予算比率は、05 年度の

1.30%から 06 年度の 1.42 と、0.12 ポイント（伸

び率；9.5%）の上昇が見込まれている。IT 予算

そのものの伸び率 11%であることを考慮すると、

売り上げの拡大以上に、IT 投資へのウエイトを

大きくした年であることが分かる。 

この動きを業種別に示したのが図表 1-2-1-9
である。IT 投資が企業戦略と直結している「金

融(6.61%)」がずば抜けており、次いで「サービ

ス系(1.99%)」、「重要インフラ系(1.68%)」の順で

ある。 

「商社・流通・卸売・小売」、製造業（「素材

製造」、「機械等製造」）は概ね 1%弱であり、「一

次産業(0.63%)」が最も低い。 

一方、05 年度実績から 06 年度計画の伸び率

を見ると、いずれの業種でも増加しており、特

に、「重要インフラ系(伸び率；31.0%)」、「商社・

流通・卸売・小売(同；14.3%)」が目立っている。 

図表 1-2-1-6 企業規模別 IT 予算の増減
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図表 1-2-1-7 業績別 IT 予算の増減 

図表 1-2-1-8 業績別 IT 予算 DI の経年変化

図表 1-2-1-9 業種別売上高に占める IT 予算比率
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1．2．2 新規投資と保守・運用費用 

（1） 新規投資は大幅増だが前年度は大幅未達 

本年度の調査では、IT 予算の内訳(保守運用費

と新規投資)について、05 年度の実績、06 年度

の計画、07 年度の予測を訊ねており、その全て

の項目について有効な回答から一企業当たりの

平均値を求めた(図表 1-2-2-1)。なお、前節の IT
予算全般に述べた値とは、有効なサンプルが違

うため、若干の違いが出ている点に注意が必要

である。 

新規投資の 06 年度計画値は 05 年度実績値に

比べ 24%増と、前年度の調査結果(13%)の約 2
倍の大幅な伸びを示している。 

一方、保守運用費は 2%の微増であり、06 年

度の IT予算の大幅な伸びは新規投資の増による

ものであることが分かる。その結果、構成比も

新規投資が 5 ポイント程増加し、37%となって

いる。 

このことから、新規投資が順調に増えている

と素直に喜んで良いのだろうか。実は、前年度

の調査でも「新規投資の大幅増が計画されてお

り、05年度の計画では新規投資の構成比は 39%」

と、本年度とほぼ同様の報告している。前年度

の調査結果と突き合わせると（前年度調査の 05
年度計画と本年度調査の 05 年度実績を比べる

と）、05 年度については、新規投資を大幅に増や

す計画を立てたものの、実際には、保守運用費

が増加(11%増)し、新規投資が大幅未達(16%減)
という結果に終わっていることが判る。 

 

新規投資については、予算策定時には、いろ

いろなプロジェクトが計画され、予算を確保し

たものの、実施段階になると、様々な要因で、

プロジェクトの遅延・中止が発生し、未達とな

るケースが多いという実態を反映しているもの

と思われる。 

加えて、近年では、SE 不足が懸念されており、

アンケートでも、一部から人が足りなくて困っ

ているという意見も寄せられている。また、シ

ステム部門のキーマンが内部統制対応に投入さ

れ、ユーザー企業のシステム開発を推進する体

制が弱くなっているという話も聞こえている。 

この様な状況で、06 年度は 05 年度の実績に

対し 2 割強上回る予算が計画されているが、果

たして達成出来るのか疑問が残る。 

図表 1-2-2-１の比較では、サンプルが同一でな

く、厳密な比較が出来ないことから、念のため、

前年度と本年度、2 年連続して有効な回答を頂い

た企業について、同様に 05 年度予算の計画値と

実績値の相違について検証を行った（図表

1-2-2-2）。 

サンプル数が 398 と約 2/3 となり、予算規模

も若干減少するものの、新規投資についてみる

と、05 年度の計画に対する実績は 12%未達であ

り、図表 1-2-2-1 の結果よりは若干少ないものの、

１割強の未達という同様の傾向が見て取れる。 

図表 1-2-2-1 一企業当たりの保守運用費と新規投資とその割合 

図表 1-2-2-2 一企業当たりの保守運用費と新規投資とその割合（２年連続して回答頂いた企業） 

保守運用費 新規投資 合計 保守運用費 新規投資

04年度実績 915 514 1,429 36%
05年度計画 924 580 1,504 1.1% 12.7% 39%

05年度実績 1,030 489 1,519 32%
06年度計画 1,050 606 1,657 2.0% 24.1% 37%
07年度予測 1,055 630 1,685 0.4% 4.0% 37%

IT予算（百万円） 新規投資
の構成比

本年度調査
（n=621）

伸び率

前年度調査
（n=731）

保守運用費 新規投資 合計 保守運用費 新規投資
04年度実績 897 490 1,388 35%
05年度計画 891 534 1,426 -0.6% 8.9% 37%
05年度実績 900 472 1,372 0.3% -3.8% 34%
06年度計画 943 653 1,596 4.8% 38.4% 41%

対前年伸び率 新規投資
の構成比

昨年度調査

今年度調査

（n=398）
IT予算（百万円）
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一方、05 年度の計画に対する実績の達成率を

見ると、保守運用費は 100.3%とほぼ計画通りで

あったことが分かる。 

なお、07 年度の予測は、新規投資は 4%の伸

びが、保守運用費は 0.4%の伸びが見込まれてお

り、引き続き、旺盛な新規投資が行われる事が

示されている。 

次に、本年度の調査結果について、企業規模

（資本金）別に比較してみよう。横断的な比較

を容易にするため、05 年度の「保守運用費=100」
として指数化した（図表 1-2-2-3）。 

 資本金が 10～100 億円未満の企業を除いたい

ずれの規模でも、新規投資は 2 年間連続して拡

大する事が見込まれている。 

一方、保守運用費も、1000 億円以上の大企業

を除いては、増加傾向が見られる。これは、旺

盛な新規投資の結果を受けてのことと思われる。 

なお、資本金 1 億円未満の企業を除くと、企

業規模が大きくなるにつれ、新規投資の割合が

小さくなっている。 

図表 1-2-2-3 資本金別の保守運用費と新規投資の推移 
（05 年度保守運用費年度=100 とした指数） 
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保守・運用費 新規投資
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保守・運用費の増減の傾向を企業数から見た

ものが図表 1-2-2-4 である。 

「増加」と回答した企業は、対前年比（05 年

度実績～06 年度計画）、次年度予測（06 計画～

07 年度予測）とも 4 割弱存在するが、比率の変

動はあまり無い。 

一方、「減少」させる企業は約 7 ポイント減少

し、「不変」が 8 ポイント増加している。前年調

査した対前年比（04 年度実績～05 年度計画）の

値が、「減少」が 27%、「不変」が 35%であり、

「減少」が減り、「不変」が増える方向性にある。 

また、保守運用費を 2 年連続して増加させる

企業は 130 社、21%なのに対して、減少させる

企業は 42 社、7%しかなく、保守運用費用の削

減も限界に来た感がある。 

一方、新規投資では、約 1/2 の企業が増加させ

るとし、「不変」と「減少」が各々約 1/4 の構成

となっている。対前年比の DI 値は、前年度調査

の 23 から 25 へと微増となっている（図表

1-2-2-5）。 

 06 年度の計画値が 05 年度の実績値より 10%
上回る企業(10%以上増加)について、05 年度の

新規投資予算の達成状況を見たのが図表 1-2-2-6
である。 

前年度の調査と連続して回答頂いた企業が対

象となるのでサンプル数は少なくなるが、約 1/2
の企業が 10%以上未達となっており、なかなか

計画通りに進まない新規投資の実態を垣間見る

ことができる。 

図表 1-2-2-4 保守運用費の増減（企業数） 
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17%
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16%

35%

42%

47%
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(05実績-06計画 n=621)

次年度予測
(06計画-07予測 n=621)
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図表 1-2-2-5 新規投資の増減（企業数） 
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35%
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り

11%
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図表 1-2-2-6 新規投資を 10%以上増加させるとした 
企業の 05 年度新規投資予算達成状況の分布 
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 新規投資の次年度予測（06 計画～07 年度予

測）は対前年比（05 年度実績～06 年度計画）よ

り控えめで、DI 値は 15 である。但し、予算増

加局面では、次年度予測は控えめになる傾向が

あることから （図表 1-2-1-4）、07 年度も旺盛な

IT 投資がつづくものと思われる。 

IT 予算の内訳(保守運用費と新規投資)を業種

別に見たのが、図表 1-2-2-7 である。業種間およ

び経年の比較が行い易いよう05年度の保守運用

費と新規投資の合計を 100 としている。 

 保守運用費と新規投資の構成比では、概ね三

次産業は他産業に比べ、新規投資の割合が大き

くなっている。また、今後も新規投資を増やし

ていく方向にある。特に、IT 投資が企業戦略と

直結する「金融」と「サービス系」は継続して

大幅な伸びが見込まれている。 

一方、「一次産業」、「素材産業」、「機械等製造」

では、保守運用費の構成比が高く、また、構成

比の変動も少ない。特に、「機械等製造」では約

8 割と、高い構成となっている。また、「素材産

業」では、ほとんど変化が見られない 

図表 1-2-2-7 業種グループ別に見た保守・運用費と新規投資の動向（05 年度=100 とした指数） 
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(2) 保守運用費の構成は大きな変動はなし 

保守運用費の内訳の構成は、図表 1-2-2-8 の通

りである。ハードウェア費、ソフトウェア費＋

同保守費、外部委託費でそれぞれ、概ね 1/4 の構

成となっており、大きな変動は見られないが、

ソフトウェア費が 2 ポイントの伸びを示してい

る。 

07 年度の予想についても、②ソフトウェア費、

③ソフトウェア保守費の増加を予想する企業が

多い（DI 値でそれぞれ 26,21）、次いで①ハード

ウェア費（同 11）⑥外部委託費（同 9）の順と

なっている。（図表 1-2-2-9）。 

06 年度計画の保守運用費計画の構成比につい

て、企業規模（資本金）別にみたのが図表1-2-2-10
である。 

 

企業規模が大きくなるに従い、外部委託費、

ソフトウェア保守費が増加し、人件費、ハード

ウェア費が減少している。ソフトウェア費は 1
億円未満の企業を除き、ほぼ 16%前後で一定で

ある。 

なお、業種別に見た 06 年度計画の保守・運用

費の構成比は、図表 1-2-2-11 の通りである。業

種によりかなりバラツキがある。ハードウェア

費の構成比が高い業種として「重要インフラ系」

「一次産業」が、ソフトウェア（ソフトウェア

費＋ソフトウェア保守費）の構成比が高い業種

として「サービス系」「重要インフラ系」「一次

産業」が、外部委託費の構成比が高い業種とし

て「商社・流通・卸売・小売」「金融」「素材製

造」が挙げられる。 

図表 1-2-2-9 保守運用費の用途別の増減予測

図表 1-2-2-8 保守・運用費の構成比 

24%

23%

13%

15%

13%

12%

8%

8%

7%

7%

26%

26%

6%

5%

4%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

05年度実績(n=589)

06年度計画(n=589)

①ハードウェア費 ②ソフトウェア費 ③ソフトウェア保守費 ④通信回線費

⑤人件費 ⑥外部委託費 ⑦運転管理費 ⑧その他

29%

35%

29%

15%

16%

22%

7%

6%

54%

56%

64%

66%

72%

65%

83%

84%

18%

9%

7%

18%

13%

13%

10%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ハードウェア費(n=690)

②ソフトウェア費(n=661)

③ソフトウェア保守費(n=667)

④通信回線費(n=673)

⑤人件費(n=608)

⑥外部委託費(n=618)

⑦運転管理費(n=565)

⑧その他(n=481)

増加 不変 減少



 18

 図表 1-2-2-10 企業規模（資本金）別の保守・運用費の用途比率（06 年度） 

図表 1-2-11 業種別の保守・運用費の用途比率（06 年度） 
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(3) 今年こそ期待される新規開発だが 

05 年度実績の新規投資の内訳を見ると、ハー

ドウェア費に 23%、再構築に 40%、新規機能の

開発に 32%が充てられている(図表 1-2-2-12)。
06 年度の計画では、新規開発の構成比が 6 ポイ

ント増加し、再開発の構成比が 4 ポイント、ハ

ードウェア費が 1 ポイント減少している。 

しかしながら、実額ベースでは、いずれの項

目もプラスとなっており、特に、新規開発は 42%
増と大幅な伸びが見込まれている（図表

1-2-2-13）。 

それでは、前述した通り、05 年度新規投資の

計画未達の状況はどの様なものだったのか、前

節と同様に 2 年連続して有効な回答を頂いた企

業のデータを元に探ってみたい。 

図表 1-2-2-14 のグラフは、①ハードウェア、

②再構築、③新規機能、④その他の各用途別に、

04 年度の実績値、05 年度の計画値(以上、前年

度調査)、05 年度の実績値、06 年度の計画値の

順に予算の平均値を示したものである。 

 

05 年度の②再構築は 04 年度実績の微減、③

新規機能は同約 3 割増で計画されたが、実績は

計画値に対して、それぞれ 19%、16%の未達で

あり、③新規機能だけでなく、業務仕様が比較

的明確と思われる②再構築についても、かなり

未達の状況であった。なお、04 年度実績に対し

ては、②再構築は 19%の未達、③新規機能は 8%
の超過であった。 

次に、新規投資の内訳について企業規模の観

点から見てみたい。いずれの規模でも、新規開

発を大幅に伸ばしている。100～1000 億円未満

以外の規模では、50%以上のアップとなってい

る。ハードウェア費は、大規模な企業での伸び

が大きい反面、10～1000 億円未満の企業ではマ

イナスの伸びとなっている。再開発は、1 億円未

満と 1000 億円以上の規模での増加が目立つ(図
表 1-2-2-15)。 

図表 1-2-2-13 新規投資額の用途訳推移（一社平均、n=509、単位；百万円） 

図表 1-2-2-12 新規投資の用途内訳 
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 図表 1-2-2-14 新規投資額の用途訳推移（2 年連続回答の企業、一社平均、単位；百万円） 

図表 1-2-2-15 資本金別の新規投資の用途 （05 年度実績=100 とした指数） 
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 06 年度計画の新規投資の内訳について業種別

に見ると、開発費（再構築）の割合が最も多い

グループと開発費（新規開発）の割合が最も多

いグループに 2 分される（図表 1-2-2-16)。 

前者に属する業種として、「一次産業」、「素材

製造」、「機械製造業」と「重要インフラ系」が

挙げられる。それぞれ 4 割前後の構成比となっ

ている。この内、「素材製造」と「重要インフラ

系」は他の項目の構成比も似ている。これは、「重

要インフラ系」の業種には設備産業が多いこと

が関連していると思われる。また、「一次産業」

はハードウェア費の構成比が他の 3 業種と比べ

て高くなっているのが特徴である。 

後者に属する業種は、「商社・流通・卸売・小

売」、「金融」と「サービス業」である。特に、「サ

ービス系」では約 6 割が開発費（新規開発）に

宛がわれている。 

これを、05 年度の実績と 06 年度の計画につ

いて比較すると、「一次産業」は開発費(再構築)
を約 3 割増加しているが残りの項目の変動は少

ない。特に開発費（新規開発）はその他の業種

が約 2～7 割増加させるのに対し、微減となって

いるのが特徴である（図表 1-2-2-17)。 

 

 「素材製造」と「機械製造業」は開発費（再

構築と新規開発）を増加させているが、前者は

再構築、新規開発とも 2 割弱の伸び率なのに対

し、後者は新規開発の増加率が大きく「金融」

に次いだ値となっている。 

また、ハードウェア費も増加している。「商

社・流通・卸売・小売」と「金融」は開発費（新

規開発）を増加させその他の投資を減少させて

おり、的を絞った投資を行っているのが特徴で

ある。 

前者は、総投資額が微増に納まっているのに

対し、後者は開発費（新規開発）を約 70%増加

させているため、総投資額も約 20%増となって

いる。「重要インフラ系」と「サービス業」は各

項目を概ね均等に（3 割から 4 割）増加させてい

るが、前者は開発費（再構築）の伸びが相対的

に低く、後者はハードウェア費が構成比は少な

いものの、90%以上の大きな伸びを示している。 

07 年度の増減の予想は、増加の多い順に、新

規開発、再構築、ハードウェアの順である。減

少の予想はこの逆の順番になっている。前年度

の調査とあまり変化は無いが、ハードウェアと

新規開発を増加させると予測している企業の割

合が若干増加している。また、再構築は不変の

割合が若干増えている（図表 1-2-2-18)。 

図表 1-2-2-16 業種グループ別新規投資の構成比 
（2006 年度計画、n=509） 

31%

23%

27%

25%

20%

13%

13%

41%

41%

43%

28%

32%

39%

24%

26%

32%

26%

38%

46%

45%

61%

3%

4%

4%

9%

2%

4%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

一次産業 (n=72)

素材製造 (n=88)

機械等製造 (n=148)

商社・流通系 (n=99)

金融 (n=32)

重要インフラ系 (n=35)

サービス系 (n=65)
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図表 1-2-2-17 業種グループ別新規投資の構成比と動向 
（05 年度=100 とした指数、n=509） 

図表 1-2-2-18 新規投資の用途 次年度比率の増減予測 
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（4） 新規投資の配分 

昨年に引き続き、翌年の新規投資の総額がど

のような方法で決定されるのか調査してみた。

昨年の傾向と大幅な変化はなく、約半数の 46%
の企業では、「個別の案件の積み上げ」によって

いる。 

次いで「予算策定時にすでにガイドラインが

規程」「売り上げ比等の予算配分の指針による」

「システム部門ではなくユーザー部門が規定」

の順になっている（図表 1-2-2-19）。 

 

また、その他の具体的な例としては、「案件発

生時に個別に検討」、「トップダウンで決定」、

「3 カ年計画等の中期経営計画に基づき配分」

などが挙げられる。 

図表 1-2-2-19 新規投資の配分 

「前年度と同額」
など、予算策定

時にすでにガイド
ラインが規定され

ている
17%

その他
7%

新規投資の予算
は利用部門が決

定
17%

各部門のヒアリン
グの積み上げ

46%

予算配分の指針
があり、それに基
づく(売上比率な

ど)
13%
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 9

1．3 IT 投資・評価 

1．3．1 IT 投資で解決したい／実現したい 

   中期的な経営課題 

企業はどのような経営課題解決のために IT投

資をしていこうとしているのか。 

この設問は過去数年と同様に、以下の 11 の選

択肢から最も重要と認識している経営課題を 2
つ選んでもらい、1 位／2 位と順序付けてもらっ

ている。同じ質問を経営企画部門にも聞いてお

り、IT 部門と経営企画部門の経営課題に対する

IT 活用の考え方についても確認してみる。 

1．経営トップによる迅速な業績把握、情報把握 

 （リアルタイム経営） 

2．顧客重視の経営 

3．グローバル化への対応 

4．情報共有による社内コミュニケーションの強化 

5．企業間 

 （グループ、業界、取引先間）の情報連携 

6．業務プロセスの変革 

7．営業力の強化 

8．新商品・新市場の開拓 

9．経営の透明性の確保 

 （内部統制、システム監査への対応等） 

10．企業としての社会的責任の履行 

 （セキュリティ確保、個人情報の保護等） 

11．その他（上記に当てはまらない場合） 

 

(1) 「経営の透明性の確保」が急浮上 

IT 部門が最も解決していきたいと回答した経

営課題は、「業務プロセスの変革」（27％）、続い

て「経営トップによる迅速な業績把握、情報把

握(リアルタイム経営)」（20％）であった。「経営

の透明性の確保、(内部統制、システム監査への

対応等)」が 3 番目（14％）、「情報共有による社

内コミュニケーションの強化」が 4 番目（10％）、

「営業力の強化」が 5 番目（8％）となった（図

表 1-3-1-1)。 

「業務プロセスの変革」、「経営トップによる

迅速な業績把握、情報把握(リアルタイム経営)」
の上位 2 番目までの順序は前年の調査と変化が

なかった。 

「経営の透明性の確保、(内部統制、システム

監査への対応等)」を上位 2 位までに上げた企業

数は、「経営トップによる迅速な業績把握、情報

把握(リアルタイム経営)」を上位 2 位までに上げ

たものより多かった。日本版 SOX 法の 2008 年

度からの施行を前に一挙に関心が高まっている

ことを示す結果となった。 

図表 1-3-1-1 IT 投資で解決したい中期的な経営課題

(n=777)
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17%
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業務プロセスの変革

経営トップによる迅速な業績把握、情報把握

経営の透明性の確保

情報共有による社内コミュニケーションの強化

営業力の強化

顧客重視の経営

企業としての社会的責任の履行

グローバル化への対応

企業間(グループ、業界、取引先間)の情報連携

新商品・新市場の開拓

その他

1位 2位
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「業務プロセスの変革」は、16％→20％→25％
→27％と着実に増えている。「経営トップによる

迅速な業績把握、情報把握(リアルタイム経営)」
は、33％→21％→20％→20％と推移している

（図表 1-3-1-2)。 

SCM改革などに代表される業務プロセス改革

（ビジネスプロセスリエンジニアリング）を IT
活用により実現し、その結果得られたデータを

企業情報として経営トップに迅速に伝達するこ

とで、より効率の良い経営を目指している企業

が多いようだ。 

「経営の透明性の確保、(内部統制、システム

監査への対応等)」をあげたものが前年の調査８

番目（3％）から 3 番目（14％）に急浮上した。

「企業としての社会的責任の履行(セキュリティ

確保、個人情報の保護等)」（5％）と合わせると

19％の企業がコンプライアンスを最も解決した

い経営課題として認識している。 

 一方、「顧客重視の経営」は前年の調査 4 番目

（12％）から 6 番目（6％）に順位を下げた。こ

れは、選択肢から「コスト削減」をはずし、「営

業力の強化」を入れたことで回答が分散したこ

とが影響したと思われる。 

「顧客重視の経営」を経営課題の 1 位に上げ

た企業の半数は「顧客情報システム」を重点投

資分野に上げているが、残りの半数は「販売管

理システム」「営業支援システム」を上げている。

「営業力の強化」を経営課題の 1 位に上げた企

業の半数も「営業支援システム」を重点投資分

野に上げているが、残りの半数は「販売管理シ

ステム」「顧客情報システム」を上げている。 

図表 1-3-1-2 年度別 IT 投資で解決したい中期的な経営課題（1 位のみ／IT 部門） 
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03年度(n=843)
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(2) 小さな企業ほど「経営の透明性の確保(内部統

制、システム監査への対応等)」への関心が高まる 

企業規模による経営課題の認識に違いがある

だろうか（図表 1-3-1-3）。 

従業員数 1000 人以上の大企業では「業務プロ

セスの変革」（26％）、「経営トップによる迅速な

業績把握、情報把握(リアルタイム経営)」（19％）

の上位 2 番目までの順序は全体の傾向と変わら

ないものの、「営業力の強化」が 3 番目（11％）

となっている。続いて「顧客重視の経営」（10％）

が「経営の透明性の確保、(内部統制、システム

監査への対応等)」（10％）と並んで4番目、（15％）、

「グローバル化への対応」（7％）と続いている。 

従業員数100人以上1000人未満の中堅企業で

は、「業務プロセスの変革」（27％）、「経営トッ

プによる迅速な業績把握、情報把握(リアルタイ

ム経営)」（21％）、「経営の透明性の確保、(内部

統制、システム監査への対応等)」（15％）、「情

報共有による社内コミュニケーションの強化」

（12％）、「営業力の強化」(6％)となっており、

全体の傾向をそのまま反映している。 

 

100 人未満の企業では、「業務プロセスの変革」

が 1 番目であるが、「経営の透明性の確保、(内部

統制、システム監査への対応等)」が 2 番目に解

決したい経営課題となっている。続いて「営業

力の強化」が 3 番目。「経営トップによる迅速な

業績把握、情報把握(リアルタイム経営)」は 4 番

目となっていて、サンプル数が少ないものの、

経営課題として上げた企業数は、上位 2 番目ま

での半数に留まっている。 

(3) 経営企画部門は「経営トップによる迅速な業績

把握、情報把握(リアルタイム経営)」を最重要視 

経営企画部門が最も実現していきたいと回答

した経営課題は、「経営トップによる迅速な業績

把握、情報把握(リアルタイム経営)」（29％）,続
いて「業務プロセスの変革」（24％）であった。

「顧客重視の経営」が 3 番目（11％）、「営業力

の強化」が 4 番目（9％）、「情報共有による社内

コミュニケーションの強化」が 5 番目（9％）と

なった（図表 1-3-1-4）。 

図表 1-3-1-3 企業規模別 IT 投資で解決したい中期的な経営課題（1 位のみ／IT 部門） 
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顧客重視の経営

企業としての社会的責任の履行

グローバル化への対応

企業間(グループ、業界、
取引先間)の情報連携

新商品・新市場の開拓

その他

100人未満（n= 45）
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「経営トップによる迅速な業績把握、情報把

握(リアルタイム経営)」は、30％→19％→27％
→29％と推移しており、毎年ほぼ 1 番目となっ

ている。「業務プロセスの変革」は、13％→23％
→27％→23％と推移している。「顧客重視の経

営」が 14％→11％と 3 ポイント下げたが、今回

調査で追加された｢営業力の強化｣が 9％となっ

た(図表 1-3-1-5)。 

「情報共有による社内コミュニケーションの

強化」は 17％→16％→9％→9％と、前回／今回

調査とも同じポイントとなった。「経営の透明性

の確保、(内部統制、システム監査への対応等)」
が前年の調査 2％→7％と急増したが、「情報共有

による社内コミュニケーションの強化」に続い

て 6 番目に留まった。 

IT 部門からの回答と比較すると、「経営トップ

による迅速な業績把握、情報把握(リアルタイム

経営)」を「業務プロセスの変革」より上位と回

答した経営企画部門が多い。回答した経営企画

部門には経営スタッフ部門である経営企画部門

が多いであろうから、当然の結果とも言えるだ

ろう。 

 「経営の透明性の確保、(内部統制、システム

監査への対応等)」、「企業としての社会的責任の

履行(セキュリティ確保、個人情報の保護等)」を

あげた経営企画部門も IT部門の半数に留まった。

経営企画部門としては常に顧客・市場と向き合

っているのだから「顧客重視の経営」、「営業力

の強化」が最も実現したい経営課題である。 

一方、IT 部門は情報セキュリティについては

主管部門として、内部統制あるいは個人情報の

保護についてはそれぞれの主管部門とともに推

進する関連部門として多くの企業で位置付けら

れている。このため「経営の透明性の確保、(内
部統制、システム監査への対応等)」、「企業とし

ての社会的責任の履行(セキュリティ確保、個人

情報の保護等)」の解決は、IT 部門が解決したい

経営課題として多くの企業で認識されていると

思われる。 

図表 1-3-1-4 IT 投資で実現したい中期的な経営課題／1 位・2 位（利用部門） 
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図表 1-3-1-5 年度別 IT 投資で実現したい中期的な経営課題（1 位のみ／利用部門） 

図表 1-3-1-6 IT 投資で解決／実現したい中期的な経営課題（IT 部門／利用部門 1 位のみ） 
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1．3．2 中期的な重点 IT 投資分野 

企業は、具体的にどのような業務領域／テー

マ／IT インフラに重点的に IT 投資をしていこ

うとしているのか。本年度初めて調査項目を設

けた。なお、この設問は IT 部門のみに質問して

いる。 

(1) 重点的な IT 投資分野は営業販売業務と生産調

達業務、セキュリティ強化も重視 

重点的投資分野とし 1 位に挙げられた項目の

中では、「生産・在庫管理システム」（18％）、続

いて「販売管理システム」（14％）の順であった

（図表 1-3-2-1）。 

「セキュリティ強化」が 3 番目（9％）、「経営

情報システム」が 4 番目（8％）、「ERP の全社

導入」が 5 番目（8％）となった。以下、「財務

会計システム」、「IT 基盤整備」の順となってい

る。 

 

「販売管理システム」に「営業支援システム

（SFA 等）」、「顧客情報システム（CRM 等）」を

加えると、営業販売業務領域への投資は 28％。

「生産・在庫管理システム」に「調達システム」

を加えると、生産調達業務領域への投資が 19％
となり、この両業務領域が IT 投資分野の代表格

と言える。また、「財務会計システム」に「ERP
の全社導入」を加えると、全社の財務会計・経

理業務領域への投資が 17%となる。 

「セキュリティ強化」を中期的な重点 IT 投資

分野の 1 位に上げた企業は 9％だが、上位 2 位ま

でに上げた企業としては 27％あり、個別の選択

肢としては最多となった。IT 部門が解決したい

中期的な経営課題として「企業としての社会的

責任の履行(セキュリティ確保、個人情報の保護

等)」を 1 位に上げたものは 5％、2 位までに上

げた企業としても 15％に留まったが、実際の投

資分野としては比重が大きくなっているようだ。 

図表 1-3-2-1 IT 投資における中期的な重点投資分野／1 位・2 位 

(n=755）
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営業支援システム(SFＡ等)
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特許・商標・知財管理システム

その他
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(2) 大企業は顧客、経営情報システムを、中堅企業

は販売管理システム、セキュリティ強化を、小規模な

企業は財務会計、IT 基盤整備を重視 

企業規模によって重点とする投資分野に違い

があるだろうか（図表 1-3-2-2）。 

企業規模によらず「生産・在庫管理システム」、

「販売管理システム」が上位 5 番目までに入っ

ている。 

従業員数 1000 人以上の大企業では「生産・在

庫管理システム」（18％）に続いて、「顧客情報

システム（CRM 等）」が 2 番目（10％）、「経営

情報システム」が 3 番目（10％）、「ERP の全社

導入」が 4 番目（10％）となっている。 

既存顧客の囲い込みによる事業基盤の強化や、

新規顧客の開拓による事業規模の拡大を目指す

企業、あるいは、ERP 導入により全社の情報体

系を整備し、そこから得られたデータを経営情

報システムにより価値ある情報に変換・提供す

ることで、より効率的な経営を目指している企

業が多いようだ。 

従業員数 100～1000 人未満の中堅企業では、

「生産・在庫管理システム」（19％）、「販売管理

システム」（16％）に続いて「セキュリティ強化」

（10％）を 3 番目に上げている。 

従業員数 100 人未満の企業では、「販売管理シ

ステム」、「営業支援システム（SFA 等）」に続い

て、「財務会計システム」、「IT 基盤整備」を上げ

ている。 

（3） 製造系で「ERP の全社導入」、金融／重要イン

フラ系で「IT 基盤整備」 

重点的な投資分野について業種別にどのよう

な特徴があるか見てみた（図表 1-3-2-3）。 

個別の業種で比較すると調査サンプル数が極

端に少ない業種もあるため、いくつかの業種を

下記のような業種群として比較してみた。 

一次産業では、「財務会計システム」が 1 番目

で、全体平均8％に対して16％となっている。「セ

キュリティ強化」「経営情報システム」のポイン

トも全体平均と比較して大きくなっている。 

 

 

素材製造、機械等製造では、「生産・在庫管理

システム」が 30％を超えて突出している。また

「ERP の全社導入」も全体平均 8％に対して 14
～15％と大きくなっている。 

機械等製造では、「経営情報システム」のポイ

ントも全体平均と比較して大きくなっている。 

商社・流通では、「販売管理システム」が 36％
と突出している。これに「顧客情報システム

（CRM 等）」「営業支援システム（SFA 等）」を

加えると 50％を勇に超える。 

金融では「顧客情報システム（CRM 等）」が 1
番目で、全体平均 6％に対して 26％となってい

る。「営業支援システム（SFA 等）」「IT 基盤整

備」がともに、全体平均 8％に対して 17％とな

っている。一方「財務会計システム」がほとん

ど見当たらない。 

重要インフラ系では、3 番目ながら「顧客情報

システム（CRM 等）」「IT 基盤整備」が 12％と

全体平均を大きく上回っている。 

サービス系では、「顧客情報システム（CRM
等）」11％が全体平均 6％を大きく上回っている。 

「BtoB システム」「BtoC システム」は、一次

産業、素材製造、機械等製造ではほとんど見当

たらなかった。 
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図表 1-3-2-2 企業規模別中期的な重点投資分野（1 位のみ） 
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図表 1-3-2-3 業種グループ別中期的な重点投資分野（1 位のみ）
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1．3．3 現状の IT 投資対象と今後の方向性 

IT 投資の計画を立案し、評価を行うにあたっ

ては、カテゴリーを設け、そのポートフォリオ

について明確な方針を示すことが必要である。 

JUAS では数年来、IT 投資をインフラ型投資、

業務効率型投資、戦略型投資の 3 つのカテゴリ

ーに分け、評価を行うことを推奨している。 

①インフラ型投資とは、メールなどのグルー

プウエア、ネットワーク導入等、一般管理業務

の業務基盤として欠かせないもの（セキュリテ

ィ投資も含む） 

②業務効率型投資とは、省力化、在庫削減、

経費削減、歩留まり向上等、定量化しやすい案

件 

③戦略型投資とは、商品力、営業努力、IT 効

果などが複合され、IT 効果そのものの評価だけ

を取り上げることが難しい案件。顧客サービス

の強化等、定量化評価の難しい 

このようなカテゴリー分けを行った場合、企

業はどのような IT投資を重点的にしていこうと

しているのか。タイプに分類して、現状の投資

対象と今後の方向性を聞いてみた。 

（1）インフラ型 4 割、業務効率型 4 割、戦略型 2 割、

大企業でインフラ型投資が増加 

IT 投資を、インフラ型投資、業務効率型投資、

戦略型投資の 3 つのタイプに分類してもらい、

現状の割合について聞いてみた。この回答結果

を単純に平均したのが「単純平均」、IT 投資金額

を加味しその大小により重み付けをして平均値

を算出したものが「金額加重平均」である。 

 

前年の調査と比較すると、単純平均ではほと

んどポイントに変化がなかった。インフラ型投

資 4 割、業務効率型投資 4 割、戦略型投資 2 割

である（図表 1-3-3-1）。 

金額加重平均では、インフラ型投資が 5 ポイ

ントほど増加して 33％に、業務効率型投資がこ

の増加ポイントをほぼそのまま減少したように

28％となっている。前年の調査と比較して、イ

ンフラ型投資と業務効率型投資の割合が入れ替

わった。戦略型投資についてはほとんど変化が

なく、IT 投資の 4 割が戦略型案件に向けられて

いる。 

企業規模（売上高）別に投資の割合を算出し

たものが図表 1-3-3-2 である。 

企業規模（売上高）が大きくなるにつれてイ

ンフラ型投資と業務効率型投資の合計が減少し、

戦略型投資が増加する傾向がある。 

インフラ型投資については、ネットワークの

整備・拡充やハード／ソフトの導入など、企業

の規模の大小に関わらず整備しなければならな

いものがあり、扱う量が多くなればなるほど単

価が下がり、コスト負担が相対的に減少する。

このため大企業ほどインフラ整備の負担が軽く

なり、整備が進みやすく、多くの投資を業務効

率型に振り向け、情報システムの構築により業

務プロセスを改善してきただろう。 

さらに経営戦略と IT戦略の統合の流れの中で、

経営戦略目標達成のための投資・戦略型投資と

して情報システムの再構築に向けて重点的に投

資していると思われる。 

図表 1-3-3-1 年度別 IT 投資カテゴリーの割合

33.0

28.1

39.3

39.3

28.0

32.2

20.4

19.5

39.0

39.8

41.2

40.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

06年度(n=582)

05年度(n=776)

06年度(n=582)

05年度(n=694)

単
純

平
均

金
額

加
重

平
均

インフラ型 業務効率型 戦略型



 19

売上高 10 億円～100 億円未満の企業で、イン

フラ型：業務効率型：戦略型の金額加重平均の

投資割合が、前年の調査では 4：4：2 であった

ものが 3：4：3 と変化し、戦略型投資に比重が

傾いている。一方、100 億円～1000 年億円未満

の企業で 3：4：3 であったものが 4：3：3、1000
億円～1 兆円未満の企業で 3：3：4 であったも

のが 4：3：4 と、インフラ型投資の割合が増加

している（図表 1-3-3-2）。 

（2）戦略型投資に向かう傾向が続く 

インフラ型投資、業務効率型投資、戦略型投

資の今後の方向についても聞いてみた。 

インフラ型については「不変」と回答した企

業が 50％、「増加」するが 31％、「減少」するが

18％となった。「増加」すると回答した企業は

30％→23％→24％→31％と過去 3 年の減少傾向

から増加に転換している。増加と減少の差で見

ると 13 ポイント→2 ポイント→9 ポイント→13
ポイントとなっていて、3 年前の水準に戻ってい

る（図表 1-3-3-3）。 

業務効率型については「不変」と回答した企

業が 54％、「増加」するが 29％、「減少」するが

16％となった。「増加」すると回答した企業は

36％→30％→31％→29％とほぼ一定して減少

傾向を示している。 

増加と減少の差で見ると 22 ポイント→12 ポ

イント→15 ポイント→13 ポイントとなってい

て、ほぼ一定して減少傾向を示している。 

 戦略型については「不変」と回答した企業が

44％と半数を下回っており、「増加」するが 52％、

「減少」するは 4％に留まった。「増加」すると

回答した企業は 59％→59％→56％→52％と半

数以上ではあるが減少傾向を示している。「不

変」とする企業は 38％→37％→41％→44％と増

加傾向を示している。 

企業規模別に見ると、企業規模が大きくなるに

従って、インフラ型投資と戦略型投資について

は「増加」すると回答する企業が増えている。

戦略型投資については、売上高 100 億円を境に、

「増加」するとしたものが半数を超え、1000 億

円以上の企業ではその傾向が明確になっている

（図表 1-3-3-4）。 

一方、業務効率型投資についても、売上高 1000
億円を境に、規模が小さい企業では「増加」す

るとしたものが「減少」するとしたものを 15－
18 ポイント上回っているが、売上高 1000 億円

～1 兆円未満の企業で「増加」するが 24％で「減

少」する 27％、「不変」が 49％となっていて、

1000 億円以上の企業では、それぞれの企業によ

って方向性が 2 分されている。 

大企業では基幹システムの再構築など業務効

率型の投資をある程度終了し、経営戦略と IT 戦

略の統合の流れの中で、投資先が経営戦略目標

達成のための戦略型システムに向かう様子が見

える。 

図表 1-3-3-2 企業規模別 IT 投資カテゴリーの割合

46%

39%

37%

31%

47%

33%

37%

37%

29%

28%

36%

41%

37%

38%

37%

37%

32%

26%

28%

25%

17%

19%

26%

32%

16%

30%

31%

37%

43%

48%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10億円未満(n=8)

10億円～100億円未満(n=126)

100億円～1000億円未満(n=322)

1000億円～1兆円未満(n=103)

1兆円以上(n=22)

10億円未満(n=8)

10億～100億円未満(n=131)

100億～1000億円未満(n=402)

1000億～1兆円未満(n=128)

1兆円以上(n=18)

単
純

平
均

金
額

加
重

インフラ型 業務効率型 戦略型



 20

図表 1-3-3-3 年度別 IT 投資カテゴリーの今後の割合 

図表 1-3-3-4 企業規模別 IT 投資カテゴリーの今後の割合 
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（3） 増加傾向が顕著な重要インフラ系業種 

今後の IT投資について業種グループ別にどの

ような特徴があるか見てみた。 

各業種グループで、それぞれの「増加」ポイ

ントと「減少」ポイントの差を、インフラ型投

資、業務効率型投資、戦略型投資の別に示した。 

インフラ型投資は業種群により最も大きなバ

ラツキを示した。重要インフラ系、素材製造で

増加傾向が強く出ている。一方、金融、機械等

製造では増加をあまり見込んでいない。金融系

ではポイント差は 0 であった（図表 1-3-3-5）。 

 

業務効率型投資は、3 つの投資タイプの中では

増加傾向が最も弱かった。インフラ型投資と比

較すると、機械等製造でのみより強く増加傾向

が出ている。商社・流通でもやや強めに増加傾

向が出ている。 

戦略型投資はどの業種群でも今後の増加を見

込む企業の割合が圧倒的に多いが、重要インフ

ラ系で特に強い傾向が見られた。 

3 つの投資タイプについて、重要インフラ系の

増加傾向が強く出ている反面、金融の増加傾向

が最も小さい結果となった。 

図表 1-3-3-5 業種グループ別 IT 投資カテゴリーの今後の性向 
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1．3．4 IT 投資評価の実施状況 

IT 投資に対して事前／事後評価をどの程度実

施しているか、現状を聞いてみた。 

（1）IT 投資評価を実施している企業が半数を超える 

事前評価を実施していると回答した企業は、

「実施している」「一部実施している」を合わせ

て 61％となった。ここ数年の推移を見ると前年

の調査では足踏み状態／やや後退した感もあっ

たが、前々回調査以来の半数超となり、概ね増

加傾向を示している（図表 1-3-4-1）。 

事後評価を実施していると回答した企業も、

「実施している」「一部実施している」を合わせ

て 54％となっており、調査を開始して以来、初

めて半数を超えた。こちらも、ここ数年の推移

を見ると前年の調査で足踏み状態／やや後退し

た感もあったが、増加傾向を示していると言え

る。 

企業規模別に見ると、企業規模が大きくなる

に従って、事前評価／事後評価を実施している

企業が増えている（図表 1-3-4-2）。 

従業員数 1000 人以上の大企業や、従業員数

100～999人の中堅企業の中でも500人以上の企

業では、評価を実施している企業が多数となっ

ているが、中堅企業で 100～499 人の企業と 100
人未満の企業では実施しているものが半数以下

に留まっている。 

 

事前評価については、前年の調査では、1 兆円

を超える企業では全ての企業が事前評価を実施

していると回答したが、今回調査もほぼ同様の

結果となった。 

事後評価について、前年の調査では、10 億円

未満の企業は全ての企業（10 社）が事後評価を

実施していないと回答した。サンプル数は少な

いが、今回調査では 4 割の企業（5 社）が「実施

している」「一部実施している」と回答している。 

前年の調査報告書でも、「投資に対する評価を

行なうことは、企業として必要な行動である。

特に今後の方向として戦略型投資を増加させる

という企業が多い状況下で、投資評価の実施は

企業規模を問わず重要な課題である。」と提言し

ているが、IT 部門の事業運営姿勢が年々改善さ

れていることを示している。 

（2） 「一定金額以上の案件は評価を実施」している

企業が半数 

IT 投資の事前／事後評価を「実施している」

あるいは「一部実施している」と回答した企業

を対象に、評価実施基準について聞いてみた。 

事前評価については、「一定金額以上の案件は

実施」と回答した企業が約半数であった。また、

「その他の基準」と回答した企業が 16％あった

（図表 1-3-4-3）。 

図表 1-3-4-1 IT 投資評価の実施状況 
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売上高 10 億円～100 億円未満の企業のみ、「す

べての案件を実施」するとして企業（45％）が

「一定金額以上の案件は実施」するとした企業

（40％）を上回っている。 

事後評価については、「一定金額以上の案件は

実施」と回答した企業が半数を超えたが、「その

他の基準」と回答した企業が 26％あった。事前

評価と比較すると「その他の基準」で実施して

いる企業が「すべての案件を実施」している企

業より多い結果となった。 

 売上高 10 億円～100 億円の企業のみ、「すべ

ての案件を実施」するとして企業（39％）が「一

定金額以上の案件は実施」するとした企業

（37％）をわずかに上回っている。売上高 1000
億円～1 兆円未満の企業では、「その他の基準」

で実施している企業が 33％あった。 

金額以外の基準として、利用ユーザー数の多

い案件、年度重点投資上位ｘｘ位までの案件、

年度計画案件、金銭的な効果／定量効果のある

案件、基幹系など主要機能を支援する案件、な

どが上がっている。 

図表 1-3-4-2 企業規模別 IT 投資評価の実施 

図表 1-3-4-3 企業規模別 IT 投資評価実施ルール 
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（3）投資金額が 1000 万円規模以上の投資案件につ

いては評価を実施 

「一定金額以上の案件は実施」と回答した企

業について、具体的にどの程度の金額規模以上

のものを対象としているか聞いているが、当然

のことながら企業の売上規模により評価対象基

準額が異なっている。具体的にどの程度の金額

を評価対象の基準値としているか、売上高から

見た企業規模別に見てみた（図表 1-3-4-4、
1-3-4-5）。 

売上高 100 億円未満の企業（25 社）では、1000
万円を事前評価する基準としている企業が多い。

20 万円、100 万円を基準にしている企業もあり、

500 万円を基準としている企業が中位となって

いる。 

売上高 100～1000 億円未満の企業（106 社）

では、1000 万円を事前評価する基準としている

企業が最も多く、かつ中位となっている。 

 

売上高 1000 億～1 兆円未満の企業（44 社）で

も、1000 万円を事前評価する基準としている企

業が最も多く、かつ中位となっている。 

売上高 1 兆円以上の企業（12 社）では、1 億

円を事前評価する基準としている企業が多い。

1000 万円を基準にしている企業もあり、5000
万円を基準としている企業が中位となっている。 

事前評価の基準値としている金額を対売上高

比率で見ると、売上高 100 億円未満の企業では

単純平均が 17/10000 となる。企業規模が大きく

なるに従ってこの値が低くなり、売上高 1 兆円

以上の企業では 0.3/10000（3/100,000）となる。 

大企業ほど対売上高比率でみて少額の案件ま

で評価対象としていることになり、IT 投資に対

する評価がよりきめ細かく実施されているとも

言える。 

図表 1-3-4-4 企業規模別 投資評価実施基準額（事前評価） 

図表 1-3-4-5 企業規模別投資評価実施基準額（事後評価） 
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評価をするにはそれなりの工数が掛かり、要

員を確保しなければならない。また評価項目な

ど評価スキルや評価の仕組みの整備も重要とな

ってくる。企業規模の大きさが投資評価をより

きめ細かくする環境にプラスに働いている。 

事後評価についても同様の傾向が見えた。 

売上高 100 億円未満の企業（20 社）では、1000
万円を事後評価する基準としている企業が多い。

100 万円を基準にしている企業もあり、500 万円

を基準としている企業が中位となっている。 

売上高 100～1000 億円未満の企業（95 社）で

は、1000 万円を事後評価する基準としている企

業が最も多く、かつ中位となっている。 

売上高 1000 億～1 兆円未満の企業（46 社）で

も、1000 万円を事後評価する基準としている企

業が最も多く、かつ中位となっている。 

売上高 1 兆円以上の企業（15 社）では、5000
万円を事後評価する基準としている企業が最も

多く、かつ中位となっている。 

（4） 「システムのユーザーの満足度」を評価手法と

して圧倒的に利用 

インフラ型、業務効率型、戦略型の投資カテ

ゴリー別に、事前評価／事後評価の評価手法を

聞いている。前年の調査で「ユーザー満足度」

を上げる企業が圧倒的に多かったので、本年度

は、「ユーザー」を明確にするために「システム

オーナー」「システムのユーザー」「顧客」の 3
つの選択肢に分解して聞いてみた（図表 1-3-4-6）。 

調査結果を見ると、「システムのユーザーの満

足度」が評価手法として圧倒的に多くの企業に

利用されていることがわかった。 

事前評価と事後評価での評価方法を比較する

と、事後評価では「システムオーナーの満足度」、

「システムのユーザーの満足度」、「顧客の満足

度」がより多く利用されている。 

インフラ型投資については、事前評価で「他

社との比較、ベンチマーキング」が 39％の企業

で利用されている。この割合（39％）は「評価

を行なわない」と回答した企業を除いて、評価

を実施している企業の中での利用率をみた値で

ある。企業全体では 21％となる。「KPI(システ

ム化対象業務上の指標)」を利用している企業も

19％ある。事後評価では、評価を実施している

ほぼ全ての企業が「システムのユーザーの満足

度」となっている。 

一方で「評価を行なわない」としている企業

が全体の 27％に上っているが、IT 投資に責任を

持ち、主体的な判断できる IT 部門として改善の

余地があると言えないか。 

業務効率型投資については、事前評価で

「KPI(システム化対象業務上の指標)」を利用し

ている企業が 35％、「ROI(投下資本利益率)」を

利用している企業が 31％に上っている。事後評

価についても「KPI(システム化対象業務上の指

標)」を確認している企業が 32％、「ROI(投下資

本利益率)」を確認している企業が 29％となって

おり、これらの企業では一貫した事前／事業評

価が実施されているようだ。 

戦略型投資については、事前評価で「KPI(シ
ステム化対象業務上の指標)」を利用している企

業が 32％、「ROI(投下資本利益率)」を利用して

いる企業が 29％に上っている。事後評価につい

ても「KPI(システム化対象業務上の指標)」を確

認している企業が 29％、「ROI(投下資本利益率)」
を確認している企業が 25％となっている。 

インフラ型投資については「他社との比較、

ベンチマーキング」、業務効率型投資については

「ROI(投下資本利益率)」、戦略型投資について

は「KPI(システム化対象業務上の指標)」を評価

方法としてまず検討することをお勧めする。 

事前評価を実施している企業が 61％、事後評

価を実施している企業が 54％と、調査を開始し

て以来、どちらも半数を超えた。とは言うもの

の、まだ 4 割以上の企業で事前／事後評価がさ

れないままに IT投資が承認／決裁され実施され

ている事実がある。 

企業グループとして IT 投資を判断し、評価機

能は親会社などグループの他の企業が持ってい

るケースもあるかもしれない。投資案件の技術

的な評価は情報小会社やビジネスパートナーの

協力を得ている企業／任せている企業も多いと

思う。 
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経営戦略と IT戦略の統合が求められている中

で、どのように経営課題を認識し、その課題解

決のためにどのようなシナリオを描いて、IT を

含むどのような手段によってそのシナリオを実

現させるのか、そのために効果的な IT 投資なの

か、IT 投資で何をどこまで変えようとしている

のか、どのような評価指標でその変化が確認で

きるのか、これらを明らかにして必要な IT 投資

を効果的に実施するために IT部門として評価機

能を持つことは益々重要になってきている。 

 また、IT 投資が業務効率型から戦略型に重心

をシフトしていく中で、個々の投資案件を評価

する指標だけではなく、経営戦略／事業戦略の

達成度を測る指標や KPI(システム化対象業務上

の指標)及び継続的なシステムパフォーマンス指

標を設定し、その現在値を明らかにし、中期的

な目標値をもって、一連の IT 投資がどのように

経営貢献しているのかを振り返りながら次の投

資先を検討／評価する姿勢が重要である。 

図表 1-3-4-6 事前評価の手法 
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価

事
後

評
価

ROI(投下資本利益率)
KPI(システム化対象業務上の指標)
システムオーナーの満足度
システムのユーザーの満足度
顧客の満足度
他社との比較、ベンチマーク
その他
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1．3．5 経営企画部門から見た IT 投資／IT 部門の

評価 

ところで経営企画部門は、IT 投資や IT 部門を

どのように見ているのだろうか。6 つの項目につ

いて、「貢献している」を 1、「貢献していない」

を 4、その中間を 2 ないし 3 として、4 段階でそ

の貢献度を聞いてみた。 

(1)「コスト削減」貢献や「プロセスの再構築／生産性

向上」を評価 

貢献度を肯定的な評価から否定的な評価まで

4 段階で聞いてみた。 

最も肯定的な評価が多かったのが「企業のト

ータルコストの削減」（78％）、続いて「主要業

務プロセスの再構築」（74％）となっている。「エ

ンドユーザーの生産性向上」、「顧客の維持、確

保」、「製品、プロセスの品質向上」についても

概ね 60％前後の肯定的な評価を受けている（図

表 1-3-5-1）。 

 

一方、「新たな市場やビジネスチャンスの拡

大」については、「（全く）貢献していない」（貢

献度 4）が 15％あり、60％が否定的な評価とな

っている。 

「業務プロセスの変革」を IT 部門／経営企画

部門ともに上位 2 つの中期的な経営課題として

捉えている。主要業務プロセスの再構築を IT 活

用によって実現してきており、既に IT 活用抜き

では実現できないと言うのが多くの企業に共通

した本音と言える。業務プロセスの再構築は、

プロセスの品質向上や生産性の向上を実現する

ための手段であり、業務コスト削減もその目的

の 1 つである。これらについても肯定的な評価

となっている。 

「新たな市場やビジネスチャンスの拡大」に

ついては評価が否定的であるが、IT の活用によ

り市場・顧客のターゲッティング精度を向上さ

せるなど、今後の戦略的な IT 活用方法を経営企

画部門に提案する工夫が必要ではないだろうか。 

図表 1-3-5-1 IT 投資および IT 部門の貢献度（経営企画部門） 

21%

16%

12%

8%

4%

57%

56%

43%

51%

49%

35%

19%

22%

32%

32%

37%

45%

3%

3%

9%

4%

6%

15%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業のトータルコストの削減(n=710)

主要業務プロセスの再構築(n=704)

エンドユーザーの生産性向上(n=706)

顧客の維持、確保(n=698)

製品、プロセスの品質向上 (n=696)

新たな市場やビジネスチャンスの拡大
(n=709)

大変貢献している 貢献している それほど貢献していない 貢献していない
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1．4 業務システムの導入と評価 

今や企業の情報システムは、業務に合わせ多

種多様の複数のシステムで構成されているのが

一般的で、企業の IT 利用動向を全体的に把握す

ることは容易ではない。このため本調査では数

年前より、社内の業務を人事、財務などの一般

事務業務から、仕入れ、受発注、物流などの生

産業務まで合わせて 8 つの業務に分類し、それ

ぞれに対応するシステムを基幹系業務システム

として個々に調査をすることにしている、また、

メールやウェブサーバーなどは情報系として４

つのカテゴリーに分けて質問している。 

業務のカテゴリーは経年的な変化を見るため

に、なるべく固定し、それぞれの業務システム

の導入の有無からハード・ソフトなどのプラッ

トホームの種類、それに開発形態（自社開発か、

パッケージかなど）を質問対象とした。前年ま

で聞いていたそれぞれのシステムの満足度は、

プラットホームや開発形態に依存していないこ

とがこれまでの調査で明らかになったため聞く

のを止めた。 

さらに今年度は、新しい質問項目として、あ

る業務システムをシステムごとアウトソースす

るいわゆるサービス型アウトソーシング（アプ

リケーションサービスプロバイダの利用を含

む）をしているかどうかという質問を追加した。 

1．4．1 システムの利用とアウトソーシングの状況 

（1） 基幹系サービス型アウトソーシング利用は規模

の小さい企業から 

まず、基幹系システムについて見てみたい（図

表 1-4-1-1）。 

8 つのカテゴリーのうち、最も導入比率が高い

分野は、「財務会計」で、全体の企業の 99％が情

報システムを導入しており、次いで多いのが「人

事・総務」の 93％、「受発注」と「仕入れ・在庫

管理」の 88％であった。一方、最も導入比率が

低い業務は、「経営企画」の 51％で、次が「物流」

の 61％である。 

この結果は、前年の調査と大きく変わってい

ないが、システム化の進んでいない分野は、わ

ずかずつであるが伸びている。例えば、「経営企

画」は 6 ポイント、「生産・商品」が 5 ポイント、

「物流」が 3 ポイント増加したのに対し、導入

比率が高い「財務会計」や、「人事総務」「受発

注」などは、飽和に達し前年と全く変化がない。 

さて、注目のサービス型アウトソーシングの

比率だが、全体では、「人事総務」で 3％の企業

が実施しているのが最高で、他の業務はすべて

1％にとどまり、まだ言われるほど進んでいない

ことがわかった。 

87%

87%

73%

61%

77%

51%

98%

90% 3%

1%

1%

0%

1%

1%

1%

1%

12%

12%

26%

38%

22%

49%

1%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注(n=763)

②仕入・在庫管理(n=757)

③生産・商品(n=739)

④物流(n=743)

⑤顧客管理(n=759)

⑥経営企画(n=736)

⑦財務会計(n=760)

⑧人事・総務(n=758)

導入あり サービス型アウトソーシング利用 導入なし

図表 1-4-1-1 基幹系業務システムの導入状況
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 企業規模別に見ると、従業員数 1000 人未満の

企業では、「人事総務」で 3％、「受発注」「仕入

れ・在庫」「物流」などのミッションクリティカ

ルな基幹業務でもアウトソースに踏み切ってい

る企業があり、目を引く。企業内に情報システ

ムをおかず、サービスだけを別企業から受ける

形態は、規模の小さな企業から徐々に始まって

いることは確かなようだ（図表 1-4-1-2）。 

（2） 情報系はアウトソーシング利用が進む 

一方、情報系は新しい世界だけあって、サー

ビス型のアウトソーシングが基幹系に比べて進

んでいる。企業全体で見ても、Web サービス（社

外広報）は、全体の 17％の企業がアウトソース

し、メール業務も、11％の企業が社外のサービ

スを利用している。（図表 1-4-1-3）。 

また、企業規模別にみると、小規模な企業で、

メール、Web でアウトソーシングの利用が進行

しているようだ（図表 1-4-1-4）。 

86%

87%

70%

57%

73%

45%

98%

87%

92%

87%

81%

72%

86%

65%

99%

98%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

13%

12%

29%

42%

26%

54%

10%

7%

13%

19%

26%

13%

35%

2%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

3%

1%

1%

1%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注(n=545)

②仕入・在庫管理(n=541)

③生産・商品(n=527)

④物流(n=527)

⑤顧客管理(n=527)

⑥経営企画(n=541)

⑦財務会計(n=521)

⑧人事・総務(n=541)

①受発注(n=246)

②仕入・在庫管理(n=232)

③生産・商品(n=197)

④物流(n=162)

⑤顧客管理(n=233)

⑥経営企画(n=161)

⑦財務会計(n=270)

⑧人事・総務(n=265)

10
0
0
名

未
満

1
0
0
0名

以
上

導入あり サービス型アウトソーシング利用 導入なし

図表 1-4-1-2 企業規模別基幹系業務システムの導入状況 
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図表 1-4-1-3 情報系業務システムの導入状況 

84%

82%

30%

69%

97%

97%

57%

87%

14%

5%

2%

20%

3%

0%

10%

2%

13%

68%

11%

43%

2%

0%
3%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨メール(n=855)　

⑩掲示板/電子会議室/予定表等(n=774)

⑪ナレッジマネジメント(n=276)　

⑫社外向け広報(WEB等)(n=747)　

⑨メール（n=665）　

⑩掲示板/電子会議室/予定表（n=648）

⑪ナレッジマネジメント（n=274）　

⑫社外向け広報(WEB等（n=549）　

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
名

以
上

導入あり サービス型アウトソーシング利用 導入なし

図表 1-4-1-4 企業規模別情報系業務システムの導入状況 

88%

86%

38%

74%

4%

17%

11%

1%

1%

10%

61%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨メール（n=760）

⑩掲示板、電子会議室、予定表等（n=753）

⑪ナレッジマネジメント（n=727）

⑫社外向け広報（n=739）

導入あり サービス型アウトソーシング利用 導入なし
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1．4．2 利用している主なハードウェア 

（1） メインフレームの割合が全体に大きく減少 

次に、基幹系におけるハードウェアのプラッ

トホームの推移を見てみよう。基幹系はこれま

でメインフレームの牙城で、特にミッションク

リティカルな「仕入れ・在庫管理」「受発注」「物

流」といった業務は、ここ数年少しずつ下がっ

てきたとはいえメインフレームの割合は 60％内

外を維持していたが、この一年で急速にダウン

サイジングが進んだ（図表 1-4-2-1）。 

まず、前年度に最もメインフレームの比率の

高かった「仕入れ・在庫管理」が 50％と 7 ポイ

ント比率を下げたのを始め、「物流」が 49％、「受

発注」「生産・商品」がそれぞれ 48％と 5～7 ポ

イント前年より低下した。また、もともとメイ

ンフレームの比率の低い業務システムも揃って

この一年でさらに比率を下げてきている。 

 

「人事総務」は、前年は企業の全体の 30％が

メインフレームを使っていたが、今年度は 7 ポ

イントも低い 23％となり、「顧客管理」も 41％
から 34％と同じく 7 ポイント下がり、ここ数年

のレガシー刷新の動きがここへきて急速に進ん

でいることが明らかになった。 

一方、こうしたダウンサイジングが進む中で、

「財務会計」は 37％から 33％と僅かな減少にと

どまり、特に「経営企画」は 31％と前年と変わ

っていない。これは「経営企画」のシステムは

比較的新しくまだ更新の時期に来ていないため

と見られる。 

48%

50%

48%

49%

34%

31%

33%

23%

54%

57%

55%

54%

41%

31%

37%

30%

15%

15%

18%

15%

14%

16%

13%

16%

14%

14%

15%

12%

17%

16%

13%

34%

33%

37%

33%

48%

54%

50%

63%

29%

28%

29%

29%

45%

50%

46%

56%

15%

1%

1%

1%

2%

1%

2%

1%

2%

1%

1%

2%

3%

1%

1%

2%

2%
0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注(n=667)

②仕入・在庫管理(n=661)

③生産・商品(n=540)

④物流(n=453)

⑤顧客管理(n=581)

⑥経営企画(n=376)

⑦財務会計(n=745)

⑧人事・総務(n=682)

①受発注(n=783)

②仕入・在庫管理(n=764)

③生産・商品(n=612)

④物流(n=523)

⑤顧客管理(n=679)

⑥経営企画(n=407)

⑦財務会計(n=880)

⑧人事・総務(n=807)

0
6
年

度
0
5
年

度

メインフレーム系 UNIX系サーバ Linux系サーバ Windows系サーバ

図表 1-4-2-1 基幹業務システムのハードウェア
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以上の状況を、企業の規模を従業員の数で、

100 人未満、100～999 人、1000 人以上の 3 つ

に分けて比較してみたい（図表 1-4-2-2）。 

前年と同様、従業員数 100 人から 1000 人まで

の中規模の企業が、従業員数 100 人未満の企業

と従業員数 1000 人以上の大企業よりメインフ

レームを使っている企業が多いことがわかる。

以前はメインフレームの独壇場だった基幹業務

を見るとその違いがはっきりする。例えば、「仕

入れ・在庫管理」、従業員数 100 人未満の企業は

41％、大企業では 48％の企業がメインフレーム

を使っているのに対し、中規模の企業は、52％
の企業がメインフレームで業務を行っている。 

 また、「受発注」「生産・商品」「物流」といっ

たミッションクリティカルな業務のメインフレ

ームの比率も 50％を越えている。 

ダウンサイジングと一言で言っても、それを

実行するには一時的にせよ多くの予算と手間が

必要なものである。規模の小さい企業において

メインフレームの比率が低いのは、もともと高

価なメインフレームを導入する企業が少なかっ

たためであるが、大企業に比べて体力のない中

規模の企業では、これまで多額の費用をかけて

維持してきたメインフレームをそう簡単には捨

てられるものではない。ダウンサイジングが進

まない事情はよく理解できる。 

41%

41%

38%

33%

36%

21%

17%

10%

51%

52%

50%

52%

35%

31%

34%

22%

45%

48%

46%

45%

32%

31%

33%

25%

3%

3%

4%

5%

7%

0%

0%

10%

10%

8%

11%

9%

6%

7%

5%

29%

29%

29%

31%

29%

26%

39%

34%

0%

0%

0%

0%

0%

50%

50%

54%

62%

54%

71%

83%

90%

38%

37%

41%

37%

53%

61%

58%

72%

23%

21%

25%

22%

36%

41%

24%

39%

4%

4%

6%

6%

2%

2%

3%

3%

2%

1%

2%

3%

1%

1%

1%

2%

1%

1%

1%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注(n=32)

②仕入・在庫管理(n=34)

③生産・商品(n=24)

④物流(n=21)

⑤顧客管理(n=28)

⑥経営企画(n=14)

⑦財務会計(n=41)

⑧人事・総務(n=29)

①受発注(n=434)

②仕入・在庫管理(n=439)

③生産・商品(n=345)

④物流(n=277)

⑤顧客管理(n=365)

⑥経営企画(n=223)

⑦財務会計(n=487)

⑧人事・総務(n=439)

①受発注(n=201)

②仕入・在庫管理(n=188)

③生産・商品(n=171)

④物流(n=155)

⑤顧客管理(n=188)

⑥経営企画(n=139)

⑦財務会計(n=217)

⑧人事・総務(n=214)

1
00

名
未

満
1
0
0
～

9
9
9
名

未
満

10
00

名
以

上

メインフレーム系 UNIX系サーバ Linux系サーバ Windows系サーバ

図表 1-4-2-2 企業規模別基幹業務システムのハードウェア 
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では、企業は、メインフレームをやめてどん

なプラットホームにダウンサイジングしている

のだろうか。これは前年同様、今年のデータを

前年のデータと比較すれば一目瞭然である。

UNIX 系のプラットホームがいずれの業務シス

テムとも全体の企業の 12～18％と、前年の 13
～17％と殆ど変化がないのに対し、Windows 系

はすべての業務でシェアを伸ばしている。ダウ

ンサイジングが UNIX 系に行かず、より安価な

Windows 系の PC サーバーに向かっていること

は明らかである（図表 1-4-2-1）。 

2 年前から項目として加えた、Linux 系のサー

バーはどうなったであろうか。今年は前年に比

べてわずか増えたものの（前年が 916 社で合計

71 台、今年が 782 社で 73 台）、すべての業務で、

最大でも 3％にしか達せず、基幹業務での Linux
系の導入はほとんど進んでいない。 

UNIX 系なみの信頼性と、安価な PC サーバー

で稼動する Linux 系は、本来もっと普及してお

かしくないと考えられるが、ミッションクリテ

ィカルな業務システムでは、システム障害が時

に大きな責任問題に発展することがある。ベン

ダーやユーザーが無保証、自己責任をうたうオ

ープンソースの Linux 系の導入をためらってい

るのではないかと推測される。 

（2） メール、Web サーバーは Linux 系のシェアが

UNIX 系を上回る 

それでは、情報系のプラットホームの動きは

今年どうなったであろうか。 

ここでは、アプリケーションをメール、電子

掲示板、ナレッジマネジメント、社外広報（Web）
の 4 つのサービスに分類し、それぞれのプラッ

トホームを聞いている。 

インターネットや、メールなどの情報系は、

もとはと言えば UNIX から始まったアプリケー

ションであり、メインフレームの比率はごく小

さく、ほとんどは、UNIX 系と Windows 系で占

められている。2 年前から、新たに Linux 系（ハ

ードウエアは IA サーバー）を調査項目として追

加したのでそれに注目してみたい。 

それによると、Linux 系は、社外広報（Web）
では 23％、メールサービスでは 17％の企業で使

われており、前年に比べて 6 ポイントずつシェ

アを伸ばした。Windows 系の比率はここ数年殆

ど変化がないので、この増えた分はすべてUNIX
系が減った分である。この結果、前年の予測ど

おり、上記２つのサービスは Linux 系のシェア

が、UNIX 系を上回ることとなった（図表

1-4-1-3）。 

18%

13%

18%

23%

17%

12%

17%

21%

12%

8%

6%

15%

14%

10%

7%

17%

68%

77%

74%

62%

69%

76%

75%

62%0%

1%

2%

1%

2%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨メール（n=665）　

⑩掲示板/電子会議室/予定表（n=648）

⑪ナレッジマネジメント（n=274）　

⑫社外向け広報(WEB等（n=549）　

⑨メール(n=855)　

⑩掲示板/電子会議室/予定表等(n=774)

⑪ナレッジマネジメント(n=276)　

⑫社外向け広報(WEB等)(n=747)　

0
6
年

度
0
5
年

度

メインフレーム系 UNIX系サーバ Linux系サーバ Windows系サーバ

図表 1-4-2-3 年度別情報系業務システムのハードウェア
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電子掲示板や、ナレッジマネジメントは従来

から Windows 系の比率の高いところで、UNIX
系や Linux 系は苦戦している。これはパソコン

の性能が最近とみに向上し、多くのアプリケー

ションが Windows を対象に開発されているた

めと見られる。 

情報系のプラットホームを企業の規模別に見

てみると、それぞれの事情が明らかになって面

白い（図表 1-4-2-4）。 

 まず、従業員数 1000 人以上の大企業では、規

模が大きいことや、ネットワーク化を早くから

進めてきたことから、UNIX 系が多く、Linux
系や Windows 系はそれほど多くない。 

中規模の企業になると UNIX 系が非常に少な

くなり、Windows 系が圧倒的に増えてくる。 

そして、従業員数100人未満の企業になると、

少しでもコストを下げるためであろうか Linux
系のシステムが主流を占めるようになる。 

0%

0%

2%

2%

1%

0%

2%

2%

3%

1%

8%

6%

10%

7%

6%

5%

5%

11%

23%

20%

23%

27%

24%

24%

40%

43%

17%

8%

10%

24%

14%

10%

9%

18%

68%

67%

50%

50%

75%

85%

83%

65%

60%

67%

66%

54%

3%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨メール

⑩掲示板、電子会議室、予定表等

⑪ナレッジマネジメント

⑫社外向け広報(WEＢ等)

⑨メール

⑩掲示板、電子会議室、予定表等

⑪ナレッジマネジメント

⑫社外向け広報(WEＢ等)

⑨メール

⑩掲示板、電子会議室、予定表等

⑪ナレッジマネジメント

⑫社外向け広報(WEＢ等)

1
0
0
名

未
満

1
0
0
～

9
9
9
名

未
満

1
0
0
0
名

以
上

メインフレーム系 UNIX系サーバ Linux系サーバ Windows系サーバ

図表 1-4-2-4 企業規模別情報系業務システムのハードウェア
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1．4．3 業務システムの主な開発形態 

（1） 自社開発率が一斉に低下、パッケージが増加 

次は、各業務システムがどのような方法でソ

フトウエアを開発したかを聞いている。自前で

開発したのか（自社開発）、パッケージを活用し

たのか、または自社開発とパッケージを併用し

たのか、大きく 3つの形態に分けて聞いてみた。 

まず基幹系業務では、最も自社開発の比率の

高かった業務は、「物流」で 69％、続いて「受発

注」（68％）「仕入れ・在庫管理」（67％）、「生産・

商品」（66％）の順であった。これを前年の結果

と比べてみると、順位に若干の違いはあるもの

の、すべて 4 ポイントか 6 ポイント下がってい

る（図表 1-4-3-1）。 

日本の企業は、ミッションクリティカルな基

幹業務については独自色をだすため自社開発す

るところが多く、本調査でもここ数年、多少の

変動はあっても、どの業務システムも 70％を前

後していた。 

 

しかし本年度は、「物流」「受発注」など自社

開発の比率の高い基幹業務だけでなく、「財務会

計」「人事総務」といった自社開発の少ない共通

業務を含めて軒並み、その比率を減らしている。

前年に比べて自社開発が増えているのは、「経営

企画」業務（60％→62％）だけである。 

システムの再構築が本格化して、ダウンサイ

ジングが規模の小さな企業にまで浸透し、パッ

ケージを多用した合理的な開発が増えてきたか

らだと考えられるが、そう断定するにはデータ

が不十分かも知れない。いま少し推移を見守り

たい。 

全体が比率を下げる中で、メインフレームが

31％しかないダウンサイジングの進んでいる

「経営企画」業務が前年に比べて逆に自社開発

の比率をあげたことは興味深い。適当なパッケ

ージがまだ不足していることもあるのだろうが、

日本人の手作りにこだわる気質がこうしたとこ

ろに垣間見ることができる。 

73%

71%

71%

73%

70%

60%

31%

31%

68%

67%

66%

69%

65%

62%

28%

24%

12%

12%

12%

12%

10%

16%

14%

12%

17%

15%

16%

16%

14%

15%

16%

15%

15%

17%

17%

15%

20%

23%

54%

56%

15%

18%

17%

15%

21%

23%

56%

61%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注(n=761)

②仕入・在庫管理(n=738)

③生産・商品(n=588)

④物流(n=499)

⑤顧客管理(n=650)

⑥経営企画(n=390)

⑦財務会計(n=848)

⑧人事・総務(n=783)

①受発注（n=810）

②仕入・在庫管理（n=785）

③生産・商品（n=611）

④物流（n=532）

⑤顧客管理（n=694）

⑥経営企画（n=398）

⑦財務会計（n=916）

⑧人事・総務（n=847）

0
6
年

度
0
5
年

度

自社開発 併用 パッケージ

図表 1-4-3-1 年度別基幹系業務システムの開発形態 
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68%

64%

64%

55%

54%

46%

19%

13%

67%

66%

66%

69%

63%

60%

25%

23%

69%

68%

65%

68%

68%

64%

34%

28%

19%

18%

18%

25%

23%

12%

10%

17%

15%

17%

16%

14%

16%

14%

13%

15%

13%

15%

15%

14%

12%

22%

19%

13%

18%

18%

20%

35%

31%

69%

77%

16%

19%

18%

15%

23%

24%

61%

64%

13%

16%

15%

14%

14%

22%

42%

50%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注(n=31)

②仕入・在庫管理(n=33)

③生産・商品(n=22)

④物流(n=20)

⑤顧客管理(n=26)

⑥経営企画(n=13)

⑦財務会計(n=42)

⑧人事・総務(n=30)

①受発注(n=405)

②仕入・在庫管理(n=410)

③生産・商品(n=325)

④物流(n=262)

⑤顧客管理(n=345)

⑥経営企画(n=205)

⑦財務会計(n=467)

⑧人事・総務(n=425)

①受発注(n=201)

②仕入・在庫管理(n=188)

③生産・商品(n=171)

④物流(n=155)

⑤顧客管理(n=188)

⑥経営企画(n=139)

⑦財務会計(n=217)

⑧人事・総務(n=214)

10
0名

未
満

1
00

～
9
99

名
未

満
1
0
00

名
以

上

自社開発 併用 パッケージ

図表 1-4-3-2 企業規模別基幹系業務システムの開発形態 
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1．5 ハードウェアの採用と評価 

本章では、ハードウェアに焦点をあて、ホス

トコンピュータ（メインフレーム）、サーバマシ

ン（UNIX 系および IA 系）、クライアントマシ

ン（PC 端末）の 3 つのジャンルに関し、それぞ

れの現状と将来の動向を俯瞰する。また、本年

度は、現在多くの企業で課題となっている、サ

ーバ統合について初めて調査を行っている。 

1．5．1 ホストコンピュータ 

（1） 大企業ではダウンサイジングが一段落、中堅

企業は昨年よりも二極化 

「IT 予算の半分以上がホスト経費」と回答し

た企業は、05 年度調査では、前の年に比べて 3
ポイント減少（22％→19％）したが、本年度は

05 年度から 2 ポイント増加（19％→21％）して

いる（図表 1-5-1-1）。 

一方、「ホストコンピュータを全廃した」とい

う企業は、05 年度と比較して、2 ポイント増加

（24％→26％）している。 

 

企業規模別に見てみると、従業員数 1000 人以

上の大企業ではまったく動きがなかったが、従

業員数 1000 人未満の中堅企業では「IT 予算の

半分以上がホスト経費」という企業は 25％と昨

年度より 5 ポイント増加している。また、「ホス

ト経費ゼロ」と回答した企業も、31％と昨年度

より 5 ポイント増加している（図表 1-5-1-2）。 

大企業では、IT 予算に占めるホスト経費の比

率は動きがなく、ダウンサイジングの動きが一

段落した感がある。 

一方、中堅企業では、ホストコンピュータの

ウェイトを高めた企業と、ダウンサイジングを

進めた企業の両方の動きがあったことを示して

おり、大企業以上に二極化が進んでいる。 

3 年後の見通しについては、「IT 予算の半分以

上がホスト経費」という企業は現状の 21％より

6 ポイントも小さい値となっている。また、ホス

ト経費ゼロにしたいと考えている企業は 39％で、

今後 3年間でホストを全廃する予定は 13ポイン

ト増加している。 

図表 1-5-1-2 企業規模別 全 IT 関連予算に占めるホストコンピュータ関連費用の比率 

図表 1-5-1-1 年度別全 IT 関連予算に占めるホストコンピュータ関連費用の比率

39%

26%

24%

19%

25%

28%

29%

30%

21%

25%

28%

28%

15%

21%

19%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3年後の見込み(n=680)

現状(06年度/n=689)

現状(05年度/n=770)

現状(04年度/n=809)

0％ 20％未満 20～50％未満 50％以上

31%

22%

26%

20%

27%

40%

30%

26%

17%

18%

25%

35%

25%

19%

20%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人未満（n=451)

1000人以上(n=175)

1000人未満（n=542)

1000人以上(n=225)

0
6
年

度
0
5
年

度

0％ 20％未満 20～50％未満 50％以上



 10

多くの企業が、出来ればホストコンピュータ

の経費は下げたい、費用を削減したいと考えて

いるが、ホストコンピュータへの依存度が高い

企業では、思っている以上にホストコンピュー

タは減らせない、今後もホストコンピュータを

使わざるを得ないと見る企業が少しずつ増加し

ていると思われる（図表 1-5-1-3）。 

全体的にダウンサイジングの動きは終盤に入

っており、中堅企業における二極化の動きもし

ばらくすれば終息するのではないだろうか。 

（2） 大企業で 3 割、中堅企業で 2 割がホストコンピ

ュータの費用を削減 

ホストコンピュータを保有している企業に対

し、台数と金額の今年の動きと、次年度の予測

を回答してもらっている。 

全体では、台数・費用とも前年と「不変」と

いう企業が 8 割を超えている。「減少」という企

業に注目すると、11％の企業が台数を、23％の

企業が金額を減らしたと回答しており、費用面

での削減に取り組んでいる企業が比較的多いよ

うである。 

 企業規模別に見ると、従業員数 1000 人以上の

企業では、前年度と比較し、台数で 17％、金額

で 34％の企業でホストを減少させている（図表

1-5-1-4）。 

従業員数 1000 人未満の中堅企業では、「不変」

という企業が台数・金額ともに 8 割前後と多く

なっているが、前年度と比べ、9％の企業がホス

トの台数を、18％の企業で費用を減らしている。 

では、次年度のホストについてはどのように

予想しているのだろうか。 

大企業は、台数については 33％、金額につい

ては 46％の企業で、ホストを減少すると予測し

ている。中堅企業では、台数で 18％、金額で 28％
が減少予想している。 

複数のホストコンピュータを使用する企業が、

より高性能のホストコンピュータに集約する等

により、ホストコンピュータの台数削減・費用

削減をさらに進めようとしているものと考えら

れるが、これらの数字は、願望も入っているの

で、本当に実現できるかは、今後の推移を見守

って行きたい。 

図表 1-5-1-3 年度別ホストコンピュータの増減 

4%

3%

3%

5%

10%

7%

3%

7%

8%

73%

84%

86%

86%

81%

57%

70%

76%

72%

64%

23%

11%

12%

10%

15%

33%

23%

21%

22%

28%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2007年度予定(n=505)

2006年度(n=508)

2005年度(n=788)

2004年度(n=838)

2003年度(n=730)

2007年度予定(n=503)

2006年度(n=506)

2005年度(n=783)

2004年度(n=834)

2003年度(n=716)

台
数

金
額

増加 不変 減少
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5%

3%

8%

5%

4%

5%

9%

11%

86%

80%

74%

61%

78%

62%

63%

44%

9%

17%

18%

34%

18%

33%

28%

46%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人未満(n=350)

1000人以上(n=158)

1000人未満(n=349)

1000人以上(n=157)

1000人未満(n=348)

1000人以上(n=157)

1000人未満(n=347)

1000人以上(n=156)

対
前

年
比

（
台

数
）

対
前

年
比

（
金

額
）

次
年

度
予

測
（
台

数
）

次
年

度
予

測
（
金

額
）

増加 不変 減少

図表 1-5-1-4 企業規模別ホストコンピュータの増減 
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1．5．2 サーバマシン 

（1） 台数・金額とも反転して増加 

次はサーバマシンについての調査である。ま

ずは、サーバの台数と金額の増減について経年

的な変化をふまえて見ていきたい。 

台数・金額とも、増加させた企業の割合は、

2002 年度の調査以来年々減少していたが、2006
年度はいずれも反転して増加した。 

台数が増加したという企業は05年度と比べて

4 ポイント(49%→54%)の増加、金額が増加した

という企業は 8 ポイント（46%→54%）増加し

た（図表 1-5-2-1、図表 1-5-2-2）。 

 

（2） 特に大企業でサーバが増加 

企業規模別に見ると、従業員数 1000 人以上の

大企業で、台数は 66％、金額は 67％の企業にお

いてサーバが増加したとの回答があった（図表

1-5-2-3）。 

また、次年度の予想はやや控えめであるが、

台数は 59％、金額は 57％の企業が増加を予測し

ている。 

図表 1-5-2-1 年度別サーバマシン増減 

54%

50%

55%

59%

51%

54%

46%

54%

56%

38%

38%

45%

40%

36%

37%

37%

46%

40%

37%

12%

8%

5%

4%

5%

12%

9%

8%

6%

7%

51%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2007年度予想(n=863)

2006年度(n=863)

2005年度(n=870)

2004年度(n=937)

2003年度(n=853)

2007年度予想(n=863)

2006年度(n=863)

2005年度(n=866)

2004年度(n=930)

2003年度(n=846)

台
数

金
額

増加 不変 減少

59

55

50

55
5656

54
53

54

51
52

49

54

46

51

45

50 52

45

50

55

60

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

実績（台数）

予想（台数）

実績（金額）

予想（金額）

図表 1-5-2-2 年度別サーバマシン「増加」の推移 
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（3） Windows NT・2000 の Windows2003 への置き換

えが進んでいる 

サーバの OS についてそれぞれの増減を聞い

たところ、「Windows NT」「Windows 2000」を

採用していない（0％）という企業は、NT が 12
ポイント（31％→43%）、2000が4ポイント（15％ 
→19%）増加した。20％未満という企業も、NT
が 11 ポイント（62％→ 73%）、2000 が 5 ポイ

ント（29％→34%）増加した（図表 1-5-2-4）。 

 一方、Windows 2003 に関しては、「5 割以上

が Windows2003」という企業が、昨年度 15％
から今年度 26％と 11 ポイント増加しており、

NT・2000 から 2003 への置き換えが進んでいる

ことが分かる。 

サーバマシンの増減を、OS ごとに聞いた結果

が図表 1-5-2-5 である。「NT が減少した」企業

は、05 年度は 56％、本年度は 58％と引き続き

高い比率であった。「2000 が減少した」と回答

した企業は、昨年度 19％から今年度 32％と 13
ポイント増加している。

図表 1-5-2-4 採用しているサーバ OS の割合 
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図表 1-5-2-3 企業規模別サーバマシンの増減 
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 Windows NT、Windows 2000 の Windows 
2003 への置き換えが進むとともに、商用

UNIX・Linux も堅調に増加している。 

「2003 が増加した」と回答した企業は 05 年

度 76％、本年度 73％と引き続き高い割合を示し

た。また、「商用 UNIX が増加した」と回答した

企業は昨年度と同じ 21％、「Linux が増加した」

と回答した企業も昨年度とほぼ同じ 34％であっ

た。 

次年度の予想については、サーバマシン台数

予想を各 OS 毎に聞いてみた。昨年度の回答と対

比してみると、「NT は減少」と回答した企業は

昨年度 73％、今年度 75％と引き続き高い割合を

示した。「2000 は減少」と回答した企業は昨年

度 33％から今年度 52％と 19 ポイントも増加し

た（図表 1-5-2-6）。 

 「Windows 2003 が増加」と回答した企業は昨

年度 76％、今年度 74％と引き続き高い割合を示

した。この結果からも、多くの企業が Windows 
NT・Windows 2000 の Windows 2003 への置き

換えを進めようとしていることが窺える。 

（10） 信頼性・安定性の評価は昨年と変動無し 

各 OS に対する信頼性・安定性の評価は、前年

からほとんど変動がなかった。Windows NT の

評価が低いのは、サポート切れのためと思われ

る（図表 1-5-2-7）。 

図表 1-5-2-5 サーバ OS（台数）の増減 

1%

9%

73%

21%

34%

4%

2%

22%

76%

21%

36%

7%

40%

60%

26%

67%

62%

80%

42%

59%

23%

66%

61%

83%

58%

32%

1%

12%

16%

56%

19%

1%

13%

2%

10%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①Windows NT(n=468)

②Windows 2000(n=616)

③Windows 2003(n=575)

④商用UNIX(n=300)

⑤Linux(n=341)

⑥その他のOS(n=159)

①Windows NT(n=628)

②Windows 2000(n=732)

③Windows 2003(n=551)

④商用UNIX(n=333)

⑤Linux(n=350)

⑥その他のOS(n=115)

0
6
年

度
0
5
年

度

増加 不変 減少



 15

 
図表 1-5-2-6 次年度サーバ OS（台数）の増減予想

図表 1-5-2-7 サーバ OS 信頼性・安定性の評価
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 【参考図表】 各サーバ OS の導入比率 
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1．5．3 サーバ統合 

サーバのハードウェア・ソフトウェア・OS な

どの基盤は、近年急速にレベルアップを繰り返

してきている。システム構築時期による OS・ミ

ドルウェアのバージョンの差異などにより、「サ

ーバ統合」は簡単には行えず、新規システムを

構築する時は「その時」の新しいサーバを導入

して対応してきた企業は多い。現在、サーバの

台数増加や、ソフト・OS のバージョンが異なる

ことによる保守の負荷、監視・管理の負荷の増

加が次第に大きな課題となってきた。そこで、

本年度はじめて、「サーバ統合」について調査を

行った。 

（1） 大企業の７割がサーバ統合を完了、もしくは実

施中・計画中 

まずサーバ統合の実施について聞いたところ、

全体ではすでにサーバ統合に着手している企業

が 23％（完了 5％、実施中 18％）、計画中の企

業が 22％で、サーバ統合を実施している企業と

実施しようとしている企業をあわせると半数近

くに達している（図表 1-5-3-1）。 

企業規模別に見ると、従業員数 1000 人以上の

大企業では「完了」が 9％、「実施中」が 34％、

「計画中」が 24％と、実施または計画している

企業が約 7 割に達している。サーバマシンの台

数が多いので、当前の結果とも言えるが、大企

業ほどサーバ統合に積極的であることを示す結

果である。 

 

また、大企業・中堅企業とも、まだサーバ統

合を完了した企業は１割に達しておらず、現在

はサーバ統合の真最中であるようだ。 

（3） サーバ統合実施後は、4 割の企業がサーバを

一箇所に集約 

統合実施前と実施後（予定も含む）のサーバ

台数を聞いたところ、実施前は 10 台未満と回答

した企業が 17％であったのに対し、実施後は 10
台未満が 43％と、24 ポイント増加している（図

表 1-5-3-2）。 

また、統合実施前と実施後のサーバ設置箇所

数について聞いたところ、実施前は 10 箇所未満

という企業が 74％であったのに対し、実施後（含

む予想）は 10 箇所未満という企業が 89％と 15
ポイントも増加している。「一箇所に設置」と回

答した企業は、実施前は 17%であったが、実施

後は 43%と 19 ポイントも増加している（図表

1-5-3-3）。 

（3） サーバ統合を実施した企業の 3/4 でファイルサ

ーバを統合 

サーバ統合を実施したアプリケーションは、

ファイルサーバが 74％、グループウェアが 41％、

メールが 37％であった（図表 1-5-3-4）。 

ファイルサーバが複数存在し、かつ複数の場

所に散らばっていることによる監視・管理の負

荷の増加を大きな悩み・課題としている企業は

多い。 図表 1-5-3-1 サーバ統合の状況（企業規模別）
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図表 1-5-3-2 サーバ統合実施前後のサーバ台数

図表 1-5-3-3 サーバ統合実施前後のサーバ設置箇所数 

図表 1-5-3-4 統合したアプリケーション（複数回答） 
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図表 1-5-3-5 統合した業務アプリケーション（複数回答） 
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（4） ブレードサーバの導入が着実に進んでいる 

サーバ統合で採用したテクノロジーは、「ブレ

ードサーバ」と回答した企業が最も多く 42％で

あった。一方、「特になし」と回答した企業も 40％
あった（図表 1-5-3-6）。 

（5） サーバ統合は７割の企業で「運用コスト削減・

スペースコスト削減の効果あり」 

サーバ統合実施前に 70％の企業が運用コスト

の削減を期待し、68%の企業が実際に効果があ

ったと回答した。運用コストは期待どおりの効

果が得られているようである（図表 1-5-3-7）。 

スペースコストに関しては、実施前は 62％の

企業がコスト削減を期待し、実施後は 6 ポイン

ト増加して 68%の企業がコスト削減の効果が得

られたと回答している。 

保守コストに関しては、55％の企業がコスト

削減の効果が得られたと回答している。この値

は３番目に大きな値であるが、実施前は 66%の

企業が効果を期待していたので、期待どおりの

効果が得られなかった企業も相当数存在するこ

とが分かる。 

サーバを統合したことで、台数が減り、設置

スペースは狭まり、また監視や管理の要員も少

なく出来ることから、スペースコスト・運用コ

ストは期待どおりの効果を得られやすいと考え

られる。 

 

一方、保守コストは、高性能のサーバに単に

集約しても、それだけではコストの削減につな

がらないものもあることが、期待効果と実際に

得られた効果にギャップが生じている理由であ

ろう。 

他の項目を見てみると、信頼性の向上（35%
→43%）、ライセンス費用の削減（29%→35%）

が、実際に効果が得られたと回答した企業が実

施前に効果を期待した企業の数を上回っている。 

逆に、代替機器の共有利用（21%→10%）、ハ

ードウェア余剰の有効活用（25%→20%）は期待

した効果を得にくいようである。 

（5） サーバ統合を実施する上での最大の課題は

「一箇所に集約するリスクの見極め」 

サーバ統合を実施するにあたっての課題につ

いて聞いてみたところ、一箇所に集約するリス

クの評価が課題であると回答した企業は 56％で、

半数以上の企業が課題としている（図表 1-5-3-8）。 

複数の業務・データを一箇所に集約した場合、

障害時の影響範囲は格段に広がる。耐障害性設

計の見直し、監視・管理システムの強化が必要

となれば、サーバ統合による効果の見直しも必

要になる事から、集約するリスクをどう評価す

るかが最大のポイントであろう。 

図表 1-5-3-6 サーバ統合で採用したテクノロジー

(n=318)
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図表 1-5-3-7 サーバ統合の効果 

図表 1-5-3-8 サーバ統合を実施するにあたっての課題 
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1．5．4 ネットワークストレージ・ 

  ブレードサーバの導入状況 

（1） ネットワークストレージの導入が着実に進む 

本調査では毎年ネットワークストレージ、

SAN（Storage Area Network）と NAS（Network 
Attached Storage）の導入状況を聞いているが、

本年度は変化があったであろうか。 

経年的に見てみると、SAN、NAS ともに順調

に導入企業が増加している。SAN を導入してい

る企業は 05 年度 17％→06 年度 22％と 5 ポイン

ト増加、NAS については 05 年度 27％→35％と

8 ポイントも増加している（図表 1-5-4-1）。 

企業規模別に見てみると、SAN については、

従業員数 1000 人以上の大企業で、導入済みが

43％、導入を検討中が 21％と伸びている。従業

員数 1000 人未満の中堅企業では、やはり価格が

高いためか大企業に比べると導入は少ないが、

それでも導入済みが 14％、導入を検討中が 15％
であった（図表 1-5-4-2）。 

 

NAS については、大企業では、導入済みが

52％と過半数を超え、導入を検討中も 16％であ

った。中堅企業では、導入済み 29％、導入を検

討中 17％と、NAS については中堅企業でも導入

が進んでいる。 

（6） ブレードサーバの導入も着実に増加 

サーバ統合に活用されていたブレードサーバ

であるが、全体での導入状況はどうであろうか。 

04年度から調査を実施しているが、9％→13％
→18％と、着実に導入企業が増加している。ま

た、検討中という企業も、16％（04 年度）→19％
（05 年度）→21％（06 年度）と着々と増えてい

る（図表 1-5-4-3）。 

企業規模別に見ると、大企業では、本年度、

26％→35％と、一気に 10 ポイント近く増加して

いる。中堅企業でも、「導入済み」と回答した企

業が、4％（04 年度）→7％（05 年度）→11％（06
年度）と、大企業ほどは多くないが、着実に増

加しているようだ。 

図表 1-5-4-1 年度別ネットワークストレージの導入状況
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17%

14%

16%

10%

35%

27%

23%

19%

11%

16%

13%

17%

12%
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16%

15%

16%

16%

14%

62%

70%

69%

72%

79%

48%

58%

61%

65%

75%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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05年度(n=868)

04年度(n=933)

03年度(n=687)

02年度(n=942)

06年度(n=746)

05年度(n=881)

04年度(n=943)

03年度(n=694)

02年度(n=940)

S
A

N
N

A
S

導入済 導入を検討中 導入予定なし
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図表 1-5-4-2 企業規模別ネットワークストレージの導入

図表 1-5-4-3 年度別ブレードサーバの導入状況
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度
N

A
S
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37%
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78%
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1000名未満(n=619)

1000名以上(n=269)
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0
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0
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0
4
年

度

導入済 導入を検討中 導入予定なし
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1．5．5 クライアントマシン 

（1） 台数・費用とも、昨年度の予想を上回って増加 

昨年度の調査では、「2006 年度は台数が増加

する」と予想した企業は 50%であったが、今年

度調査で「増加した」と回答した企業は 64%と、

14 ポイントも上回る結果となった（図表

1-5-5-1）。 

費用も、昨年度調査では 43%の企業が「2006
度の費用は増加する見込み」と回答したが、今

年度調査では 52%の企業が「費用が増加した」

と回答しており、9 ポイント上回る結果となった。 

企業規模別に見てみると、従業員数 1000 人以

上の大企業では、前年の調査で「2006 年度の台

数は増加する」と答えた企業は 50%であったが、

本年度結果を見てみると、69%もの企業が「増

加した」と回答しており、19 ポイントも予想を

上回った。金額でも 9 ポイント予想を上回って

いる（予想 42% →実際 51%）（図表 1-5-5-2）。 

中堅企業でも、台数で 11 ポイント（予想 51% 
→62%）、金額で 10 ポイント（予想 43% →53%）

予想を上回っている。 

 

企業規模に関係無く、2006 年度は台数・費用

が増加しており、サーバと同様、多くの企業が

セキュリティーの強化を進めた事も一因であろ

う。 

（2） クライアント OS の導入割合 

導入しているクライアントのそれぞれの OS
の比率について回答してもらった結果が図表

1-5-5-3 である。 

「Windows 98/Windows Me」が 20％未満」

という企業は、05 年度 77％→06 年度 88％と 11
ポイント増加した。「Windows 2000」が 20％未

満」という企業も、05 年度 41％→06 年度 48％
と、明らかな減少傾向を示している。 

一方、「Windows XP」については、50％以上

と回答した企業は 05年度 45％→06年度 65％と、

20 ポイント増加した。新規に導入する PC の OS
は XP であり、リプレースの結果 XP より前の

OS の割合が減り、XP の割合が増える事は当然

の結果である。 

図表 1-5-5-1 年度別クライアントマシンの増減 
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48%
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32%
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2003年度(n=840)
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額

増加 不変 減少
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図表 1-5-5-2 企業規模別クライアントマシンの増減（台数・費用） 

図表 1-5-5-3 クライアント OS の導入割合 
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 それぞれの OS ごとのクライアント台数の増

減については、Windows 95、Windows 98／Me
は昨年度同様に 80％以上の企業が減少したと回

答しており、Windows NT も昨年度同様に 70％
以上の企業が減少したと回答している（図表

1-5-5-4）。 

Windows 2000 は「減少した」と回答した企

業は 05 年度の 33％から本年度 54％と 21 ポイ

ント増加した。Windows XP は昨年度同様に

90％弱の企業が増加したと回答している。

Windows XP への置き換えが進んでいる事を示

す回答結果である。 

次年度の予想を見ても、Windows XP の増加

と、他の OS の減少が予想されている（図表

1-5-5-5）。 

（3） 古い OS には不満が大きい 

全体的に昨年度回答と大きな変化は見られな

い。Windows 95、Windows 98／Me に対する信

頼性・安定性は昨年度同様に 60％弱の企業が不

満・非常に不満と回答している。Windows NT
に対する信頼性・安定性も昨年度同様に 30％以

上の企業が不満・非常に不満と回答している（図

表 1-5-5-6）。 

Windows 2000 に対する信頼性・安定性は

60％弱の企業が普通と回答し、30％の企業が満

足と回答している。Windows XP に対する信頼

性・安定性は 50％強の企業が普通と回答し、40％
弱の企業が満足と回答している。 

図表 1-5-5-4 クライアント OS の台数増減 
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図表 1-5-5-6 クライアント OS の信頼性・安定性の評価 

図表 1-5-5-5 クライアント OS の次年度台数増減予測 
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 9

1．6 ソフトウェア・ネットワーク技術の動向 

日本企業は欧米に比べソフトウェアの手作り

の比率が高いと言われ、本調査でも基幹系の業

務システムではまだ 70％近くの企業がソフトウ

ェアを自社で開発している。 

とは言え、パッケージソフトの導入は徐々に

ではあるが進んできており、本調査では、以前

から業務パッケージの代表とも言えるERPパッ

ケージに的を絞って、その普及動向を定点観測

してきた。 

また、昨年から ERP パッケージだけでなく、

最近、話題に上ることの多くなった業務パッケ

ージやツールについても調査を開始しており、

本年度も全く同じ形式で質問をし、その進展状

況を調べている。 

選んだツールは、ネットワークなどの「総合

運用管理ツール」、PC 端末などの管理を行う「IT
資産管理ツール」、設計図などを含めた「ドキュ

メント管理ツール」、一元的なアカウントを管理

する「アクティブディレクトリ」で、これにツ

ールではないが、端末の集中管理をねらったシ

ンクライアントの新たな方式、「ターミナルサー

バー」を加えた 5 つである。 

1．6．1 ERP パッケージの動向 

（1） ERP パッケージの導入は特に大企業で頭打ち 

まず、ERP パッケージの全体の普及状況を見

てみると、調査企業の 36％から何らかの形で

ERP を導入していると回答があった。これを前

年（35％）と比べるとわずか 1 ポイントしか増

えていない。前々年は 32％であったから明らか

に伸びは止まっている（図表 1-6-1-1）。 

本年度は業務システム単位に聞いた業務ソフ

トのパッケージ利用率は前年に比べほとんどの

業務で 4～6 ポイント上がっているから（1.4 業

務システムの導入と評価を参照）、企業はパッケ

ージ化にあたってERP以外のパッケージを選択

したと考えられる。 

導入の状況をもう少し詳しく見てみよう。

36％の導入企業のうち、製品の切り替えを検討

している企業が 2％、ERP の使用そのものを止

めるという企業は全体の 1％である。この数字は

例年余り大きく変わっていないが、採用企業だ

けでみると常に 1 割近いユーザーが今使ってい

るERPに不満を持ち何らかの対策を考えている

ことを示している。 

33%

26%

50%

37%

29%

63%

21%

23%

15%

24%

27%

18%

44%

49%

32%

51%

57%

39%

1%

1%

2%

3%

2%

2%

1%

1%

0%

1%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=779)

1000人未満(n=557)

1000人以上(n=222)

全体(n=889)

1000人未満(n=635)

1000人以上(n=274)

0
6
年

度
0
5
年

度

1．採用している
2．採用しているが、製品の切り替えを検討している
3．採用しているが、退役を検討している

4．現在は採用していないが、今後採用を検討している
5．採用していないし、今後も採用の予定がない

図表 1-6-1-1 ERP パッケージの採用状況
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また、現在は ERP パッケージを導入していな

いが検討していると答えた企業は、前年と変わ

らず全体の 21％であった。前々年は 27％であっ

たから、導入意欲も下がったままである。内部

統制を強める法制度の施行が近づき、こうした

統合型のソフトウエアパッケージにはもっと強

い関心が集まってしかるべきであるが、変化は

見られない。ERP パッケージの導入意向に何ら

かの異変が起きていることをうかがわせる結果

である。 

企業の規模別に見た導入の状況はどうであろ

うか。従業員数 1000 名以上の大企業と、1000
人未満の企業にわけて前年と比較してみた。 

それによると 1000 人未満の企業では、導入企

業が全体の 28％から、31％に 3 ポイント増えた

のに対し、大企業では前年と全く同じ 53％の導

入率であった。つまり大企業ではこの一年間全

体としては増えていないことになる。また、導

入を検討している企業も大企業は全体の 15％と

中堅企業の 25％に比べて少なかった。 

ERP の導入が多い大企業に絞って、業種グル

ープ別の導入状況を見たものが図表 1-6-1-2 で

ある。 

素材製造系企業で最も導入率が高く（68％）、

次いで重要インフラ系（67％）、商社・流通系

（58％）、一次産業（57％）、機械製造（54％）

と、ここまでがERP導入率が半数を超えている。 

 一方、サービス（27％）、金融（26％）は他の

業種グループと比較して極端に導入率が低い結

果となった。 

（2） R/3 のシェアが低下、 

 中堅企業での落ち込みが原因 

次に、主に採用しているパッケージを 17 種類

の中からひとつ選んでもらい、その中にない製

品については「その他」を選んでもらった（図

表 1-6-1-3）。 

それによると、SAP の R/3 が 29％と、前年

(33％）よりシェアを落としたとはいえ、引き続

き１位となった。2 位は前年同様 Super Stream
（11％）、3 位には前年４位だった Glovia-C
（8％）が上がり、前年 3 位の Oracle Application
（6％）と入れ替わった。 

その他、全体で目だったところでは、前年同

率 3 位で 8％のシェアを持っていた e-Business 
Suite が 5％と大きくシェアを落としたのに対し、

前年は 3％と低いシェアだった Obic7 が今年は

6％と倍増させて 4 位に躍進しており、海外製品

に比べて国産のERPパッケージの健闘が目を引

いた。 

17 種以外の ERP パッケージの比率は、今年

は 18％で前年(25％）よりさらに 7 ポイント下が

り寡占化は一段と進んでいる。 

57%

68%

54%

58%

25%

67%

27%

43%

32%

46%

42%

75%

33%

73%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=30）

素材製造（n=129）

機械等製造（n=205）

商社・流通系（n=141）

金融（n=46）

重要インフラ系（n=57）

サービス系（n=95）

採用している 採用していない

図表 1-6-1-2 業種グループ別 ERP パッケージの採用状況 
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ERP パッケージの導入状況を企業の規模別に

見ると、採用製品が企業規模によってはっきり

色分けされていることが良くわかる。 

大企業では圧倒的に R/3 が多く、今年全体で

はシェアを落とした R/3 であるが、ここではむ

しろ 48％から 50％と、導入した企業の比率が増

えている。 

 一方、従業員数 1000 人以下の企業では、R/3
は苦戦しており、前年の 21％から 13％に大きく

下げた。この R/3 に替わって採用されたのが、

国産の Glovia-C と、全体でも大きく伸びた

Obic7 である。 

業種グループ別に見ると、ERP 導入率が高い

業種グループ（重要インフラ系、素材製造系、

商社・流通系）で R/3 の比率が高くなっている

（図表 1-6-1-4）。
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8%

13%

2%

8%

13%

2%

5%

5%

6%

9%

7%

11%

5%

10%

0%

3%

8%

5%

11%

4%

7%

5%

9%

3%

5%

3%

4%

2%

3%

4%

2%

28%

38%

14%

25%

33%

16%

0%

1%

1%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=274)

1000人未満(n=156)

1000人以上(n=118)

全体(n=311)

1000人未満(n=168)

1000人以上(n=145)

0
6
年

度
0
5
年

度

1．R/3 2．SuperStream 3．Glovia-C 4．OracleApplication 5．OBIC7

6．e-BusinessSuite 7．Glovia-SUMMIT 8．Pro Active 9．その他

図表 1-6-1-3 採用している ERP パッケージ製品 
※回答企業数が 10 社未満の製品は「その他」に統合 

22%

41%

27%

34%

11%

32%

13%

15%

12%

8%

8%

11%

4%

22%

9%

7%

10%

5%

11%

0%

13%

2%

5%

6%

3%

11%

8%

9%

2%

5%

3%

11%

11%

4%

13%

9%

2%

4%

3%

0%

16%

4%

4%

7%

3%

8%

11%

4%

0%

4%

3%

1%

8%

0%

4%

0%

33%

19%

36%

19%

33%

28%

26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=46）

素材製造（n=59）

機械製造（n=75）

商社・流通系（n=37）

金融（n=9）

重要インフラ系（n=25）

サービス系（n=23）

1．R/3 2．SuperStream 3．Glovia-C 4．OracleApplication 5．OBIC7

6．e-BusinessSuite 7．Glovia-SUMMIT 8．Pro Active 9．その他

図表 1-6-1-4 業種グループ別採用している ERP パッケージ製品 
※回答企業数が 10 社未満の製品は「その他」に統合 
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（3） 相変わらず価格・保守費用に不満が多い 

上記のシェアの変化には製品の満足度が大き

くかかわっている。例年通り満足度を、「導入価

格」「保守運用価格」「品質」の３つにわけて企

業にたずねた結果を見てもらいたい。 

まず、全体では、相変わらず「導入価格」「保

守運用価格」に不満が多い。「非常に不満」も合

わせた不満の比率は、「導入価格」では 50％、「保

守運用価格」では 55％と、前年の 49％、56％と

ほとんど改善されていない（図表 1-6-1-5）。 

しかし、製品別に見ると際立った違いがある。

サンプル数が少ないので採用企業の多い上位製

品に絞って見てみると、まずシェアのトップの

R/3 は、80 社の導入企業のうち、導入価格では

75％、保守運用価格に至っては、実に 79％の企

業が「不満」ないし「非常に不満」と答えてい

る。Oracle 社の二つのパッケージ Oracle 
Application(シェア 4 位、14 社）と e-Business 
Suites(シェア 6 位、14 社）も導入価格で 64％、

50％、保守運用価格では、57％、78％と、多数

の企業が「不満」ないし「非常に不満」だと回

答している（図表 1-6-1-6）。 

このように海外勢が軒並み価格に対して不満

が多いのに対して国産のパッケージは対照的に

不満が少ない。シェアが 2 位の Super Stream
（30 社）の価格については、導入価格で 14％、

保守運用価格では 30％の企業が「不満」ないし

「非常に不満」と答えているだけで、急速に伸

びた Obic7（14 社）については、「不満」は、導

入価格で 14％、保守運用価格では 21％に過ぎな

い。 

 

国産勢で不満の大きい製品は、 3 位の

Glovia-C(21 社）で、導入価格では 33％、保守

運用価格では 38％の企業が「不満」ないし「非

常に不満」と答えている。前年と比べても不満

度は高まっており、国産の ERP のなかでは本格

的な統合パッケージと言われているだけに残念

なことである。 

一方、品質に対する満足度はどうだったであ

ろうか。例年通り「不満」「非常に不満」と答え

る企業は全体でも 20％と、価格とは打って変わ

って低くなり（前年は 22％）、反対に「満足」と

答える企業がかなりの比率を占める。 

上位 6 製品のなかで一番満足度の高かった製

品は Super Stream で、「満足」ないし「非常に

満足」と答えた企業は採用企業の 44％であった。

次いで e-Business Suites の 36％、価格に対す

る不満の最も大きかった R/3 は満足度では 27％
で 3 位につけている。価格に対する不満は大き

いが、品質が要求レベルに達している製品が少

ないためやむなく使っているというユーザー企

業の事情がくみとれる。 

いずれにしても、IT 産業のような成長の激し

い業界で、多数のユーザーの不満を無視するよ

うなビジネスモデルが長続きしたためしはない。

ERP パッケージの全体的な導入意欲の低下、新

興製品の台頭に見られるように、既にその前兆

は始まっている。パッケージ化はソフトウェア

開発の生産性向上を進める時代の流れである。

健全なパッケージ市場の発展のためにベンダー

が顧客満足度を少しでも上げる一層の努力が求

められている。

11%

7%

28%

13%

6%

25%

38%

36%

50%

36%

36%

51%

41%

42%

17%

38%

39%

18%

9%

13%

3%

11%

17%

4%1%

1%

2%

2%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入価格(n=271)　

保守運用価格(n=272)　

品質(n=272)　

導入価格(n=315)　　

保守運用価格(n=314)　

品質(n=313)　

0
6
年

度
0
5
年

度

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

図表 1-6-1-5 ERP パッケージの満足度 
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 図表 1-6-1-6 製品別 ERP パッケージの満足度 

0%

7%

0%

0%

0%

0%

5%

0%

0%

4%

7%

0%

0%

0%

4%

13%

7%

0%

30%

37%

24%

21%

36%

23%

67%

38%

21%

43%

20%

53%

48%

43%

21%

58%

47%

52%

43%

29%

55%

7%

33%

50%

50%

60%

23%

38%

36%

64%

8%

19%

29%

19%

7%

0%

14%

0%

19%

7%

0%

21%

14%

1%

3%

5%

7%

0%

7%

29%

10%

1%

36%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R/3(n=80)　

Super Stream(n=30)

Glovia-C（n=21）　

Oracle Application(n=14)

e-Business Suite(n=14）

R/3(n=80）　

Super Stream(n=30)

Glovia-C（n=21）　

Oracle Application(n=14)

e-Business Suite(n=14）

R/3(n=80）　

Super Stream(n=30)

Glovia-C（n=21）

Oracle Application(n=14)

e-Business Suite(n=14）

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満
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（4） 部分的な導入が増えている 

さて、ERP パッケージはどのような業務分野

に導入されているのだろうか。例年と全く同じ

図表 1-6-1-7 のような分類で、全社的か、一部か、

海外部門だけかなど導入状況を聞いている。 

結果をみれば、日本の企業は、ERP を本来の

目的である生産・物流・販売といった生産拠点

に近い分野の業務プロセス刷新に適用している

企業は少なく、会計・財務や人事・給与といっ

た共通事務や、せいぜい資材管理などの後方支

援業務のパッケージとして利用している企業が

ほとんどであることがわかる。 

しかし、昨年の調査結果と細かく比べてみる

と、わずかずつではあるが、ERP の生産拠点へ

の導入が進んでいることがわかる。 

まず、ERP を導入したと答えた企業の中で、

導入率が一番多い業務は会計・財務業務で、企

業のほとんど（93％、前年は 92％）が、ERP を

使っている。（図表 1-6-1-7） 

 

次いで多いのが人事・給与業務の 57％で、こ

れは前年（50％）より 7 ポイントほど増加した。

続いて多いのが購買・資材管理で 49％であるが、

これは前年と全く変わっていない。 

一方、ERP 本来の応用範囲である業務では、

販売・物流で今年度は全面的に採用した企業が、

35％と前年（31％）にくらべて 4 ポイント上が

り、一部を入れた導入率も 48％と 3 ポイントほ

ど上がった。さらに、生産管理、資産管理では

全社的に導入したと答えた企業が、23％、26％
とそれぞれ 2 ポイントずつ増えたが、一部導入

を含めた全体ではむしろ同じかわずか減ってい

る。 

新規にERPを導入した企業は今年度ほとんど

増えなかったが、既に導入した企業の中で少し

ずつ適用範囲を広げる努力が続けられていると

見ることができる。ただし、各企業がこれらの

業務をどう統合して、ERP のメリットを生かし

ているかは、この調査結果だけではわからない。

ERP 導入の真の課題はそこである。 

76%

35%

38%

23%

25%

42%

17%

76%

31%

36%

21%

26%

41%

17%

13%

9%

10%

11%

9%

12%

10%

12%

7%

8%

10%

5%

8%

6%

2%

3%

3%

2%

3%

4%

4%

7%

52%

49%

60%

63%

43%

71%

8%

55%

49%

62%

65%

50%

74%

1%

2%

0%

3%

2%

3%

1%

0% 1%

1%
2%

4%

1%

2% 2%

3%

2%

4%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①財務・会計管理（n=273）

②販売・物流管理（n=252）

③購買・資材管理（n=250）

④生産管理（n=252）

⑤資産管理（n=247）

⑥人事・給与（n=259）

⑦経営管理（n=247）

①財務・会計管理(n=307）

②販売・物流管理(n=288）

③購買・資材管理(n=287）

④生産管理(n=283）

⑤資産管理(n=278）

⑥人事・給与(n=288）

⑦経営管理(n=278）

06
年

度
0
5
年

度

全社的に導入 国内の一部の部門のみ 海外拠点のみ 一部の部門(国内/海外両方) 導入なし

図表 1-6-1-7 ERP パッケージの適用範囲
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ERP パッケージの製品によって適用範囲に違

いはあるだろうか。シェア率の高い上位 3 製品

（R/3、Super Stream、Glovia-C）について見

てみた（図表 1-6-1-8）。 

最も適用されている業務は、3 製品に共通して

「財務・会計管理」であるが、他の分野には各

製品の特徴が現れている。 

R/3(SAP)では、「販売・物流管理」「購買・資

材管理」も一部での使用を含め、導入している

企業の 7 割近くが適用している。 

 Super Stream は、「人事・給与」で適用され

ている比率が比較的高く、一部の場合も含め 7
割に達している。 

Glovia-C は「購買・資材管理」「生産管理」が

5 割程度と比較的高くなっているが、「財務・会

計管理」の適用率が、他の 2 製品と比較すると

低くなっている。 

89%

49%

53%

24%

38%

47%

23%

80%

16%

20%

12%

33%

56%

16%
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32%
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33%

30%

49%

46%
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52%

72%
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58%
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47%

55%

74%
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0%
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0%
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0%
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4%
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0%

5%

11%

0%

0%
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0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

財務・会計管理(n=80）

販売・物流管理(n=76）

購買・資材管理(n=76）

生産管理(n=76）

資産管理(n=76）

人事・給与(n=78）

経営管理(n=77）

財務・会計管理(n=30）

販売・物流管理(n=25）

購買・資材管理(n=25）

生産管理(n=25）

資産管理(n=24）

人事・給与(n=27）

経営管理(n=25）

財務・会計管理(n=22）

販売・物流管理(n=19）

購買・資材管理(n=19）

生産管理(n=20）

資産管理(n=19）

人事・給与(n=21）

経営管理(n=19）

R
/3

S
u
p
er

 S
tr

e
a
m

G
lo

vi
a
-C

全社的に導入 国内の一部の部門のみ 海外拠点のみ 一部の部門(国内/海外両方) 導入なし

図表 1-6-1-8  ERP パッケージ製品別適用範囲
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（5） 導入企業の 84％がアドオン開発をしている 

日本の企業は長年の自社独自の業務プロセス

を収益のキーファクター（例：トヨタの生産管

理手法）としてシステムに埋め込むことにこだ

わる。このため ERP をそのまま導入することは

難しいといわれてきた。 

しかし、基幹システムを今後もすべて手作り

で作りこむことは、膨大な初期コストと維持コ

ストを考えればもはや不可能に近い。こうした

ことを踏まえ、当調査では、ERP の導入にあた

って企業が自社の業務にERPを合わせるためど

う苦心しているかを聞いている。 

前年までは、全く調整しないで ERP をそのま

ま使っているかどうかという選択肢がなかった

ので、今年度は新たに追加した。 

結果によると、ERP を導入した企業（276 社）

の中で、全くカスタマイズをしていないと答え

た企業は、わずか 7％(19 社)であった。それも従

業員が 1000 人未満の企業がほとんどで、1000
人以上の大企業では、わずか 1 社(0.8%)しかい

なかった。 

ただし、カスタマイズと言っても、ERP ベン

ダーによっては様々な呼び方をし、単なるパラ

メータ設定だけでも「カスタマイズ」と称して

いることもある。したがってこの結果を直ちに

鵜呑みにすることは出来ないが、いかに日本の

企業が自分たちの業務手順にこだわっているか

を物語る数字ではある 

 

カスタマイズの方法については、本年度は複

数回答で答えてもらった。カスタマイズしてい

ないという企業を除いて、どんなカスタマイズ

をしたかを答えた貰った結果が図表 1-6-1-9 で

ある。 

前年は単一回答で聞いているので、前年との

比較は難しい。前年は、パラメータ設定(8％）や、

モディフィケーション(17％）が少なく、アドオ

ンがほとんどであったが、今年度は、複数回答

によってそれらは倍以上増えている。アドオン

開発をした企業は当然パラメータ設定やモディ

フィケーションなどの修正も併用していること

がわかる。 

ERP の効果は、なるべく本体に手を入れずシ

ステム開発経費を限界まで下げて、低コストで

業務プロセスを実現することによって生まれて

くるものであるが、現実は逆の傾向があるよう

である。保守運用価格はこうしたアドオンやモ

ディフィケーションをすれば高くなるのは当然

で、ユーザーも安易なカスタマイズは出来る限

り避けるべきであろう。 

最近は特定の業界向けのテンプレート（パラ

メータやアドオンモジュールのセット）を提供

して、こうした付加開発を少なくするやり方も

広がっている。今後はこうした実態をより明確

にするため、質問の選択肢をさらに工夫してい

きたい。 

41%

39%

44%

84%

78%

92%

25%

30%

19%

3%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=276)

1000人未満(n=158)

1000人以上(n=118)

1．パラメータ設定（パッケージソフトのチューンナップ）をして利用

2．アドオン（機能不足を補ったり帳票を開発したりするなど外付けでの追加開発）をして利用

3．モディフィケーション（プログラムを直接修正）をして利用

4．その他

図表 1-6-1-9 ERP パッケージのカスタマイズ 
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シェア上位 5 製品についてカスタマイズの状

況を見てみると、アドオンに関しては、すべて

の製品で 9割程度となっている。（図表 1-6-1-10） 

Glovia-C ではモディフィケーション（プログ

ラムの修正）の比率が他の製品に比べて高くな

っている。 

 

 R/3 および Oracle Application ではパラメー

タ設定を選択している企業が 5 割以上で、アド

オンに加えてパラメータ設定をして利用されて

いる場合が多いと考えられる。 

56%

23%

25%

50%

36%

94%

88%

100%

93%

93%

17%

23%

35%

14%

14%

4%

0%

0%

0%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R/3(n=80)　

Super Stream(n=30)　

Glovia-C(n=22)　

Oracle Application(n=15）

e-Business Suite(n=14)　

パラメータ設定をして利用 アドオンをして利用 モディフィケーションをして利用 その他

図表 1-6-1-10 ERP 製品別カスタマイズの状況
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1．6．2 業務用ソフト（ツール）の動向 

それでは、前年度より調査を開始した ERP 以

外の業務パッケージの利用状況はどうだったで

あろうか。前年と全く同じの５つの項目で、導

入の状況を聞いている。（図表 1-6-2-1） 

（1） アクティブディレクトリが伸びる 

このうち、回答企業のなかで最も利用の多い

業務ツールは、前年同様「アクティブディレク

トリ」で全体の 42％の企業が全社ないし一部の

セクションで導入をすませている。前年が 34％
であったから 8 ポイント増加し、５つのツール

の中でも最も伸びが大きい。オープン化が進み、

セキュリティ強化のため普及に拍車がかかった

ようである。 

次いで多かったツールは、PC などの管理を行

う IT 資産管理ツールで、前の年より 5 ポイント

も多い 34％の企業が導入した。増え続ける PC
端末の管理に企業が懸命に取り組んでいること

を物語る。 

反面、前年に導入意向が一番強かったドキュ

メント管理ツールは、導入した企業は前年の

24％から 26％に増えただけで伸び悩んだ。ただ

し、検討中と答えた企業は、31％と相変わらず

多く、5 つの中ではトップである。 

 

これは日本版 SOX 法の対応のため、企業のド

キュメントの管理に対する関心が急速に高まっ

たが、法制度の整備が遅れていることや、IT 部

門だけでは解決しにくい課題だということもあ

って導入が進んでいないのであろう。 

また、総合運用管理ツールや、ターミナルサ

ーバーは、普及率は低いままで伸び悩んでいる。

特にターミナルサーバーは、従来の PC を使って

シンクライアントが実現できセキュリティの観

点から期待されている技術だが、普及率は前年

とほとんどかわらない 14％だった。 

（2） 大企業ではターミナルサーバーが健闘、 

  中堅でアクティブディレクトリ 

しかし、こうした全体でみた普及率も、企業

の規模別に見ると違った状況が見て取れる（図

表1-6-2-2）。従業員数1000人以上の大企業では、

IT 資産管理ツールが 56％と、アクティブディレ

クトリ（57％）の普及とほとんど同じくらい導

入されているほか、総合運用管理ツールも 51％
と、こうしたツールは大企業にとっては必須の

ツールになりつつある。 

また、全体では低調なターミナルサーバーも、

大企業では、一部の導入を入れると、前年より 4
ポイント多い 21％の企業が利用しはじめ、ドキ

ュメント管理ツールも 44％と過半数に近い。 
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23%

11%

26%

3%

11%

21%

9%

23%

3%

12%

11%

15%

16%

11%

10%

8%

15%

11%

10%

20%

29%

31%

22%

21%

18%

25%

26%

23%

22%

56%

37%

43%

37%

64%

60%

47%

50%

44%

65%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合運用管理ツール(n=756)

IT資産管理ツール(n=762)

ドキュメント管理ツール(n=765)

アクティブディレクトリ(n=762)

ターミナルサーバ(n=760)

総合運用管理ツール(n=890)

IT資産管理ツール(n=892)

ドキュメント管理ツール(n=889)

アクティブディレクトリ(n=894)

ターミナルサーバ(n=892)

0
6
年

度
0
5
年

度

全社的に導入済 一部のセクションで導入済み 検討中 計画はない

図表 1-6-2-1 業務ソフトウェアの導入状況 
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前年との比較では、アクティブディレクトリ

が従業員数 1000 人未満の中堅企業で 28％から

35％と急速に増えた。 

 新しい技術は先進的な大企業が先鞭をつけ、

中小に広がっていくものであるが、いよいよ中

堅企業にもこうした新しい波が定着してきた現

われとして注目したい。 

4%

25%

36%

20%

34%

2%

6%

15%

7%

19%

3%

23%

34%

15%

34%

3%

13%

8%

26%

20%

24%

23%

19%

7%

5%

12%

9%

8%

19%

13%

21%

14%
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20%

30%

31%

21%

17%

22%

26%

31%

22%

31%

18%

26%

24%

21%

17%

19%

24%

30%

26%

34%

45%

70%

27%

18%

26%

21%

48%

69%

54%

57%

51%

71%

38%

29%

35%

26%

50%

8%

7%

18%

22%

12%

7%

7%

67%

49%

44%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合運用管理ツール(n=543)

IT資産管理ツール(n=544)

ドキュメント管理ツール(n=546)

アクティブディレクトリ(n=544)

ターミナルサーバ(シンクライアント)(n=544)

総合運用管理ツール(n=213)

IT資産管理ツール(n=218)

ドキュメント管理ツール(n=219)

アクティブディレクトリ(n=218)

ターミナルサーバ(シンクライアント)(n=216)

総合運用管理ツール(n=621)

IT資産管理ツール(n=622)

ドキュメント管理ツール(n=621)

アクティブディレクトリ(n=621)

ターミナルサーバ(シンクライアント)(n=621)

総合運用管理ツール(n=264)

IT資産管理ツール(n=265)

ドキュメント管理ツール(n=263)

アクティブディレクトリ(n=268)

ターミナルサーバ(シンクライアント)(n=266)
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0
0
0
名

未
満
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）

1
0
0
0
名

以
上

(0
5
年

度
）

全社的に導入済 一部のセクションで導入済み 検討中 計画はない

図表 1-6-2-2 企業規模別業務ソフトウェアの導入状況 
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1．6．3 ネットワーク技術の動向 

ネットワーク技術については、前年度まで章

を独立して詳しく聞いてきたが、近年の企業ユ

ーザーの関心はこうした基盤技術から利用技術

に移っており、最近の技術動向も落ち着いてき

たことから、サービス主体に絞った質問に再構

成した。新技術の GPS についても対象となる企

業の範囲が限られるため、ここしばらく質問を

休止することとした。 

（1） VoIP が普及し始めた 

VoIP とは、IP プロトコルの上で音声データを

流すいわゆる IP 電話の総称である。近年のネッ

トワークのブロードバンド化で大変身近なもの

になってきたが、企業の導入はここ数年伸び悩

んできた。ところが今年度の調査で、この 1 年

間で急速に普及が進んだことがわかった。 

今年度の調査では、VoIP を従来の電話機に接

続して使うハードフォンと、PC に内蔵して PC
に接続したヘッドセットなどで通話するソフト

フォンの 2 種に分けてその利用状況を聞いてい

る。（図表 1-6-3-1） 

初めて聞いたソフトフォンでは、全体の企業

の 14％が全社的または一部で既に導入している

と答え、電話機を使うハードフォンは一部を含

めて 29％の企業が導入済みという結果であった。 

 

前年に IP フォンとして聞いた普及率の 34％
と比較するとハードフォンは 5 ポイント下がっ

ているが、それをソフトフォンの分だと仮定す

るとソフトフォンは 5％から 14％に大幅に増え

たことになる。 

もちろん両方とも導入している企業もあるた

め普及率を合計した 43％と前年に IP フォンと

して聞いた 34％を単純に比較することは出来な

い。しかし、前年まで年間の伸びはせいぜい 2
～3 ポイントであったから、この 1 年で普及が急

速に伸びたことは間違いない。 

このように普及が進んだ理由として考えられ

るのは、NTT 西日本と東日本が相次いで始めた

加入電話の番号で IP 電話に移行できる「ひかり

電話」の発表である。安価な通話料に魅力を感

じながら信頼性に不安を感じていた企業が、こ

こへきて IP電話の導入に一気に踏み込んだもの

と考えられる。 

しかし、「ひかり電話」は昨年の秋、相次いで

重大なシステム障害を起こし社会問題にまで発

展した。今後の VoIP の普及状況が注目されると

ころである。 
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21%
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17%

14%

27%

14%

11%
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25%

16%

16%

17%
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19%
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25%

25%

25%

55%

61%

39%

66%

71%

54%

41%

49%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=765)

1000人未満(n=551)

1000人以上(n=214)

全体(n=764)

1000人未満(n=551)

1000人以上(n=213)

全体(n=903)

1000人未満(n=627)

1000人以上(n=271)

ハ
ー
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ン

(0
6
年

度
）

ソ
フ

ト
フ

ォ
ン

(0
6
年

度
）

(0
5
年

度
）

全社的に導入 一部のセクションで導入済 検討中 計画はない

図表 1-6-3-1 VoIP の導入状況 
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（2） RF-ID（無線タグ）は少しずつだが成長 

非接触 IC カードや、鉄道パスなどではお馴染

みになってきた RF-ID だが、企業内の活用は期

待されるほど進んでいない。バーコードに替わ

るだけの低コストが実現できていないからであ

る。 

しかし、今年の調査結果を見てみると、目を

見張るような普及の拡大はないものの、着実に

普及が進んでいることがわかった（図表 1-6-3-2）。 

まず、調査企業の中で、一部でも導入をした

企業は全体の8％と前年の5％に比べかなり前進

した。企業数で言うと、前年が 906 社に対し導

入企業は 37 社、今年は 770 社のうち 59 社が

RF-ID を導入している。導入を検討している企

業の比率も前年の 19％から 22％に増えている。 

企業規模別に見ると従業員数 1000 人以上の

大企業がやはり積極的に導入を試みている。前

年では一部導入した大企業が 11％だったのに対

し本年度は 18％に増えている。 

業種別に見ると、製造業（素材/機械）を中心

に導入している企業が出始めている。（図表

1-6-3-3） 

（3） 導入済の企業は「入退室管理」を適用 

それでは、RF-ID は、どのような業務に活用

されているのであろうか。今年も、RF-ID を導

入した企業、導入を検討している企業に限定し

て、適用した、または適用しようとしている業

務分野と、導入にあたっての課題を複数回答で

聞いている（図表 1-6-3-4）。 

 それによると、最も多い業務分野は、本来の

RF-ID の応用分野と考えられる「在庫管理・入

出庫管理」でこれは前年と変わらないが、2 位は、

前年から順位をあげてきた「入退室管理」で、「商

品のトレーサビリティ」と同率で並んだ。 

これを、すでに導入している企業と検討中の

企業に分けてみたものが図表 1-6-3-5 である。導

入済みの企業では、「入退室管理」での適用が最

も多くなった。検討中の場合はやはり「在庫管

理」「入出庫管理」での採用を検討している企業

が多い。 

人間を対象にした応用では、RF-ID の高コス

トはそれほど気にしないですむ。今年度の普及

率の増加は、この分野での導入が大きく寄与し

ていることは間違いない。企業が多くの課題を

抱えながらも新技術の応用に積極的に取り組ん

でいる姿が目に浮かぶ。 

（4） 課題はコスト面、性能は着実に進歩 

さらに、導入に際して何が課題かを複数回答

で答えてもらった結果が図表 1-6-3-6 である。こ

れによると今年も前年同様、タグの高価格が一

番のネックで 75％の企業が問題だと答えている。 

続いて、同じようなコストの問題である設

備・開発コストが 2 位（53％）でこれも前年と

変わらない。3 位は読み取り精度・スピードとい

う性能の問題であったが、4 位の耐久性能の課題

と合わせて前年より10ポイント近く課題だと答

えた企業が減っている。コストの面はともかく

性能は着実に進歩しているようだ。 

図表 1-6-3-2 RF-ID の導入状況 
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全社的に導入 一部のセクションで導入済 検討中 計画はない
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図表 1-6-3-3 業種別 RF-ID の導入状況 ※図表中の数字は企業数 
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電気機械製造

運輸

鉄・非鉄金属・窯業

輸送機器・関連部品

石油・石炭・ゴム

農林・水産・食品

一般機械製造

化学・薬品

不動産・倉庫

建築・土木・鉱業

商社・流通・卸売・小売

サービス業

その他製造

銀行・保険・証券・信販

放送・新聞・出版・印刷・映画

通信・通信サービス

情報処理業

その他

全社的に導入済 一部のセッションで導入済 検討中 計画はない
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74%
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在庫・物流管理、入出庫管理

商品のトレーサビリティ・品質管理

入退室管理

製造現場の生産進捗管理

商品管理

資産管理

セキュリティ管理、危険区域の管理

勤怠管理

レジ計算・売上作業の簡素化

その他

06年度(n=223)

05年度(n=211)

図表 1-6-3-4 RF-ID の適用業務 
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ICタグの価格

設備、開発コスト

ICタグの読取精度・スピード

ICタグの性能（耐久性、耐水性等）

国際的な統一の規格・基準がないこと

導入による現場の混乱

セキュリティ

早期に導入した機器が陳腐化すること

その他

06年度(n=219)

05年度(n=205)

44%

22%
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8%

46%
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74%
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0% 20% 40% 60% 80%

在庫・物流管理、入出庫管理

商品のトレーサビリティ・品質管理

製造現場の生産進捗管理

商品管理

資産管理

入退室管理

セキュリティ管理、危険区域の管理

勤怠管理

レジ計算・売上作業の簡素化

その他

導入済(n=59)

検討中(n=166)

図表 1-6-3-5 RF-ID の適用業務（導入済/検討中企業の差） 

図表 1-6-3-6 年度別 RF-ID 導入にあたっての課題 
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1．7 IT 推進体制 

IT に関わる組織運営、体制については、本調

査では、毎年継続して調査を行っている。「組織

をどうすべきか」は、どのような分野において

も関心の集まる問題ではあるが、特に IT 分野に

おいては、議論のみならず実態においても、こ

こ数年間に大きな変化を続けてきている。 

しかしながら、この IT の組織体制については

IT 活用において先行している大企業でも新たな

問題を抱えている場合が多い。IT 課題そのもの

や、企業における情報システムの位置付の変化

が背景にあり、それに組織をどのように適合さ

せてゆくかという問題だからである。 

業種特性や、経営戦略により描く将来の企業

像、またそれにもとづく情報システムの在り方

によって組織の形は、それぞれの企業により異

なってしかるべき問題で、隣と同じなら安心と

いうわけには行かない段階にきている。先行す

る大企業を追う中堅・中小企業においても重要

な課題である。 

また、一方で団塊の世代が組織から去りつつ

ある現在、要員の育成問題は喫緊の課題である。 

本年度は、このような観点を踏まえ、調査項

目内容の若干の見直しを行っている。 

1．7．1 IT 組織と機能の動向 

（1） 集権・連邦・分散の比率は変わらず、開発・運

用の外部化が進む 

本調査では、IT 部門の組織形態を以下の 3 つ

のタイプに分類し、自社の IT 部門がどの組織形

態に近いかを聞いてきた。 

・集権型：全社で統一されたルールに基づき一元

的に統括・管理 

・連邦型：全社プロジェクトは一箇所で統括、各事

業部固有のシステムは事業部が担当 

・分散型：企画機能をはじめとする全ての機能を

各事業部に分散 

さらに昨年度から、企画・開発・運用の担当

とアウトソーシングの実施の有無により、最も

近い形態を、図表 1-7-1-1 から選択してもらって

いる。 

まず、集権・連邦・分散の比率を見てみると、

それぞれ、73％、23％、4％と、昨年度からの変

化はほとんどなかった（図表 1-7-1-2）。 

6 分類の比率を見てみると、全体では、開発・

運用を自社内で担当する「集権 A（48％）」「連

邦 A（12％）」を選択した企業が、あわせて 6 割

を占めている。 

図表 1-7-1-1 IT 部門の組織形態 

 

企画・開発・運用機能の分担 

全社 事業部 情報子会社・アウトソーサー

①集権型 A 戦略・企画 開発 運用   

②集権型 B 戦略・企画  開発 運用 

③集権型 C 戦略  企画 開発 運用 

④連邦型 A 
戦略・企画 開発 運用 

（全社システム） 

企画 開発 運用 

（事業部システム） 
 

⑤連邦型 B 
戦略・企画 

（全社システム） 

企画 開発 運用 

（事業部システム） 

開発 運用 

（全社・事業部システム） 

⑥分散型 戦略 
企画 開発 運用 

（事業部システム） 
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昨年と比較すると、「集権 A」が 55％→48％
と 7 ポイント減少する一方、「集権 B」「集権 C」

あわせて 19％→25％と 6 ポイント増加しており、

集権型の企業において、開発・運用業務の子会

社やアウトソーサーへの委託など、業務の外部

化が進んでいると考えられる。 

 企業規模別にみてみると、企業規模に比例し、

連邦の比率が増えるとともに、外部委託が進ん

でいる（図表 1-7-1-3）。 

業種部ループ別では、金融系、重要インフラ

系でアウトソーシングが進んだ形態の比率が高

い（図表 1-7-1-4）。 

図表 1-7-1-2 年度別 IT 部門の組織形態 

図表 1-7-1-3 企業規模別 IT 部門の組織形態 

73%

74%

74%

73%

71%

70%

23%

23%

20%

20%

18%

19%

4%

4%

6%

7%

10%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

06年度(n=772）

05年度(n=915)

04年度(n=961)

03年度(n=855)

02年度(n=1152)

01年度(n=915)

集権型 連邦型 分散型

48%

52%

57%

46%

41%

15%

55%

58%

64%

60%

47%

27%

20%

20%

14%

23%

25%

26%

45%

15%

9%

11%

12%

23%

10%

33%

5%

6%

6%

4%

11%

10%

4%

8%

5%

10%

13%

12%

11%

10%

11%

14%

22%

12%

11%

11%

11%

13%

13%

13%

12%

7%

8%

12%

14%

26%

38%

11%

6%

7%

9%

14%

40%

33%

4%

7%

5%

4%

9%

5%

3%

3%

1%

2%

2%

0%

3%

2%

3%

0%

3%

0%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=772)

100人未満(n=44)

100～499人(n=353)

500～999人(n=153)

1000～4999人(n=166)

5000～9999人(n=27)

10000人以上(n=29)

全体(n=915)

100人未満(n=66)

100～499人(n=373)

500～999人(n=195)

1000～4999人(n=216)

5000～9999人(n=30)

10000人以上(n=30)

0
6
年

度
0
5
年

度

集権型A 集権型B 集権型C 連邦型A 連邦型B 分散型
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（2） 全体の2 割の企業が子会社を持つが、そのうち

2 割は経営権がない 

全体では 2 割の企業が何らかの形で情報子会

社を持っており、昨年からの変化はほとんどな

かった。情報子会社を持つ企業のうち 2割は、「経

営権は他社にある」と回答しており、情報子会

社といっても一律には捉えられない状況になっ

ている（図表 1-7-1-5）。 

 

企業規模に比例し情報子会社を保有する比率

が高くなり、従業員数 5000 人以上の企業では半

数以上の企業で情報子会社を持つ。また、規模

の大きな企業では、昨年に比べ、情報子会社を

保有する比率が増えている。 

図表 1-7-1-4 業種グループ別 IT 組織の形態 

16%

5%

16%

27%

68%

16%

5%

6%

19%

24%

45%

4%

3%

5%

4%

0%

14%

4%

2%

3%

2%

5%

10%

10%

80%

98%

92%

79%

69%

32%

11%

80%

94%

92%

79%

71%

45%

14%

0%

75%

76%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=760)

100人未満(n=45)

100～499人(n=349)

500～999人(n=149)

1000～4999人(n=164)

5000～9999人(n=25)

10000人以上(n=28)

全体(n=883)

100人未満(n=63)

100～499人(n=363)

500～999人(n=188)

1000～4999人(n=206)

5000～9999人(n=29)

10000人以上(n=29)

0
6
年

度
0
5
年

度

情報子会社あり（経営権を持つ） 情報子会社あり（経営権は他社） 情報子会社なし

43%

50%

52%

55%

34%

27%

46%

22%

19%

13%

22%

36%

25%

19%

4%

7%

5%

6%

4%

11%

2%

14%

15%

13%

4%

6%

14%

13%

12%

7%

10%

11%

15%

23%

15%

5%

2%

6%

2%

4%

0%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A．一次産業（n=104）

B．素材製造（n=129）

C．機械等製造（n=201）

D．商社・流通系（n=141）

E．金融（n=47）

F．重要インフラ系（n=56）

G．サービス系（n=94）

集権型A 集権型B 集権型C 連邦型A 連邦型B 分散型

図表 1-7-1-5 情報子会社の有無 
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（3） IT 関連業務の役割分担 

以下（図表 1-7-1-6）の①～⑩の IT 関連業務

について、主にどの部門が担当しているかを回

答してもらった。 

IT 戦略、予算統制、IT 企画については、主に

IT 部門が担当する企業が 7～8 割で、残りの企

業では経営企画部門（部門システム企画では利

用部門）が担当する形になっている。また、こ

れらについては、前年度に比べ、わずかながら

IT 部門の担当割合が増加している。 

システム開発・システム運用については、IT
部門が担当する企業が 5～7 割と最も多いが、情

報子会社あるいはアウトソーサーが担当という

企業も 3 割を超えてきている。 

ネットワーク管理については 7 割以上の企業

で IT 部門が担当しており、前年度と状況の変化

はない。 

 

 

「全社業務改革（BPR）の推進」については、

主に IT部門が担当する企業の比率は若干増えて

はいるものの、前年度と同様、4 割にとどまって

いる。 

企業規模別にみると、従業員数の少ない企業

では、戦略や企画業務は経営企画に、また、開

発や運用を外部に依存するところが多い。これ

ら業務の外部化は意図的なアウトソーシングと

いうより、IT 部門に余裕の無い中での現実的対

応と考えられる（図表 1-7-1-7）。 

従業員数 100～999 人規模の企業では、開発・

運用業務を外部委託する比率が低いが、開発・

運用に業務の重点を置いていたかつての大手企

業の IT 部門と同様に、今後、これらの業務の外

部化を進めてゆくのか、異なった方法を選ぶの

かが今後の重要課題である。 

作業は外部化しても管理は必要である。この

管理力が備わっていることが外部化の重要な成

功要件である。 

5%

4%

38%

15%

28%

8%

4%

4%

4%

39%

1%

16%

4%

29%

1%

7%

22%

17%

9%

4%

5%

3%

4%

3%

4%

44%

24%

19%

12%

5%

5%

3%

4%

3%

5%

43%

71%

76%

83%

53%

60%

49%

68%

47%

74%

42%

68%

72%

79%

51%

64%

52%

68%

47%

74%

40%

12%

12%

14%

12%

12%

1%

1%

3%

2%

11%

11%

12%

11%

10%

1%

21%

21%

10%

9%

9%

0%

1%

1%

1%

18%

17%

10%

9%

9%

0%

3%

2%

1%

1%

1%

2%

1%

1%

1%

7%

1%

1%

3%

3%

1%

3%

3%

1%1%

1%

1%

5%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ＩＴ戦略の策定(n=765)

②ＩＴ予算の管理/開発順序の優先付(n=769)

③全社システムの企画(n=770)

④部門システムの企画(n=766)

⑤全社のシステム開発(n=771)　

⑥部門システムの開発(n=767)

⑦全社システムの運用(n=772)

⑧部門システムシステム運用(n=768)

⑨ネットワーク管理(n=771)　

⑩全社業務改革(BPR)の推進(n=756)

①ＩＴ戦略の策定(n=912)

②ＩＴ予算の管理/開発順序の優先付(n=912)

③全社システムの企画(n=914)

④部門システムの企画(n=907)

⑤全社のシステム開発(n=914)　

⑥部門システムの開発(n=909)

⑦全社システムの運用(n=915)

⑧部門システムシステム運用(n=910)

⑨ネットワーク管理(n=914)　

⑩全社業務改革(BPR)の推進(n=894)

0
6
年

度
0
5年

度

利用部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他

図表 1-7-1-6 IT 関連業務の役割分担 
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図表 1-7-1-7 企業規模別 IT 関連業務の役割分担

5%

23%

14%

18%

5%

7%

5%

4%

34%

1%

14%

4%

30%

2%

7%

0%

4%

3%

50%

0%

15%

1%

24%

0%

12%

34%

32%

20%

18%

16%

9%

16%

9%

16%

38%

22%

17%

10%

4%

5%

3%

4%

4%

4%

44%

20%

15%

7%

1%

2%

0%

1%

0%

0%

45%

59%

61%

75%

59%

50%

48%

71%

59%

80%

50%

68%

75%

82%

57%

64%

54%

77%

53%

81%

44%

79%

81%

85%

44%

51%

38%

49%

33%

57%

37%

0%

0%

0%

1%

1%

3%

2%

6%

7%

7%

6%

5%

1%

0%

0%

4%

4%

29%

26%

32%

29%

29%

0%

32%

27%

7%

11%

5%

0%

0%

1%

2%

22%

20%

7%

6%

7%

0%

0%

0%

0%

0%

19%

20%

16%

14%

13%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

2%

1%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

1%

5%

2%

4%

0%

0%

0%

0%

0%

0%0%

0%

0%

0%

0%

2%

0%

4%

2%

5%

2%

0%

2%

2%

2%

2%

0%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ＩＴ戦略の策定(n=44)

②ＩＴ予算の管理/開発順序の優先付(n=44)

③全社システムの企画(n=44)

④部門システムの企画(n=44)

⑤全社のシステム開発(n=44)

⑥部門システムの開発(n=44)

⑦全社システムの運用((n=44)

⑧部門システムシステム運用(n=44)

⑨ネットワーク管理(n=44)

⑩全社業務改革(BPR)の推進(n=42)

①ＩＴ戦略の策定(n=497)

②ＩＴ予算の管理/開発順序の優先付(n=502)

③全社システムの企画(n=502)

④部門システムの企画(n=499)

⑤全社のシステム開発(n=503)　

⑥部門システムの開発(n=500)

⑦全社システムの運用(n=503)

⑧部門システムシステム運用(n=501)

⑨ネットワーク管理(n=503)　

⑩全社業務改革(BPR)の推進(n=494)

①ＩＴ戦略の策定(n=224)

②ＩＴ予算の管理/開発順序の優先付(n=223)

③全社システムの企画(n=224)

④部門システムの企画(n=223)

⑤全社のシステム開発(n=224)　

⑥部門システムの開発(n=223)

⑦全社システムの運用(n=224)

⑧部門システムシステム運用(n=223)

⑨ネットワーク管理(n=224)　

⑩全社業務改革(BPR)の推進(n=220)

1
00

人
未

満
1
00

-
99

9
人

10
0
0人

以
上

利用部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他
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（4） 今後の IT 組織の方向性 

① IT 機能の集中・分散は 

 現状維持が昨年より増加し約 7 割に 

今後の組織の方向性として、IT 機能の集中化/
分散化方向性として、現状維持が 7割強と多く、

次いで集中化を進めるが 2 割となっている。前

年度に比べると、現状維持が増え、集中化、分

散化を目指す企業の比率が減少している（図表

1-7-1-8）。 

前年度に当面やるべきことのかなりの動きが

あって、とりあえず動きがとまっているのか、

傾向として沈静化してきたと見るべきか否かの

判断はまだ難しく、今後の行方を見守りたい。 

 

 

② 情報子会社・ベンダーとの関係 

 大企業では更に外部委託を進める意向 

情報子会社・ベンダーとの関係で目指す方向

についても、全体では前年度と変りは無く現状

維持が大勢を占めるものの、規模が大きい企業

の中では、外部化を進めるとするところが多く

なる（図表 1-7-1-9）。 

図表 1-7-1-8 IT 組織の方向性（機能の集中・分散）

22%

9%

17%

24%

26%

41%

39%

31%

21%

29%

30%

37%

47%

33%

74%

78%

73%

70%

52%

57%

62%

73%

64%

62%

54%

50%

63%

4%

2%

5%

3%

4%

7%

4%

7%

6%

7%

8%

9%

3%

3%

89%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=774）

100人未満（n=45）

100～499人（n=353）

500～999人（n=153）

1000～4999人（n=168）

5000～9999人（n=27）

10000人以上（n=28）

全体（n=917）

100人未満（n=67）

100～499人（n=375）

500～999人（n=193）

1000～4999人（n=217）

5000～9999人（n=30）

10000人以上（n=30）

0
6
年

度
0
5
年

度

機能を集中化する方向 現状維持 機能を事業部等に分散する方向
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図表 1-7-1-9 IT 組織の方向性（外部委託）
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14%

20%

25%

38%

32%

19%

12%

14%

19%

28%

23%

40%

78%

85%

76%

71%

50%

61%

78%

87%

83%

79%

68%

70%

60%

3%

2%

4%

12%

7%

3%

1%

3%

3%

3%

7%

0%

89% 2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=750）

100人未満(n=44)

100～499人(n=340)

500～999人(n=148)

1000～4999人(n=164)

5000～9999人(n=26)

10000人以上(n=28)

全体(n=913）

100人未満(n=67)

100～499人(n=373)

500～999人(n=193)

1000～4999人(n=215)

5000～9999人(n=30)

10000人以上(n=30)

0
6
年

度
0
5
年

度

1．ＩＴ関連業務を外部委託(子会社への移管も含む）する方向

2．現状維持

3．外部委託（子会社化）していた機能をＩＴ部門内に戻す方向
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1．7．2 日本企業における 

  CIO（最高情報責任者）の存在 

（1） CIO または IT 担当役員が認識されている企業

は 56％に 

企業の中で IT・情報システムの最高責任者に

当るいわゆる CIO について聞いたところ、「役職

として定義された CIO がいる」と答えた企業は

前年度と変わらず全体の 8％、IT 部門・IT 業務

を担当する役員が CIO にあたる」企業が若干増

えて 48％となり、CIO、あるいは IT 担当役員が

認識されている企業は 56％となった（図表

1-7-2-1）。 

（2） CIO は“IT 業務を兼務する役員”が実態 

これらの CIO に対する認識のある企業に、

CIO（あるいはそれにあたる役員）の役職につい

て聞いたところ、常務以上の役員、取締役・執

行役員をあわせると 9 割強となっている（図表

1-7-2-2）。 

一方、IT 経験の無い人が過半数をしめ、IT 関連

業務への投入時間の割合は 1 割以下が半数をし

める（3割以下では3／4に達する）（図表1-7-2-3）
（図表 1-7-2-4）。 

CIO というと、「IT と経営を融合し、IT を経

営戦略に反映する･･･」と喧伝されたスーパー

CIO 像が思い描かれがちであるが、このような

結果を見ると、現在の日本企業の CIO は、「IT
業務を副次的に兼務する役員クラスの人」が現

実と言える。 

従来から、企業内に業務や組織があれば、そ

れらに対し経営レベルで責任を負う担当役員は、

必ず決められていた。 

情報システムについていえば、効率化が IT の

主な狙いであった一昔前には、経理担当役員が

兼務しているケースが多かった。 

経営・業務改革が IT の主なテーマである今日

では、経営企画担当の役員が兼務している場合

が多いようである。勿論、情報システムが極め

て重要な位置付けをしめる業種では、現在では

専任の役員がおかれているケースが増えている。 

8%

7%

5%

7%

12%

19%

28%

8%

7%

5%

5%

12%

13%

27%

48%

28%

41%

49%

60%

70%

66%

45%

24%

35%

55%

55%

63%

67%

44%

65%

54%

44%

29%

11%

7%

47%

69%

60%

40%

33%

23%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=779)

100人未満(n=46)

100～499人(n=356)

500～999人(n=153)

1000～4999人(n=168)

5000～9999人(n=27)

10000人以上(n=29)

全体(n=917)

100人未満(n=67)

100～499人(n=375)

500～999人(n=193)

1000～4999人(n=217)

5000～9999人(n=30)

10000人以上(n=30)

0
6
年

度
0
5
年

度

1．役職として定義されたCIOがいる

2．IT部門・業務を担当する役員がそれにあたる

3．CIOはいない、あるいは"CIO"に対する認識は無い

図表 1-7-2-1 企業規模別 CIO の存在 
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それぞれの企業における情報システム・IT の

位置付けは、事業対象が“モノ”か“情報やサ．

ビス”か、またそれらが差別化商品か否か、顧

客は企業か一般消費者かによって、大いに異な

ってくる。また事業の公共性や独占度が情報シ

ステムの安全性への要求を左右する大きな要件

になる。 

全社・全分野の経営に関わる立場にある経営

企画担当役員が、IT 関係を兼務しているケース

は多い。その IT 業務への投入時間は、ある意味

では、その企業の経営レベルにおける IT の位置

付けを反映しているともいえる。 

IT の経営への影響・効果は大いに拡大した反面、

コストやセキュリティなど潜在リスクもまた拡

大し、経営レベルの責任は現在大変大きなもの

となっている。 

IT革命ブームと表裏一体の感のあったCIO論

議は、現実に立ち返って見直し、地に足のつい

た論議をし直す時期だと思う。 

なお、CEO、COO、CFO、CIO など、米国式

のＣｘｘという概念や名称は、日本では一部の

企業を除けば一般的ではない。「CIO はいない、

CIO に対する実質的な認識はない」と答えた企

業の真意を考えてみる必要がある。 

 

3%

5%

0%

46%

39%

57%

50%

55%

41%

1%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=437)

1000人未満(n=266)

1000人以上(n=171）

社長 常務以上の役員（副社長、専務、常務） 取締役、執行役員 その他

52%

52%

53%

5%

5%

6%

11%

12%

11%

17%

15%

19%

6%

7%

4%

9%

10%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=436)

1000人未満(n=265）

1000人以上(n=171)

1．経験がない 2．2年未満 3．2～5年未満

4．5年以上 5．入社以来IT関連業務を担当 6．他社出身

7%

4%

12%

6%

5%

6%

13%

12%

14%

25%

25%

26%

49%

54%

42%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=436)

1000人未満(n=266)

1000人以上(n=170)

専任 5割以上 3割以上 1割以上 1割未満

図表 1-7-2-2 CIO の役職 

図表 1-7-2-3 CIO の IT 業務における経験 

図表 1-7-2-4 CIO の IT 業務への投入時間



 18

1．7．3 IT 要員の動向 

（1） 要員数のここ数年の傾向 

現状維持基調だが、大企業は二極分化の傾向も 

IT 業務に関わる、IT 部門、利用部門、情報子

会社（親会社の仕事に関わる人数）それぞれの

要員数と、ここ数年の傾向を回答してもらって

いる。 

まず要員数は図表 1-7-3-1 の通り、それぞれ、

5 名未満から 500 名以上と多岐にわたる。 

ここ数年の増減傾向を前年と比較したものが

図表 1-7-3-2 である。 

まず IT 部門の要員については、「不変」と回

答した企業が過半数を占めたが、前年と比較し

て「増加」が 6 ポイント増加している。 

 

「不変」が減少した分が「増加」へのシフト

しており、IT 投資の増加傾向に比例して IT 部門

の業務も増えていると考えられ、それに対応す

るために要員も増やしているものと考えられる。 

利用部門の要員については、現状維持がほと

んどで、大きな変化はない。 

情報子会社については、前年と比較して「増

加」の比率が減り「不変」が増えている。ある

程度増員し、現状維持で十分と考えた企業が増

えた可能性がある。 

 

42%

61%

5%

26%

7%

1%

15%

12%

4%

5%

5%

1%

5%

4%

2%

4%

3%

3%

3%

2%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門(n=767)

利用部門(n=649)

情報子会社(n=607）

5名未満 5～9名 10～19名 20～29名 30～49名 50～99名 100名以上

23%

15%

34%

17%

12%

34%

55%

79%

51%

60%

80%

53%

22%

6%

16%

24%

9%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門(n=752)

利用部門(n=569)

情報子会社(n=140）

IT部門(n=894)

利用部門(n=678)

情報子会社(n=160）

0
6
年

度
0
5
年

度

増加傾向 不変 減少傾向

図表 1-7-3-1 IT 要員数

図表 1-7-3-2 IT 要員数のここ数年の増減
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IT 部門の要員数の傾向を企業規模別に見てみ

ると、従業員数 1000 人未満の企業では現状維持

が 6 割、増加と不変が 2 割ずつであるのに対し、

従業員数 1000 人以上の大企業では、増加傾向：

3、不変：4、減少：3 と、二極化の様相を呈して

きている。当面の IT 課題に決着をつけた大手企

業が、それぞれの途を進み始めたともいえる（図

表 1-7-3-3）。 

 業種グループ別に見ると、IT 投資の伸び率が

著しい金融系グループと、サービス系グループ

では、IT 部門要員数についても増加傾向が見ら

れる（図表 1-7-3-4）。 

21%

28%

13%

26%

61%

41%

67%

42%

18%

31%

20%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人未満(n=538)

1000人以上(n=214)

1000人未満(n=623)

1000人以上(n=267)

0
6
年

度
0
5
年

度

増加 不変 減少

図表 1-7-3-3 企業規模別 IT 部門要員の増減

13%

19%

20%

24%

39%

18%

37%

54%

55%

59%

60%

37%

56%

53%

33%

27%

22%

15%

24%

25%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A．一次産業（n=102）

B．素材製造（n=124）

C．機械等製造（n=198）

D．商社・流通系（n=136）

E．金融（n=46）

F．重要インフラ系（n=55）

G．サービス系（n=91）

増加傾向 不変 減少傾向

図表 1-7-3-4 業種グループ別 IT 部門要員の増減
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（2） IT に限定した新規採用は少ない 

IT 要員の採用について聞いたところ、まず、

IT 要員の新規採用をしていないという企業は、

25％（189 社）であった。 

IT 部門の機能が戦略・企画に特化している企

業も多く、子会社活用やアウトソーシングなど

現場業務の外部化方針もあり、要員増の大きな

ニーズは当面無いものと考えられる。 

「IT 要員の採用がない」という企業を除いて

要員の採用の方法を見たものが図表 1-7-3-5 で

ある。 

 

これによると、IT 要員を特定して採用してい

る企業は 20％、一部特定して採用している企業

は 17％であった。多くの企業では IT 要員とし

て特定せずに採用しているようである。企業規

模別にみると大きな差はなかった。 

業種別に見ると、金融系と一次産業で特定採

用の比率が少なくなっている。（図表 1-7-3-6） 

20%

22%

16%

17%

14%

22%

62%

62%

61%

2%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=581)

1000人未満(n=382)

1000人以上(n=199）

1．IT要員を特定して採用している
2．一部IT要員を特定して採用している

3．IT要員として特定せず、他の要員と同様に採用している
4．その他

11%

22%

23%

24%

8%

17%

20%

18%

20%

15%

15%

19%

13%

20%

68%

54%

62%

60%

73%

70%

57%

3%

4%

0%

1%

0%

0%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A．一次産業（n=79）

B．素材製造（n=93）

C．機械等製造（n=161）

D．商社・流通系（n=96）

E．金融（n=37）

F．重要インフラ系（n=46）

G．サービス系（n=69）

1．IT要員を特定して採用している

2．一部IT要員を特定して採用している
3．IT要員として特定せず、他の要員と同様に採用している

4．その他

図表 1-7-3-5 IT 要員の特定採用 

図表 1-7-3-6 業種別 IT 要員の特定採用 
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（3） 他部門との人事交流も簡単ではない 

一方、現在在籍する IT 要員の経歴をみてみる

と、入社以来 IT 部門という人が 8 割以上の企業

が3割、また逆に入社以来 IT部門という人が0％
という企業が 2 割となっている（図表 1-7-3-7）。 

また、ビジネス部門の経験者の比率は 0％とい

う企業が 3 割ある一方、50％を超える企業も 3
割を超えており、ここにも二極分化が感じられ

る。 

情報子会社・ベンダー経験者が 0％の企業が 6
割を超えており、親会社から子会社・ベンダー

という一方方向の人事の流れを裏付けている。 

 

今後の方向として、入社以来 IT 部門の人の比

率は増えるとする企業が 1 割あり、減少とする

企業が 2 割、ビジネス部門の経験者が増加とす

るところ、情報子会社・ベンダー経験者が増加

とするところが共に 1／4 である（図表 1-7-3-8）。 

昨今の情勢からすれば、IT 部門としては、異

なった経験を持つ人を増やしたい希望はあって

も、なかなか思い通りにはいかない現実を踏ま

えての回答結果のように思える。 

なお、前年の調査結果と比較して大きな変化

はなかった。 

11%

25%

23%

10%

17%

17%

12%

43%

36%

67%

67%

73%

76%

75%

79%

47%

51%

58%

22%

7%

5%

13%

8%

4%

41%

6%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入社以来IT部門(n=705）

ビジネス部門の経験者(n=660)

情報子会社、ITベンダーの経験者(n=537)

入社以来IT部門(n=497）

ビジネス部門の経験者(n=449)

情報子会社、ITベンダーの経験者(n368)

入社以来IT部門(n=208）

ビジネス部門の経験者(n=211)

情報子会社、ITベンダーの経験者(n=169)

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

増加 不変 減少

20%

28%

61%

21%

28%

62%

7%

16%

14%

8%

14%

12%

18%

21%

12%

16%

24%

14%

23%

19%

7%

26%

17%

7%

32%

16%

6%

30%

16%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入社以来ＩＴ部門(n=753)

ビジネス部門の経験者(n=753)

情報子会社、ベンダー等の経験者(n=753)

入社以来ＩＴ部門(n=876)

ビジネス部門の経験者(n=876)

情報子会社、ベンダー等の経験者(n=875)

0
6
年

度
0
5
年

度

0％ 20％未満 20～49％ 50～79％ 80％以上

図表 1-7-3-7 IT 部門要員の構成 

図表 1-7-3-8 企業規模別 IT 部門要員の構成
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【参考図表】 

入社以来IT部門の要員比率
149
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32

54 52
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0

50

100
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0%
10％未満
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20～29％

30～39％
40～49％

50～59％
60～69％

70～79％
80～89％

90～99％ 100％

ビジネス部門の経験者の比率
213

31

90
75

57

27

68

38 35
19 18

82

0

50

100

150

200

250

0%
10％未満

10～19％
20～29％

30～39％
40～49％

50～59％
60～69％

70～79％
80～89％

90～99％ 100％

情報子会社・ベンダーの経験者比率

462

29

76
43 30 16 31

14 9 6 7
30

0

100

200

300

400

500

0%
10％未満

10～19％
20～29％

30～39％
40～49％

50～59％
60～69％

70～79％
80～89％

90～99％ 100％

図表 1-7-3-9 IT 要員の構成分布図 入社以来 IT 部門の要因 

図表 1-7-3-10 IT 要員の構成分布図 ビジネス部門の経験者 

図表 1-7-3-11 IT 要員の構成分布図 情報子会社・ベンダーの経験者 
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1．7．4 IT 要員の育成 

（1） 特に戦略・企画とプロジェクトマネジメントが喫

緊の課題 

団塊世代が企業を去りつつある今、後継者の

育成は必須の課題であろうが、現在どのような

能力が必要とされているのであろうか。 

IT 要員の能力を自社内で確保・育成する必要

性と現状を、「戦略・画能力」、「IT ア．キテクト

能力」、「開発・運用能力」、「プロジェクトマネ．

ジメント能力」の重要 4分野について調査した。 

4 つの能力ともに「必要」あるいは「ある程度

は必要」と考えられている企業がほとんどであ

るが、特に「戦略・企画能力」「プロジェクトマ

ネジメント能力」を「必要な能力」と考える企

業がそれぞれ 57％、53％と重視する企業が多い

（図表 1-7-4-1）。 

また、企業規模別で見ると、特に従業員数 1000
人以上の大企業でこの傾向が強く、「戦略・企画

能力」については 79％が必要な能力と答え、「あ

る程度必要」を含めると 98％に達する。「プロジ

ェクトマネジメント能力」についても、「ある程

度必要」を含めると 98％であった。 

 

一方、「必要」に対する「充足」状況はどうで

あるかというと、「戦略・企画能力」「プロジェ

クトマネジメント能力」は、それぞれ「不足し

ている」「大変不足している」を合わせた比率が

74％、71％と大変高い数字となっており、「戦

略・企画能力」、「プロジェクトマネ．ジメント

能力」の充足が、喫緊の課題であることを示し

ている（図表 1-7-4-2）。 

（2） IT 要員のための教育体系の整備が急務 

何らかの教育体系をもっているとする企業は

全体では約半数であった（図表 1-7-4-3）。 

参考までに 2004 年度に実施した調査結果（図

表 1-7-4-4）を見ると、選択肢が若干異なるので

完全に比較はできないが、何らかの教育体系を

持っている企業は 26％→55％と増加しており

（「その他」の回答は、「教育体系がない」と言

う回答がほとんどであった）、2 年間で体系的に

教育を実施しようとする企業が増えていると言

えるのではないだろうか。 

内訳を見ると、従業員数 1000 人未満の規模の

企業では全社共通の教育体系への依存が高い。

1000 人以上の規模の企業でも、IT 要員育成の為

の独自の体系を持つところは 4 割弱に過ぎなか

った。 

57%

35%

38%

53%

47%

32%

40%

48%

79%

43%

34%

66%

38%

56%

49%

42%

45%

57%

47%

46%

19%

53%

55%

32%

5%

9%

11%

4%

6%

11%

11%

5%

1%

4%

10%

1%
0%

1%

0%

0%

2%

2%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

戦略・企画能力(n=771)

ITアーキテクト能力(n=770)

開発・運用能力(n=771)

プロジェクトマネジメント能力(n=771)

戦略・企画能力(n=548)

ITアーキテクト能力(n=547)

開発・運用能力(n=548)

プロジェクトマネジメント能力(n=548)

戦略・企画能力(n=223)

ITアーキテクト能力(n=223)

開発・運用能力(n=223)

プロジェクトマネジメント能力(n=223)

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

必要な能力 ある程度必要 あまり必要性を感じない 必要なし

図表 1-7-4-1 IT 部門に必要な能力 
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1%

2%

4%

1%

2%

2%

5%

1%

2%

3%

7%

3%

25%

34%

44%

28%

24%

35%

46%

27%

23%

37%

50%

25%

59%

54%

43%

57%

59%

53%

42%

58%

59%

51%

39%

58%

15%

10%

9%

14%

15%

10%

7%

14%

15%

9%

4%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

戦略・企画能力(n=758)

ITアーキテクト能力(n=756)

開発・運用能力(n=757)

プロジェクトマネジメント能力(n=754)

戦略・企画能力(n=538)

ITアーキテクト能力(n=536)

開発・運用能力(n=539)

プロジェクトマネジメント能力(n=535)

戦略・企画能力(n=220)

ITアーキテクト能力(n=220)

開発・運用能力(n=218)

プロジェクトマネジメント能力(n=219)

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

充足している ある程度充足している 不足している 大変不足している

図表 1-7-4-2 IT 部門に必要な能力 現在の状況

図表 1-7-4-3 IT 要員育成のための教育体系

23%

17%

38%

5%

3%

10%

27%

29%

22%

44%

51%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=779）

1000人未満(n=556）

1000人以上(n=223)

1．IT要員育成のための独自の教育体系を持っている
2．グループとして(情報子会社と共通)のIT要員育成の教育体系がある

3．全社共通の教育体系があり、その中に組み込まれている
4．その他

13%

25%

21%

10%

7%

17%

3%

1%

6%

74%

83%

57%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=957）

1000人未満(n=646)

1000人以上(n=307)

1．全社共通の教育体系がある
2．IT要員育成のための独自の教育体系がある

3．全社共通、IT要員独自、どちらの体系もある
4．特に教育体系はない

図表 1-7-4-4 IT 要員育成のための教育体系（2004 年度） 
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（3） 体系的実施の為のルール作りを 

それでは、実際にどのような方法で人材育成

を行っているのであろうか。 

教育体系・研修制度に取り入れている制度や

資格を図表 1-7-4-5 の中から複数選択で選んで

もらったところ、「情報処理技術者試験等の関連

資格」を取り入れている企業が最も多く 38％に

達した。続いて「自社・グループ独自の IT 資格」

を実施している企業が 12％であった。 

従業員数 1000 人以上の大企業では「IT スキ

ル標準」を活用している企業が 18％と比較的多

くなっている。 

2006 年度に発表された「情報システムユーザ

ースキル標準（UISS）は、ユーザー企業におけ

る情報システム関連業務を体系化したものであ

り、業務分担の整理、必要なスキル整理に利用

されている。全体では 3％、従業員数 1000 人以

上の大企業では 5％の企業が取り入れている。 

ペーパードライバーで終わらせない為に、こ

れらと真の実力養成の間をうめる具体的なカリ

キュラムとともに、業務面・人事面との連携施

策や知恵が必要になる。 

 

（4） 育成施策は研修・部門ローテーション中心 

IT 要員の人材育成に有効と考えられ、比較的

一般的な研修施策 3 種類および人事施策 3 種類

について、その実施状況を調査した（図表

1-7-4-6）。 

「全面的実施」が最も多かったものが「外部研

修への参加（16％）」で、次いで「社内研修の実

施（13％）」であった。 

やはり人事施策の実施はなかなか難しいよう

であり、「部門内ローテーション」は全面的に実

施している企業が 6％であったが、他の 2 つは 2
～3％にとどまった。 

また、全体として、「全面的実施」が少なく、

「一部実施」が多いという結果になり、本当に

必要な人が必要な教育を受けられるかどうか、

今回の結果からは判断できないが、その点が重

要であろう。 

前述した、「戦略・企画能力」や「プロジェク

トマネジメント能力」では、OJT や、他社の人、

他部門の人との相互啓発が重要になる。座学や

DVDでの知識中心教育だけでは中々実戦力のつ

かない分野であり、仕事のやり方と、指導者の

体制や相互啓発の場まで含めたOJTやOffJT の

体系が必要である。 

3%

2%

5%

9%

5%

18%

38%

32%

50%

4%

3%

6%

12%

11%

14%

0% 20% 40% 60%

全体（n=555）

1000人未満(n=382）

1000人以上(n=173)

1．情報システムユーザースキル標準(UISS)

2．ITスキル標準

3．情報処理技術者試験等の情報関連の資格

4．ITコーディネータ制度(取得・維持のための研修)

5．自社またはグループ独自のIT系資格

図表 1-7-4-5 教育体系に取り入れている制度・資格 
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 企業規模別に見ると、規模が大きくなるに従

い充実はしているが、社内研修を除けば、「全面

実施」している企業の比率は低い。 

人材育成＝研修、そして、教育＝研修会参加

ではない。人材育成の体系とこれに基く施策、

教育体系とその実施という形が必要な問題であ

る。 

 以前、この本調査でインタビューしたある企

業の方から、「本当に勉強して欲しい優秀な人は、

仕事が忙しくて研修を受けていない。研修を受

けるのは暇な人。また、ローテーションも優秀

な人はお互いに中々出したがらない、出せない」

といった話があった。 

ローテーションや出向には、組織間でオーソ

ライズされたルール設定が必須である。これが

無いと安心して実施できず、場当たり的になり

がちである。 

13%

16%

5%

6%

3%

2%

9%

13%

4%

2%

2%

1%

24%

23%

6%

16%

5%

5%

40%

67%

45%

42%

34%

14%

36%

65%

37%

33%

23%

7%

48%

73%

65%

63%

61%

33%

47%

17%

50%

52%

64%

84%

55%

22%

59%

65%

75%

92%

28%

4%

29%

21%

35%

62%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社内研修の実施(n=754)

外部研修への参加(n=770)

他社との交流ができる演習式
研修、会議への参加(n=762)

部門内ローテーションの実施(n=760)

ビジネス部門とのローテーション(n=762)

関係企業への出向(n=748)

社内研修の実施(n=539)

外部研修への参加(n=548)

他社との交流ができる演習式
研修、会議への参加(n=542)

部門内ローテーションの実施(n=541)

ビジネス部門とのローテーション(n=541)

関係企業への出向(n=534)

社内研修の実施(n=215)

外部研修への参加(n=222)

他社との交流ができる演習式
研修、会議への参加(n=222)

部門内ローテーションの実施(n=219)

ビジネス部門とのローテーション(n=221)

関係企業への出向(n=214)

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

全面的に実施 一部実施 実施していない

図表 1-7-5-6 IT 人材育成のための施策
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1．7．5 情報子会社の課題と今後 

戦略・企画機能の IT 部門が特化してゆく方向

のなかで、情報子会社の位置付けは大変重要か

つ微妙になりつつある。 

コスト面でのインド、中国、また人材の供給

面でも決して優位ではない日本の現状を踏まえ

て、情報子会社は IT 企業としての競争力をどう

維持・向上させてゆくのか、今明確な戦略作り

が必要な時期ではないだろうか。 

（1） 情報子会社の強みと弱み 

 親会社業務の理解が強み、主体性が課題 

情報子会社の強みと弱みについて、それぞれ

上位 2 つを指摘して貰った結果が図表 1-7-5-1、
1-7-5-2 である。 

強みとしては、「親会社の業務の理解」、を挙

げた企業が圧倒的に多く 1 位、2 位あわせて 8
割の企業がこれを挙げている。 

69%

7%

5%

5%

4%

2%

2%

1%

1%

1%

0%

2%

10%

11%

23%

22%

4%

9%

7%

6%

4%

2%

1%

0%

0% 20% 40% 60% 80%

親会社の業務の理解

サービスや品質

親会社の期待への対応

金額の妥当性

外部からの収入(外販比率)の増加

新しい技術の習得

主体性の発揮

企画提案力

コミュニケーション能力

営業力

要員の倫理観

その他

1位 2位

(n=141)

31%

26%

9%

9%

9%

5%

3%

3%

3%

2%

1%

1%

24%

17%

14%

8%

8%

9%

2%

6%

6%

3%

3%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

企画提案力

主体性の発揮

新しい技術の習得

7．金額の妥当性

営業力

サービスや品質

親会社の業務の理解

親会社の期待への対応

コミュニケーション能力

外部からの収入(外販比率)の増加

要員の倫理観

その他

1位 2位

(n=141)

図表 1-7-5-1 情報子会社の強み 

図表 1-7-5-1 情報子会社の弱点 
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 第 2 位は「親会社の期待への対応」、第 3 位「金

額の妥当性」となった。 

弱みは「企画提案力」がトップ、次いで「主

体性の発揮」、「新しい技術の修得」となり、ま

ず妥当な結果と思う。 

昨年と比較すると、順位、比率ともほとんど

変わっていなかったが、弱点に挙げた企業の比

率が「金額の妥当性」で 10 ポイント近く、と「サ

ービスや品質」では 5 ポイント減っており、評

価できる（図表 1-7-5-3）。 

「外部からの収入の増加」も 8 ポイントマイ

ナスとなっているが、これは「営業力」に吸収

されたと見ることもできる。 

（2） 今後の方向性は、現状維持を中心に独立方向

と親の統制強化が相半ば 

情報子会社の今後について、規模、外販、独

立性という 3 つの観点から聞いた。 

まず規模については、現状維持と回答した企

業が 65％を占めているが、拡大を考えている企

業も 3 割（28％）ある（図表 1-7-5-4）。 

外販については、現状維持が 45％、拡大を求

める企業が 37％、外販を減らし親会社業務への

注力を望む企業は 18％である（図表 1-7-5-5）。 

経営の独立性については、現状維持が半数を

占め(49％)、独立性を拡大する方向の企業（24％）

と、逆に親会社の統制を強化する企業（27％）

が相半ばしている（図表 1-7-5-6）。 

4%
7%

12%
15%

79%
74%

28%
30%

4%
2%

18%
20%

27%
28%

9%
12%

1%

8%
10%

-54%
-49%

-23%
-25%

-5%
-7%

-9%
-8%

-43%
-43%

-14%
-19%

-16%
-25%

-5%
-13%

-16%

-9%
-9%

6%-4%

企画提案力((06年度）
(05年度）

新しい技術の習得(06年度）
(05年度）

親会社の業務の理解(06年度）
(05年度）

親会社の期待への対応(06年度）
(05年度）

主体性の発揮(06年度）
(05年度）

サービスや品質(06年度）
(05年度）

金額の妥当性(06年度）
(05年度）

外部からの収入(外販比率)の増加(06年度）
(05年度）

営業力(06年度）*

コミュニケーション力(06年度）
（05年度）

要員の倫理観(06年度）*

強み

弱点

図表 1-7-5-3 年度別情報子会社の強みと弱点
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情報子会社の規模(n=139)

現状維持
65%

拡大方向
28%

縮小方向
7%

情報子会社における外販(n=140)

外販を減らし
親会社業務に

注力
18% 拡大方向

37%

現状維持
45%

情報子会社の独立性(n=139)

親会社のガバ
ナンスを強化

する方向
27%

独立を促す方
向
24%

現状維持
49%

図表 1-7-5-5 情報子会社の今後の方向性 ②外販 

図表 1-7-5-6 情報子会社の今後の方向性 ③独立性 

図表 1-7-5-4 情報子会社の今後の方向性 ①規模 
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1．8 システム開発 

システム開発の実態を紐解くには、委託先と

の関係、具体的には発注者として委託先に何を

求めているか、何に満足して何を課題と捉えて

いるかを明らかにすることがポイントである。

これらについては、従来からの継続質問として

変化の傾向を探った。また、今年度から新たに

追加した質問として、オフショア開発の実態や

情報収集の方法等についても聞いている。 

1．8．1 システム開発における工期・予算・品質 

この設問は、一昨年度より継続的に調査を行

っており、システム開発の実態を定点観測して

いるものである。 

（1） 工期遅延が進む傾向。500 人月以上の大規模

プロジェクトの工期遅延が増加、過半数が予定

より遅延 

工期が予定通りであったかについて聞いたと

ころ、「予定通り完了」と回答した企業は、100
人月未満のプロジェクトで 20%、100～500 人月

未満では 11%、500 人月以上の大規模プロジェ

クトでは 9%にとどまり、昨年度と比較して、プ

ロジェクト規模の大小にかかわらず減少してい

る（図表 1-8-1-1）。 

 

一方、「予定より遅延」と回答した企業は、100
人月未満のプロジェクトで 23%、100～500 人月

未満では 44%、500 人月以上の大規模プロジェ

クトでは 55%であり、プロジェクト規模が大き

いほど工期の遅延が多くなり、500 人月以上の大

規模プロジェクトでは半数以上が予定より遅延

と回答している。 

ただし、単純に工期遅延が減少したというよ

りも、昨年度は IT 投資が増えて多くのプロジェ

クトが一斉に行われた為に工期の遅延が通常よ

りも多く発生していたとも考えられる。今後の

推移に注目していきたいところである。 

（2） 予算 500 人月以上の大規模プロジェクトの予算

管理実態が両極化しはじめている傾向 

予算が予定通りであったかについては、「予定

通り完了」と回答した企業が 100 人月未満のプ

ロジェクトで 28%、100～500 人月未満で 15%
であり、「予定より超過」と回答した企業がそれ

ぞれ 15%、33%であった（図表 1-8-1-2）。 

100人月未満と100～500人月未満のプロジェ

クトは、予算に関する傾向は昨年度とほぼ同じ

数値であったが、500 人月以上のプロジェクトに

ついては、「予定通り完了」が 1 ポイント改善し

て 14%となった一方で、「予定より超過」と回答

した企業も 47%と増えている。 
図表 1-8-1-1 システム開発の工期 

20%

11%

9%

27%

15%

14%

21%

10%

10%

57%

46%

36%

52%

45%

40%

62%

47%

39%

23%

44%

55%

21%

39%

46%

17%

43%

51%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人月未満(n=630)

100人～500人月未満(n=327)

500人月以上(n=204)

100人月未満(n=705)

100人～500人月未満(n=350)

500人月以上(n=208)

100人月未満（n=746）

100人～500人月未満（n=447）

500人月以上（n=278）

0
6
年

度
0
5
年

度
0
4
年

度

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より遅延する



 10

これらの数値は、コスト管理の徹底が定着し

ていった企業と、コスト管理が十分にできてい

ない企業の二極化が始まっている現われと言え

るのではないだろうか。 

（3）品質は経年変動なし。工期・予算と比較して評価

が高く、システム開発の現場では品質が最優先され

ている状況がうかがえる。 

システムの品質への満足度を質問した結果が

図表 1-8-1-3 である。プロジェクトの規模を問わ

ず、一昨年度来、満足度にほぼ変化は見られな

い。 

 また、500 人月以上の大規模プロジェクトにお

いては、工期や予算を超過すると回答した企業

が半数近くを占める中で、品質については、今

回の調査でも「不満」と回答した企業は 30%と、

品質については他の項目と比較して否定的な評

価の割合が少ない。 

大規模プロジェクトを担当するのは、継続的

に業務を委託しているシステムベンダーが担当

しているのが一般的である。したがって、発注

者との関係維持・継続や親会社の意向尊重のた

めに、仮に工期・予算が超過しても、品質だけ

は担保していく、ある意味での維持を見せる姿

が読み取れる。 

図表 1-8-1-3 システム開発の品質 

図表 1-8-1-2 システム開発の予算 

28%

15%

14%

33%

20%

13%

26%

11%

9%

57%

52%

40%

54%

49%

50%

62%

55%

44%

15%

33%

47%

14%

31%

38%

12%

34%

47%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人月未満(n=624)

100人～500人月未満(n=326)

500人月以上(n=202)

100人月未満(n=700)

100人～500人月未満(n=347)

500人月以上(n=206)

100人月未満（n=742）

100人～500人月未満（n=443）

500人月以上（n=276）

0
6
年

度
0
5
年

度
0
4
年

度

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より超過する

15%

9%

8%

13%

9%

9%

13%

8%

7%

73%

65%

62%

73%

69%

64%

79%

68%

64%

12%

26%

30%

14%

23%

27%

9%

24%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人月未満(n=628)

100人～500人月未満(n=329)

500人月以上(n=206)

100人月未満(n=702)

100人～500人月未満(n=348)

500人月以上(n=208)

100人月未満（n=740）

100人～500人月未満（n=444）

500人月以上（n=277）

0
6
年

度
0
5
年

度
0
4
年

度

満足 ある程度は満足 不満
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業種グループ別に 500 人月以上の大規模プロ

ジェクトにおける工期を見てみると、金融グル

ープおよびサービス業グループで、「予定より遅

延」の比率が他の業種グループの半分～1/3 程度

となっている（図表 1-8-1-4）。 

 また、同じく 500 人月以上の大規模プロジェ

クトにおける予算について見てみると、やはり

金融グループは、予算超過の比率が他のグルー

プに比べて低く、プロジェクトマネジメントに

対する取り組みがきっちりと行われているもの

と推測する（図表 1-8-1-5）。 

17%

6%

8%

7%

12%

10%

5%

42%

33%

22%

24%

56%

38%

60%

42%

61%

69%

69%

32%

52%

35%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=102）

素材製造（n=124）

機械等製造（n=196）

商社・流通系（n=129）

金融（n=47）

重要インフラ系（n=53）

サービス系（n=86）

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より遅延

8%

6%

16%

25%

20%

5%

15%

50%

29%

33%

29%

52%

57%

45%

42%

66%

51%

46%

28%

38%

40%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=101）

素材製造（n=123）

機械等製造（n=196）

商社・流通系（n=130）

金融（n=47）

重要インフラ系（n=53）

サービス系（n=87）

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より超過

図表 1-8-1-4 業種グループ別 システム開発の工期（500 人月以上） 

図表 1-8-1-5 業種グループ別 システム開発の予算（500 人月以上） 
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1．8．2 システム開発の委託状況 

工期・予算・品質に関する遂行度・満足度は

前述のとおりであるが、ではシステム開発その

ものをどのように実施しているのか、委託状況

を質問している。 

（1） 全体の約 8 割の企業が委託先にシステム開発

を発注。昨年度よりもその割合は増えている。 

システム開発を外部に委託しているかを質問

した結果、78%の企業が「委託している」と回

答した。企業規模別にみると、「委託している」

と回答した企業は、従業員 1000 人未満で 73%、

1000 人以上で 90%であった（図表 1-8-2-1）。 

本質問は情報子会社への委託を含めているた

め、企業規模が大きいほど、情報子会社の設立

等による機能分化をはかっていることも関係し、

委託している割合が増えていると考えられる。 

（2） 主な委託先 1 社への満足度：業務に対する理

解力、約束履行、動員力がトップ。信頼関係を最も重

要視した委託先選定の傾向が見られる。 

主な委託先 1 社への満足度を質問した結果が

図表 1-8-2-2 である。なお昨年度は「委託先への

不満」として質問しており、また対象となる委

託先も主要 1 社に絞っていなかった。 

今回の結果では、すべての項目について「非

常に不満」と回答した企業は 5%以下と少なく、

主要 1 社とそれ以外の企業で不満に感じる点は

異なるものと考えられる。したがって今回は、

主な委託先 1 社に絞って、何を評価しているの

かを読み取ることとした。 

図表 1-8-2-1 システム開発の外部委託状況（情報子会社への委託を含む）

2%

2%

1%

2%

7%

2%

5%

3%

15%

13%

19%

22%

34%

16%

27%

24%

49%

50%

48%

48%

38%

46%

52%

51%

29%

31%

30%

25%

18%

32%

14%

20%

5%

5%

3%

2%

5%

2%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

価格(n=597)

見積り金額の妥当性(n=597)

新技術への対応力(n=597)

開発力（PM力等）(n=598)

業務に対する理解力(n=598)

提案力(n=597)

約束履行(n=598)

動員力(n=598)

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

78%

73%

90%

73%

66%

87%

22%

27%

10%

27%

34%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=775)

1000人未満(n=552)

1000人以上(n=223)

全体(n=908)

1000人未満(n=628)

1000人以上(n=275)

0
6
年

度
0
5
年

度

委託している 委託していない

図表 1-8-2-2 主な開発委託先 1 社への満足度
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主な委託先 1 社に満足している点としては、

「非常に満足」「満足」と回答した割合の大きな

項目が示すように、「業務に対する理解力（非常

に満足、満足の合計が 41%）」、「約束履行（同

32%）」、「動員力（同 27%）」と、発注サイドの

立場として、選定した企業との長期的・継続的

な付き合いを重要視している姿が読み取れる。 

一方で、不満と感じている割合が高い項目は、

「提案力」「見積もり金額の妥当性」「価格」「新

技術への対応力」であった。業務に対する理解

力に満足する一方で、ややもすると馴れ合いと

も見える構造、新しい提案や紹介の不足が読み

取れる結果となった。 

（3） 開発を委託する際の発注者としての対応～委

託先の体制・能力の評価や進捗管理が低い結果に 

多くの企業がシステム開発を情報子会社やシ

ステムベンダーに委託している状況を踏まえ、

委託先に対する発注者としての対応を、自ら評

価してもらったのが本項である。発注者の立場

である各企業は、自らの評価をどのように捉え

ているのだろうか（図表 1-8-2-3）。 

この質問は、昨年度は「発注者としての反省

点」として聞いていた。今年度は、すべての項

目について 4 割以上が「十分に実施できている」

「ある程度は出来ている」と回答した。今回の

調査では、「委託先の体制・能力の評価」「委託

先の進捗管理」が他の項目と比較して低い結果

となった。 

 情報子会社が存在する企業と存在しない企業

とで、対応状況に差があるかどうかを見たもの

が、図表 1-8-2-4 である。 

全体としては、情報子会社がない企業のほう

が、情報子会社がある企業よりも「十分に実施

できている」「ある程度は実施できている」と回

答した企業の割合がやや多い。なお、「要求仕様

の明確化」については、他の項目と比較して差

がついている。 

また、前述したシステム開発の「工期」「予算」

「品質」についての状況と、「発注者としての対

応」各項目の関連性について、500 人月以上の大

規模プロジェクトに焦点を当てて示したものが

図表 1-8-2-5～1-8-2-7 である。 

いずれの項目も、「要求仕様の明確化」「体制・

能力の評価」「進捗管理」「委託先とのコミュニ

ケーション」が実施できていると回答した企業

ほど、「工期」「予算」「品質」が予定通りに収ま

り、満足のいく仕上がりを得ているという結果

が出た。 

システム開発では、これらの発注者としての

対応が、プロジェクトを成功させる重要な要素

と密接に関連していると言えるだろう。 

図表 1-8-2-3 開発を委託する際の発注者としての対応 

4%

3%

5%

9%

43%

35%

32%

46%

35%

42%

45%

41%

16%

19%

16%

5% 0%

1%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要求仕様の明確化(n=599)

委託先の体制・能力の評価(n=598)

委託先の進捗管理(n=599)

委託先とのコミュニケーション(n=599)

十分に実施できている ある程度はできている 普通 あまりできていない ほとんどできていない
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4%

2%

8%

11%

7%

7%

0%

4%

4%

3%

4%

8%

33%

34%

25%

41%

26%

26%

33%

59%

47%

35%

34%

47%

38%

45%

47%

44%

33%

44%

48%

33%

34%

42%

44%

40%

21%

18%

17%

3%

33%

19%

19%

4%

14%

20%

15%

5%

3%

3%

2%

0%

0%

4%

0%

0%

1%

1%

2%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要求仕様の明確化(n=117)

委託先の体制・能力の評価(n=116)

委託先の進捗管理(n=117)

委託先とのコミュニケーション(n=117)

要求仕様の明確化(n=27)

委託先の体制・能力の評価(n=27)

委託先の進捗管理(n=27)

委託先とのコミュニケーション(n=27)

要求仕様の明確化(n=438)

委託先の体制・能力の評価(n=438)

委託先の進捗管理(n=438)

委託先とのコミュニケーション(n=438)

情
報

子
会

社
あ

り

（
経

営
権

あ
り

）

情
報

子
会

社
あ

り

（
経

営
権

な
し

）
情

報
子

会
社

な
し

十分に実施できている ある程度はできている 普通 あまりできていない ほとんどできていない

図表 1-8-2-4 情報子会社の有無と発注者としての対応 

図表 1-8-2-5 発注者としての対応と工期の関係 

工期

14%

8%

4%

16%

5%

0%

16%

5%

0%

14%

4%

0%

42%

32%

29%

43%

32%

23%

41%

35%

23%

42%

29%

17%

45%

60%

68%

41%

63%

77%

43%

59%

77%

44%

67%

83%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できている(n=74)

普通(n=77)

できていない(n=28)

できている(n=88)

普通(n=60)

できていない(n=31)

できている(n=75)

普通(n=79)

できていない(n=31)

できている(n=100)

普通(n=73)

できていない(n=6)

要
求

仕
様

委
託

先
の

評
価

委
託

先
の

進
捗

管
理

委
託

先
と

の
ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より遅延
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予算

16%

14%

4%

19%

10%

3%

16%

13%

8%

15%

12%

0%

45%

38%

37%

45%

37%

33%

44%

41%

29%

46%

34%

17%

39%

48%

59%

35%

53%

63%

40%

47%

63%

38%

53%

83%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できている(n=74)

普通(n=77)

できていない(n=27)

できている(n=88)

普通(n=60)

できていない(n=30)

できている(n=75)

普通(n=79)

できていない(n=24)

できている(n=99)

普通(n=73)

できていない(n=6)

要
求

仕
様

委
託

先
の

評
価

委
託

先
の

進
捗

管
理

委
託

先
と

の

ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より超過

品質

12%

6%

4%

15%

3%

0%

12%

4%

12%

12%

4%

0%

65%

62%

50%

65%

66%

44%

67%

65%

36%

66%

59%

17%

23%

31%

46%

20%

31%

56%

21%

32%

52%

22%

37%

83%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できている(n=75)

普通(n=77)

できていない(n=28)

できている(n=89)

普通(n=59)

できていない(n=32)

できている(n=76)

普通(n=79)

できていない(n=25)

できている(n=101)

普通(n=73)

できていない(n=6)

要
求

仕
様

委
託

先
の

評
価

委
託

先
の

進
捗

管
理

委
託

先
と

の

ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 不満

図表 1-8-2-7 発注者としての対応と品質の関係 

図表 1-8-2-6 発注者としての対応と予算の関係 
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1．8．3 システム開発における予算の見積もり 

本章の冒頭にて、システム開発における予算

の実態を述べた。プロジェクトの規模によるが、

予定通りの予算で完了していないと答えた企業

が少なからず存在していた。それでは、システ

ム開発予算はどのように決定されているのだろ

うか。 

（1） 基本計画策定時の予算：以前と傾向はかわら

ず、「過去の類似事例」「ベンダーからの見積を参考

に」が大半。しかし大企業は、自社で、かつ何らかの

手法に基づき算出している比率が伸びている 

 

基本計画策定時におけるシステム開発予算の

確定方法は、「ベンダーからの見積もりを参考に

する」が 58%と最も多く、「概算 FP を基に算出」

（7%）、「概算 LOC を基に算出」（2%）、「画面・

帳票数を基に算出」（15%）、「WBS を定義して

算出」（3%）を大きく引き離している。この結果

は、昨年度までの調査結果と比較しても大きな

変動はない（図表 1-8-3-1）。 

しかしながら、従業員数 1000 人以上の企業は、

他の企業よりも自社で、且つ何らかの手法に基

づきシステム開発予算を算出している傾向顕れ

ている。概算 FP が 13%、WBS が 7%と、とも

に 1000 人未満の企業と比較して多い（図表

1-8-2-2）。 

図表 1-8-3-2 企業規模別システム開発予算の確定方法（基本計画策定時）

37%

7%

2%

15%

3%

58%

24%

2%

44%

10%

2%

16%

1%

50%

18%

1%

0% 20% 40% 60% 80%

過去の類似事例を参照し算出

概算FP基に算出

概算LOCをもとに算出

画面、帳票数を基に算出

WBSを定義し算出

ベンダーからの見積を基に決定

決められた予算枠を元に決定

その他

06年度(n=591)

05年度(n=892)

31%

4%

3%

14%

1%

59%

25%

2%

49%

13%

2%

18%

7%

54%

23%

3%

0% 20% 40% 60% 80%

過去の類似事例を参照し算出

概算FP基に算出

概算LOCをもとに算出

画面、帳票数を基に算出

WBSを定義し算出

ベンダーからの見積を基に決定

決められた予算枠を元に決定

その他

1000人未満(n=402)

1000人以上(n=200)

図表 1-8-3-1 システム開発予算の確定方法（基本計画策定時）
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（2） 開発着手時：委託先との契約を想定してか、基

本計画策定時よりも「ベンダーからの見積を参考」の

割合が多い。しかし、自社で、かつ何らかの手法を

用いての算出を行う割合が基本計画策定時よりも減

少。ベンダー見積の妥当性チェックが十分に出来て

いるかは疑問。 

開発着手時におけるシステム開発予算の確定

方法は、図表 1-8-3-3 のとおりである。「ベンダ

ーからの見積を参考にする」が 64%と非常に高

い。これは、この時期にはベンダーとのシステ

ム開発委託契約の発注を見越して、必然的にベ

ンダーに見積依頼を行っているためと考えられ

る。 

 

しかし、開発着手時における自社での見積（概

算 FP、概算 LOC、画面・帳票数、WBS 定義）

を行う割合は、項目によって前後はあるものの、

基本計画策定時と比較してもそれほど増加して

いない。システム開発委託契約に際して、ベン

ダーから提示された見積の妥当性を十分にチェ

ック出来ているとは言えない。これは、前述の

発注者としての取り組み対応で示しているよう

に、委託先の体制・能力の評価や進捗管理が十

分に出来ていないことと関連しているとも考え

られる。 

18%

7%

4%

23%

6%

64%

26%

2%

17%

11%

3%

24%

8%

59%

17%

1%

0% 20% 40% 60% 80%

過去の類似事例を参照し算出

概算FP基に算出

概算LOCをもとに算出

画面、帳票数を基に算出

WBSを定義し算出

ベンダーからの見積を基に決定

決められた予算枠を元に決定

その他

06年度(n=592)

05年度(n=878)

12%

3%

3%

14%

2%

44%

19%

1%

16%

12%

5%

28%

13%

62%

22%

2%

0% 20% 40% 60% 80%

過去の類似事例を参照し算出

概算FP基に算出

概算LOCをもとに算出

画面、帳票数を基に算出

WBSを定義し算出

ベンダーからの見積を基に決定

決められた予算枠を元に決定

その他

1000人未満(n=549)

1000人以上(n=221)

表 開発 算 確定方法 基本計 策定時

図表 1-8-3-4 企業規模別システム開発予算の確定方法（開発着手時）

図表 1-8-3-3 システム開発予算の確定方法（開発着手時） 
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（3） ライフサイクルコストの考慮 

システムのライフサイクルコストは、一般的

にシステムの規模が大きくなるほどコストも増

加する。また、パッケージソフトを使用した場

合とすべて手作りで開発を行った場合とでは、

イニシャルコストとランニングコストの割合に

大きな差がある傾向もあるため、選択する開発

手法に応じて慎重に見極める必要があると考え

られる。システム開発の現場では、ライフサイ

クルコストの考慮はどの程度行われているのだ

ろうか。 

全体では「システム開発実行にあたって必須」

と回答した企業が 7%、「必須ではないが考慮」

が 28%、「規模などによっては一部考慮」が 27%、

「考慮していない」が 38%であった（図表

1-8-3-5）。 

 

04 年度からの推移を見てみると、ライフサイ

クルコストの考慮が必須であるという認識が

徐々に広まっていることが読み取れる。 

また、企業規模別に傾向を見ると、企業規模

によってライフサイクルコストに対する意識に

はかなり差があることがわかる。従業員 1000 人

以上の企業では、「システム開発実行に当たって

必須」と回答した企業が 14%と、その他の企業

を 10 ポイント引き離して多い。 

一方で、「考慮していない」と回答した企業は

23%と、その他の企業の半数程度にとどまって

いる。これは、従業員規模が大きい企業ほど大

きなコストをかけてシステムを開発・運用・保

守している為にライフサイクルコストも膨大と

なり、システム開発実施決定における重要なポ

イントとなるからであると推測される。 

図表 1-8-3-5 システムライフサイクルコストの考慮 

7%

4%

14%

7%

5%

11%

8%

13%

5%

26%

33%

25%

22%

33%

18%

9%

16%

27%

26%

29%

31%

32%

31%

36%

40%

35%

38%

44%

23%

37%

42%

25%

38%

37%

45%

28%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=765）

1000名未満(n=500)

1000人以上（n=222）

全体(n=893)

1000名未満(n=615)

1000人以上(n=273)

全体(n=929)

1000人未満(n=67)

1000人以上(n=304)

0
6
年

度
0
5
年

度
0
4
年

度

1．プロジェクト実行決定にあたって必須
2．プロジェクト実行決定にあたって必須ではないが、考慮している

3．規模などによっては、一部考慮している
4．考慮していない
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1．8．4 要求仕様書（RFP）と品質 

（1） 全体としては大きな変化がないものの、大企業

で、RFP をきちんと作成する企業の割合が増加 

前述のように、システム開発の外部委託が常

識となっている状況下であることを踏まえ、要

求仕様書（RFP）の作成状況について質問を行

った。 

その結果、全体で「要求仕様書を自社でほぼ

作成」と回答した企業が 23%、「ベースは自社で

作成し細部は委託先」と回答した企業は 51%、

「すべて委託先」と回答した企業は 25%であっ

た（図表 1-8-4-1）。 

従業員 1000 人以上の企業において、昨年度よ

りも「要求仕様書は自社でほぼ作成」と回答し

た企業が増えている。システム開発の課題の大

きな点として昨今言われている、要求仕様を十

分に委託先に提示できていないということへの

反省が、数値の改善に表れているのかもしれな

い。 

 

（2） 委託先に対する品質目標設定の仕方には特に

変化なし 

品質目標については、冒頭で述べたとおり、

工期や予算と比較すると満足度が比較的高かっ

た。では、委託先に対する品質目標の設定・提

示はどのように行われているのだろうか。 

全体では「各開発フェーズ別にテスト条件を

提示」と回答した企業が 20%、「納品テストから

安定稼動までの目標障害件数を提示」が 8%、稼

動開始時から安定稼動までの目標障害件数を提

示」が 6%、「特に提示していない」が 70%であ

った。この結果は 05 年度の調査結果と比較して

も大きな変化はない（図表 1-8-4-2）。 

目標障害件数といった定量的指標を示してい

る割合は少なく、テスト条件として確認してほ

しい箇所や手法を提示するが、品質を定量分析

するまでには至っていないと考えられる。 

図表 1-8-4-1 システム開発における要求仕様書（RFP）作成状況

20%

8%

6%

1%

70%

23%

7%

5%

2%

68%

0% 20% 40% 60% 80%

各開発フェーズ別に
テスト条件を提示

納品テストから安定稼動までの
目標障害件数を提示

稼動開始時から安定稼動までの
目標障害件数を提示

その他

特に提示していない

06年度(n=591)

05年度(n=861)

23%

17%

34%

23%

21%

27%

51%

51%

49%

52%

49%

59%

25%

30%

15%

23%

29%

13% 1%

1%

1%

2%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=604)

1000人未満(n=404)

1000人以上(n=200)

全体(n=644)

1000人未満(n=407)

1000人以上(n=232)

0
6
年

度
0
5
年

度

1．要求仕様書はほとんど自社で作成している
2．ベースは自社で作成し、細部は委託先が作成している
3．すべて委託先が担当している
4．その他

図表 1-8-4-2 システム開発における品質目標
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企業規模別に見ると、従業員数 1000 人以上の

企業では、「各開発フェーズ別にテスト条件を提

示」が 30％に達し、他の条件を提示している企

業も、1000 人未満の企業よりも 3～4 ポイント

高くなっている（図表 1-8-4-3）。 

 業種グループ別には、金融業界が最も品質目

標の提示を行っており、サービス系や重要イン

フラ系がその後に続いている。（図表 1-8-4-4）
である。 

 

図表 1-8-4-4 業種グループ別システム開発における品質目標 

21%

19%

20%

19%

27%

19%

21%

8%

2%

5%

9%

18%

11%

12%

2%

6%

6%

5%

11%

6%

3%

1%

1%

0%

0%

0%

1%

69%

75%

72%

71%

58%

68%

65%

12%

0% 20% 40% 60% 80%

一次産業（n=102）

素材製造（n=124）

機械等製造（n=196）

商社・流通系（n=129）

金融（n=47）

重要インフラ系（n=53）

サービス系（n=86）

各開発フェーズ別にテスト条件を提示している
納品テストから安定稼動までの目標障害件数を提示している
稼動開始時から安定稼動までの目標障害件数を提示している
その他
特に提示していない

15%

7%

5%

0%

76%

30%

10%

9%

3%

58%

0% 20% 40% 60% 80%

各開発フェーズ別に
テスト条件を提示

納品テストから安定稼動までの
目標障害件数を提示

稼動開始時から安定稼動までの
目標障害件数を提示

その他

特に提示していない

1000人未満(n=399)

1000人以上(n=198)

図表 1-8-4-3 企業規模別システム開発における品質目標 
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1．8．5 オフショア開発委託の状況 

海外のシステムベンダー等に委託を行うオフ

ショア開発の実施状況については、本年度初め

て調査を行った。 

（1） 直接のオフショア開発は、わずか 2％、主な開

発委託先からは 1 割弱が実施。 

直接のオフショア委託を「実施している」企

業は、2%、「検討中」が 5%、「予定なし」が 61%、

「わからない」が 31%であった。 

また、主な開発委託先からのオフショア委託

を「実施している」企業が 8%、「検討中」が 5%、

「予定なし」が 50%、「わからない」が 37%であ

った（図表 1-8-5-1）。 

企業規模別に見ると、従業員数 1,000 人以上

の企業のほうがオフショア委託を実施している

比率が多く、特に、主な開発委託先からのオフ

ショア委託については実施している企業が 2 割

に達しており、検討中の企業もが 9%である。 

これは、従業員数が多い企業の比較的大規模

なシステムの開発において、コストや納期がシ

ビアに要求される中でオフショアを活用してい

るものと推測される。 

 

とはいえ、すぐにオフショア委託を行うこと

は、管理・統制の面で不安が残る。したがって、

直接のオフショアではなく、以前よりシステム

開発分野においてオフショアとの関係を有する

開発委託先が、委託先の責任において活用して

いるものと推測される。今後のオフショア活用

の傾向がどうなっていくか、傾向を見ていきた

い。 

オフショア開発委託の状況を業種グループ別

に見たものが、図表 1-8-5-2 である。情報サービ

ス業が含まれるということもあり、サービス系

企業でオフショア開発の実施・検討が進んでい

る。また、重要インフラ系でも比較的高い比率

で実施・検討されている。 

一方で、一次産業はオフショア開発の実施に

はあまり積極的ではない事がうかがえる。 

「わからない」と回答している企業が、直接

のオフショア委託で 31%、主な開発委託先から

のオフショア委託で 37%もあった。 

昨今注目されているオフショア委託であるが、

一般的なシステム開発の現場における認知度は

現実には低いようだ。また、主な開発委託先か

らのオフショア開発は、委託先の状況がわから

ないということも考えられる。 

図表 1-8-5-1 オフショア開発委託の状況 

2%

1%

6%

8%

4%

20%

5%

4%

8%

5%

3%

9%

61%

58%

69%

50%

51%

46%

31%

37%

18%

37%

42%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=759)

1000人未満(n=541)

1000人以上(n=218)

全体(n=761)

1000人未満(n=541)

1000人以上(n=220)

直
接

の
オ

フ
シ

ョ
ア

委
託

主
な

委
託

先
か

ら
の

オ
フ

シ
ョ

ア
委

託

実施している 検討中 予定なし わからない



 22

図表 1-8-5-2 業種グループ別オフショア開発の状況

0%

2%

3%

2%

2%

4%

6%

6%

10%

5%

7%

17%

21%

7%

3%

7%

4%

4%

2%

7%

8%

3%

6%

5%

5%

6%

5%

6%

58%

60%

61%

62%

74%

66%

57%

50%

50%

50%

48%

49%

46%

52%

39%

31%

33%

32%

21%

23%

30%

41%

34%

41%

40%

28%

27%

36%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=105）

素材製造（n=124）

機械等製造（n=200）

商社・流通系（n=137）

金融（n=47）

重要インフラ系（n=56）

サービス系（n=90）

一次産業（n=105）

素材製造（n=125）

機械等製造（n=200）

商社・流通系（n=138）

金融（n=47）

重要インフラ系（n=56）

サービス系（n=90）

直
接

の
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フ
シ

ョ
ア

へ
の

委
託

主
な

開
発

委
託

先
か

ら
の

オ
フ

シ
ョ

ア
委

託

実施している 検討中 予定なし わからない
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1．8．6 資格、情報収集、書籍 

（1） 「プライバシーマーク」「ISMS」等情報セキュリテ

ィ関連の資格に関心 

システム開発の委託先選定時に考慮する制度

および資格保有者の人数について聞いたものが、

図表 1-8-6-1 である。昨年度に引き続き「プライ

バシーマーク」「ISMS」といった情報セキュリ

ティ関連の制度を委託先が保有している事には

関心が強い。また、「情報処理技術者の人数」「SI
認定・SI 登録」も従来から関心が比較的高い傾

向が継続している。全体としては、特に大きな

変化は見られない。 

（2） 情報収集・情報交換の方法 

ソフトウェア開発に関する情報収集・情報交

換の場はどのようなものがあるかと聞いたもの

が、図表 1-8-6-2 である（複数回答）。「セミナー

への参加」が 86%と圧倒的に多く、次いで「情

報システム関連の団体」が 36%という結果であ

った。 

（3）SEC 発行書籍 

SEC（IPA ソフトウェア・エンジニアリング・

センター）が発行している書籍・出版物の活用

状況について聞いたものが、図表 1-8-23 である。 

いずれの書籍についても、「活用している」と

回答した企業は少数にとどまっている。「書籍・

出版物の存在、内容について知っている」と回 

図表 1-8-6-1 システム開発の委託先選択時に考慮する制度および資格保有者の人数 

2%

1%

3%

5%

7%

1%

1%

2%

3%

1%

3%

4%

6%

3%

5%

1%

26%

13%

24%

31%

33%

12%

22%

30%

23%

9%

23%

28%

31%

24%

32%

10%

38%

45%

44%

36%

36%

47%

46%

40%

42%

43%

46%

39%

38%

44%

38%

46%

24%

26%

26%

21%

20%

27%

28%

25%

24%

27%

25%

22%

21%

25%

22%

28%

8%

15%

3%

7%

4%

13%

4%

2%

8%

18%

3%

8%

4%

4%

2%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

SI認定・SI登録(n=767)　

CMM(n=765)　

ISO9000(n=766)　

ISMS(n=766)　

プライバシーマーク(n=767)

ＩＴコーディネータの人数(n=764)

情報処理技術者の人数(n=766)

PMP取得者の人数(n=767)　

SI認定・SI登録(n=878)　

CMM(n=876)　

ISO9000(n=878)　

ISMS(n=875)　

プライバシーマーク(n=878)

ＩＴコーディネータの人数(n=873)

情報処理技術者の人数(n=876)

PMP取得者の人数(n=877)　

0
6
年

度
0
5
年

度

十分考慮する ある程度考慮する あまり考慮しない 全く考慮しない 制度についてよくわからない
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 図表 1-8-6-2 ソフトウェア開発に関する情報収集・外部との情報交換の場 

図表 1-8-6-3 SEC 発行の書籍に関して 

86%

36%

23%

5%

3%

2%

1%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

セミナーへの参加

情報システム関連の団体

業界内の私的な研究会

SECからの情報およびSECの活動

ソフトウェア品質又はプロセス関連の団体

情報処理学会等の学会

大学等の教育機関

その他

n=737

0%

0%

11%

22%

16%

15%

87%

76%

84%

84%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①『経営者が参画する要求品質の確保
～超上流から攻めるＩＴ化の勘どころ』(n=765)　

②『ソフトウェア開発データ白書2006』(n=767)　

③『ソフトウェア開発見積もりガイドブック』(n=765)

④『ＩＴプロジェクトの「見える化」下流工程編』(n=766)

活用している 書籍・出版物の存在、内容について知っている 書籍・出版物についてよくわからない
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1．9 システム運用 

システム運用に関しては、例年外部委託の状

況を中心に調査を行っているが、昨年度からバ

ックアップマシン状況やシステム稼働率、ITIL
活用状況についても調査を実施している。本年

度も引き続きこれらについて調査を行った。 

1．9．1 システム運用の外部委託 

（1） ほぼ半数の企業がシステム運用を外部へ委託、

大企業は 7 割以上が外部へ委託 

システム運用の外部委託を行っているかどう

かについては、経年的に調査を行っている。 

06 年度の調査結果によると、システム運用を

外部委託している企業は 44％と、05 年度からほ

とんど変化が見られなかった（図表 1-9-1-1）。 

ここ数年同じような状況で、運用の外部委託

については落ち着いた状況にある。 

企業規模に見てみても、状況はほとんど変わ

っていない。従業員 1000 人以上の大企業では

73％→70％、従業員 1000 人未満の中堅企業が

33％→34％であった。 

業種グループ別に見ると、金融系グループで

外部委託の比率が 85％と突出している。また、

重要インフラ系グループでも 61％と、6 割を超

えている。他のグループはおおむね 4 割前後と

なっている（図表 1-9-1-2）。 

 

（2） 大企業は情報子会社へ運用委託、小企業は SI

ベンダーへ外部委託が中心 

外部委託の状況には変化がなかったが、委託

している内容はどうであろうか。まずは主な委

託先 1 社がどこであるかを聞いている（図表

1-9-1-3）。 

全体では、SI ベンダー38％、情報子会社 33％
とこの２つで 7 割以上を占めている。昨年から

の変化を見ると、SI ベンダー33％→38％、情報

子会社 30％→33％と、その比率が増加している。 

企業規模別では、従業員数 1000 人未満の中堅

企業では SI ベンダーが多く、また昨年よりも増

加している。オープン化、パッケージ利用の影

響で、パッケージ導入後、システム運用につい

てもそのまま SIベンダーへ委託するケースが多

いものと考えられる。 

従業員 1000 人以上の大企業は、情報子会社が

48％で、約半数の企業が情報子会社へ運用を委

託していることになる。 

大企業ではハードベンダーへ委託するケース

も 15％あった。大型汎用機や大型サーバ利用な

ど、ハードの安定稼働を考慮してハードベンダ

ーへ外部委託しているものと考えられる。 

業種グループ別では、重要インフラ系グルー

プの情報子会社への委託率が突出して高くなっ

ている（図表 1-9-1-2）。 

44%

34%

70%

45%

33%

73%

56%

66%

30%

55%

67%

27%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=782)

1000人未満(n=558)

1000人以上(n=224)

全体(n=782)

1000人未満(n=558)

1000人以上(n=224)

0
6
年

度
0
5
年

度

システム運用を外部に委託している 外部委託は利用していない

図表 1-9-1-1 システム運用の外部委託 
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図表 1-9-1-3 システム運用委託先 

図表 1-9-1-4 業種グループ別システム運用委託先

図表 1-9-1-2 業種グループ別システム運用の外部委託

42%

43%

32%

44%

85%

61%

45%

58%

57%

68%

56%

15%

39%

55%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業(n=106）

素材製造(n=129)

機械等製造(n=205）

商社・流通系(n=143)

金融(n=47)

重要インフラ系(n=57)

サービス系(n=95)

利用している 利用していない

15%

16%

15%

17%

16%

18%

10%

14%

6%

16%

19%

12%

37%

44%

29%

30%

37%

23%

32%

20%

48%

29%

19%

39%

4%

6%

1%

7%

8%

6%
2%

1%

1%

1%

0%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=351)

1000人未満(n=191)

1000人以上(n=160)

全体(n=454)

1000人未満(n=219)

1000人以上(n=233)

0
6
年

度
0
5
年

度

ハードベンダー ソフトベンダー SIベンダー 情報子会社 自社とベンダーとの合併子会社 その他

13%

18%

15%

14%

23%

3%

19%

16%

7%

6%

11%

10%

17%

7%

24%

41%

34%

44%

40%

17%

51%

42%

30%

38%

22%

23%

60%

21%

0%

0%

4%

2%

5%

8%

3%

2%

2%

0%

0%
2%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業(n=45)

素材製造(n=56)

機械等製造(n=65)

商社・流通系(n=63)

金融(n=40)

重要インフラ系(n=35)

サービス系(n=43)

ハードベンダー ソフトベンダー ＳＩベンダー 情報子会社 自社とベンダーとの合併子会社 その他
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（3） 外部委託内容は、サーバ運用、ネットワーク運

用に続きホスト運用が第 3 位に転落 

外部委託の内容は、サーバ運用が最も多く、

運用をアウトソーシングしている企業のうち

73％が利用している。経年的に見ても 62％→

69%→73%と着実に増えている（図表 1-9-1-5）。 

2 番目に多いのがネットワーク運用の 60％、

続いてホスト運用 59％となっている。ホスト運

用は減少ないし現状維持の方向にあり、ホスト

系からオープン系のサーバへのシフトが外部委

託内容にも反映されているものと考えられる。  

クライアント機器の管理についてはそれほど

多くはないが、ここ 3 年の動きを見ると、34％
→36％→38％と着実に増加してきている。 

（4） 契約期間は「3 年～5 年」「5 年～10 年」へ 

委託契約の期間は、04 年度から 05 年度かけ

て、「0～2 年」と「11 年以上」という比率が大

きく減少し、「3 年～5 年」と「6 年～10」へと

シフトが起きた。これを機に、「3 年～5 年」「6
年～10 年」という契約期間が若干ながら増加し

つつある（図表 1-9-1-6）。 

ここ数年で 0～2 年の短期契約が 3 年～5 年の

契約に移行したものと推測できるが、3 年～5 年

という契約期間は、ハード保守期間に合わせた

期間でもあり、また、安心感や信頼関係向上の

ため、ある程度の期間継続して任せたいという

ユーザーの意向があらわれているものと考えら

れる。 

図表 1-9-1-5 年度別外部委託内容 

図表 1-9-1-6 年度別外部委託契約期間

59%

60%

73%

38%

46%

18%

14%

2%

60%

60%

69%

36%

47%

16%

15%

1%

63%

56%

62%

34%

42%

14%

16%

3%

0% 20% 40% 60% 80%

ホスト運用

ネットワーク運用

サーバ運用

クライアント機器管理

ヘルプデスク

ハードの借用

ＩＴ利用教育

その他

06年度(n=347)

05年度(n=412)

04年度(n=453)

43%

46%

53%

32%

30%

26%

17%

16%

5%

8%

8%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

06年度(n=319)

05年度(n=354)

04年度(n=407)

0～2年 3～5年 6～10年 11年以上
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企業規模別に外部委託契約期間を見ると、従

業員 1000 人未満の中堅企業では、3～5 年の契

約期間という企業の比率が高く、従業員 1000 人

以上の大企業では、6 年以上の比較的長期の契約

をしている企業が 3 割と、大企業のほうが長期

契約の傾向にある（図表 1-9-1-7）。 

 業種グループごとに見ると、商社・流通系グ

ループと金融グループで、0～2 年の短期契約の

比率が他より低く、長期契約の傾向にある（図

表 1-9-1-8）。 

一方機械製造グループでは、0～2 年の短期契

約の比率が 5 割を超えている。 

図表 1-9-1-7 企業規模別外部委託契約期間 

図表 1-9-1-8 業種別外部委託契約期間 

45%

41%

47%

46%

34%

30%

32%

26%

16%

18%

13%

18%

5%

12%

7%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人未満(n=174)

1000人以上(n=145)

1000人未満(n=177)

1000人以上(n=175)

0
6
年

度
0
5
年

度

0～2年 3～5年 6～10年 11年以上

42%

35%

52%

29%

31%

48%

43%

28%

24%

11%

18%

21%

10%

18%

19%

35%

18%

30%

26%

19%

30%

12%

6%

18%

23%

23%

23%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=43）

素材製造（n=49）

機械等製造（n=61）

商社・流通系（n=56）

金融（n=39）

重要インフラ系（n=31）

サービス系（n=40）

1年 2～5年未満 6～10年未満 10年以上
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（5） SLA の採用は、努力目標として急激に増加 

委託先との SLA（サービスレベルアグリーメ

ント）を取り決めているかを聞いたところ、運

用を外部に委託している企業のうち 3 割が何ら

かの SLA を取り決めていると回答している。 

ここ 3 年の動きを見てみると、24％→28％→

30％と、若干ではあるが、 SLA を採用している

企業の比率は着実に増加している。一方「検討

中」という企業が、42％→36％→34％と減少し

ており、検討していた企業が採用に踏み切った

ものと考えられる（図表 1-9-1-9）。 

従業員数 1000 人以上の大企業に注目してみ

ると、何らかの SLA を採用している企業が 05
年度から 06 年度にかけて 40％右 52％と急増し

ている一方、「検討中」の企業が 39％→31％と

検討中だった企業が SLA を採用したものと考え

られる。 

業種別に見ると、素材製造グループ（導入済

み：45％）、金融グループ（導入済み：38％）で

導入が進んでいる（図表 1-9-1-10）。 

（6） 情報子会社との SLA 導入が進んでいる 

委託先と SLA 導入状況の関係を見てみたとこ

ろ、最も SLA 導入が進んでいるのが情報子会社

との間で、情報子会社に運用委託をしている企

業うち 4 割がすでに SLA を導入している。次い

でハードベンダーで、31％となっている（図表

1-9-1-11）。 

情報子会社との関係は、「親しき仲にも礼儀あ

り」で、情報子会社の親会社への依存体質から

の脱却や信頼関係向上の方法として SLA の導入

に積極的のようだ。 

SLA を導入し管理目標などの見える化を進め

るには、インセンティブの導入などを含め難し

さがある。次年度以降も SLA 導入の動向を見守

りたい。 

図表 1-9-1-9 SLA の導入状況 

9%

6%

16%

11%

6%

15%

10%

8%

13%

21%

9%

36%

17%

9%

25%

14%

7%

22%

34%

34%

31%

36%

34%

39%

42%

41%

44%

36%

51%

17%

36%

51%

21%

33%

45%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=343)

1000名未満(n=187)

1000名以上(n=156)

全体(n=392)

1000名未満(n=21)

1000名以上(n=193)

全体（n=439）

1000人未満（n=21）

1000人以上（n=225）

0
6
年

度
0
5
年

度
0
4
年

度

1.SLAの基準があり、結果責任が問われる

2.SLAの基準があり、努力目標としている

3.SLAを導入していないが、将来的に検討している
4.SLAを導入する予定はない
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図表 1-9-1-11 運用委託先と SLA の関係

図表 1-9-1-10 業種別 SLA の導入状況

8%

6%

11%

10%

23%

9%

18%

29%

33%

26%

34%

33%

37%

60%

36%

28%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ハードベンダー(n=52)

ソフトベンダー(n=35)

SIベンダー(n=125)

情報子会社(n=114)

SLAの基準があり、結果責任が問われる

SLAの基準があり、努力目標としている

SLAを導入していないが、将来的に検討している

SLAを導入する予定はない

9%

13%

5%

10%

15%

9%

7%

11%

32%

21%

16%

23%

17%

26%

47%

32%

30%

29%

35%

37%

29%

33%

23%

44%

46%

25%

37%

38%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業(n=45)

素材製造(n=56)

機械等製造(n=63)

商社・流通系(n=63)

金融(n=40)

重要インフラ系(n35)

サービス系(n=42)

1．SLAの基準があり、結果責任が問われる

2．SLAの基準があり、努力目標としている
3．SLAを導入していないが、将来的に検討している

4．SLAを導入する予定はない
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（7） 外部委託先の満足度は、価格より「信頼性・安

定」や「約束履行」を優先 

運用外部委託先への満足度を見たものが図表

1-9-1-12 である。満足している（非常に満足+満
足）と回答した企業の比率は、信頼性・安定性

（42％）、約束履行（38％）、動員力（30％）と

いう順になっており、これは昨年と同じ順番で

ある。やはりシステム運用の外部委託に関して

は、価格よりも、信頼性や約束履行を重視して

いる。 

また、技術力と動員力の順位が昨年と入れ替

わっているが、システム運用に関する技術が平

準化されたことで、動員力に比重が移ったもの

と考ええられる。 

（8） 情報子会社の提案力に半数以上が不満 

運用委託先と満足度の関係を比較したものが

図表 1-9-1-13 である。 

価格以外の項目については、ハードベンダー

の評価が高く、特に信頼性・安定性については、

満足している企業が 57％に達している。 

価格については、SI ベンダーが最も評価が高

く、ハードベンダーは上記とは逆に不満 3 割以

上となっている。 

情報子会社については、提案力、技術力、動

員力で最も不満が多く、特に提案力では不満の

比率が 52％と半数以上に達している。情報子会

社には提案を期待しているが、なかなか難しい

と言う例年の傾向から脱却できていないようで

ある。 

図表 1-9-1-12 運用外部委託先の満足度

3%

5%

3%

2%

4%

2%

4%

4%

3%

2%

3%

1%

39%

33%

27%

26%

21%

13%

40%

38%

29%

31%

26%

14%

48%

52%

53%

56%

51%

48%

47%

48%

51%

50%

46%

45%

10%

9%

14%

14%

21%

32%

8%

10%

16%

17%

22%

36%

1%

1%

2%

1%

3%

5%

1%

1%

1%

1%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

信頼性・安定性(n=346)

約束履行(n=346)

動員力(n=345)

技術力(n=346)

価格(n=346)

提案力(n=345)

信頼性・安定性(n=403）

約束履行(n=403)

動員力(n=403)

技術力(n=403)

価格(n=403)

提案力(n=403)

0
6
年

度
0
5
年

度

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満
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4%

3%

6%

2%

4%

3%

9%

3%

4%

3%

6%

2%

4%

3%

3%

1%

4%

6%

8%

1%

4%

0%

4%

1%

53%

34%

40%

32%

40%

29%

36%

27%

43%

23%

33%

14%

34%

34%

30%

14%

15%

20%

28%

18%

19%

9%

19%

5%

40%

54%

41%

57%

53%

57%

46%

58%

45%

57%

45%

65%

55%

51%

54%

63%

47%

57%

39%

67%

51%

69%

50%

42%

4%

9%

12%

10%

4%

11%

7%

11%

8%

17%

13%

18%

8%

11%

10%

21%

30%

14%

20%

15%

26%

20%

21%

47%

0%

0%

2%

0%

0%

0%

2%

1%

0%

0%

3%

2%

0%

0%

2%

1%

4%

3%

6%

0%

0%

3%

6%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ハードベンダー(n=53)

ソフトベンダー(n=35)

ＳＩベンダー(n=127)

情報子会社(n=114)

ハードベンダー(n=53)

ソフトベンダー(n=35)

ＳＩベンダー(n=127)

情報子会社(n=114)

ハードベンダー(n=53)

ソフトベンダー(n=35)

ＳＩベンダー(n=127)

情報子会社(n=114)

ハードベンダー(n=53)

ソフトベンダー(n=35)

ＳＩベンダー(n=127)

情報子会社(n=114)

ハードベンダー(n=53)

ソフトベンダー(n=35)

ＳＩベンダー(n=127)

情報子会社(n=114)

ハードベンダー(n=53)

ソフトベンダー(n=35)

ＳＩベンダー(n=127)

情報子会社(n=113)

信
頼

性
・
安

定
性

約
束

履
行

動
員

力
技

術
力

価
格

提
案

力

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

図表 1-9-1-13 委託先別運用外部委託の満足度
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1．9．2 システムの稼働率 

（1） システム稼働率の目標値、実績値とも基幹系を

優先 

システム運用を外部委託している理由のひと

つに、専門家に任せることで信頼性・安定性を

得るということが挙げられるが、実際はどうで

あろうか。システムの稼働率の目標値・実績値

を回答してもらった。なお、ここでの稼働率は、

ネットワーク、クライアント PC による停止を除

いた稼働率を回答してもらっている。 

基幹系、情報系それぞれの稼働率が、

「99.999％以上（年間システム停止 5 分以内）」

「99.99％以上（年間システム停止 50 分以内）」

「99.90％以上（年間システム停止 8.6 時間以

内）」「99％以上（年間システム停止 86 時間以

内）」「98％以下（年間システム停止 172 時間以

上）」「目標値なしまたは不明」の中から選んで

もらっている。結果が図表 1-9-2-1 である。 

まず、実績が「不明」と言う企業が基幹系 34％、

情報系 36％で、残りの 6 割超の企業では稼働率

が測定されている。一方、目標値を見てみると、

「目標値なし」という企業が基幹系・情報系そ

れぞれ 44％、46％と増えており、課題といえる。 

システム稼働率の目標値より、実績値の稼働

率の回答が基幹系・情報系とも高くなっている

のは目標値を設定していない企業が実績値を回

答していることによる影響と推測できる。 

 

基幹系システムについて見てみると、を全体

では 99.99％以上の目標値を設定している企業

が 33％を占めており、実績値を見ても同じく

33％であり、目標どおりの稼働率を確保してい

るものと考えられる。 

情報系では、99.99％以上の稼働率目標という

企業が 25％、実績が 99.99％以上の企業も同じ

く 25％であり、基幹系よりも下がっており、や

はり基幹系を優先して稼動させていることがわ

かる。 

（2） 大企業、金融系グループが目標値・実績値とも

高い 

企業規模別に見てみると、従業員数 1000 人以

上の大企業がより高い傾向が見られる。これは

システム稼働率の低下が業務に及ぼす影響度合

いが大きいため、大企業ほどシステム稼働率を

重視しているといえる（図表 1-9-2-2、図表

1-9-2-3）。 

業種グループ別にみた場合、金融系グループ

が稼働率の目標・実績も含めて他のグループよ

り格段に高くなっている。これは金融庁などの

監督指導が反映されていることも影響している

だろう。情報系も同じような傾向で、他のグル

ープよりも目標値が高く設定され、実績値も高

くなっている（図表 1-9-2-4、図表 1-9-2-5）。 

重要インフラ系のグループも稼働率に関して

の考え方が徹底されているようで、金融系には

及ばないが高い稼働率を意識して目標値が設定

され、実績値にもあらわれている。 
図表 1-9-2-1 システム稼働率の目標値と実績値

14%

13%

9%

6%

19%

20%

16%

19%

13%

20%

17%

21%

8%

10%

9%

14%

3%

3%

4%

44%

34%

46%

36%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

目標値(n=762)
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幹

系
情

報
系

99.999％以上 99.99％以上 99.90％以上 99％以上 98%以下 目標値なしまたは不明
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企業の業務遂行を考えた場合、基幹系だけで

なくメールやファイル共有など紙媒体から電子

媒体に置き換わりシステム停止の影響が基幹系

と同じくらい重要となってきている。 

業種によって稼働率の考え方が基幹系・情報

系に関係なくシステムの重要性にあわせて考え

られているといえる。 

（3）稼働率と費用との関係 

稼働率を上げるためには、費用、設備、体制

が必要である。稼働率とそのために必要な費用、

施策との関係を図表 1-9-2-6 にまとめているの

で参考にしていただければ幸いである。 

図表 1-9-2-2 企業規模別基幹系システム稼働率 

図表 1-9-2-3 企業規模別情報系システム稼働率
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図表 1-9-2-4 業種別基幹系システム稼働率

図表 1-9-2-5 業種別情報系システム稼働率 
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図表 1-9-2-6 稼働率と費用・施策との関係

 

対象対象対象ペナルティ

SAN
クラスタリング
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ
三重化、四重化

SAN
クラスタリング
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ
三重化

SAN
NAS
クラスタリング
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ

NASシステム構成（例）
必要な機能
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費用
・構築費用
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3時間-6時間
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3時間-6時間
10分-1時間

6時間-12時間
10分-1時間

6時間-12時間
10分-1時間

修復時間
・故障修復
・再立ち上げ

常駐常駐
ケースによって
は2時間

1-3時間（昼）
6時間（夜間）

1-6時間1-6時間（昼）
12時間（夜間）

到着時間

5分50分8.6時間86時間172時間サービス停止時間
（ ）時間／年

あり
(Hot stand by)

あり
(Hot stand by)

あり
（2／N＋1台）

あり
（部分的）

なしバックアップ機

99.999%以上99.99%99.9%99%98%以下稼働率

レベル５レベル４レベル３レベル２レベル１
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即時
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0分-10分

3時間-6時間
10分-1時間
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10分-1時間

修復時間
・故障修復
・再立ち上げ
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は2時間
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6時間（夜間）
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99.999%以上99.99%99.9%99%98%以下稼働率

レベル５レベル４レベル３レベル２レベル１
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1．9．3 バックアップマシン保有動向 

稼働率向上のために必要なバックアップマシ

ンであるが、どの程度導入されているのであろ

うか。 

（1） 基幹系と情報系のバックアップマシンの保有の

格差が縮まる 

図表 1-9-3-1 にバックアップマシンの保有状

況をまとめている。これによると、基幹系で 51%、

情報系で 47%の企業がバックアップマシンを保

有しており、4 ポイントの差しかなかった。 

 

昨年と比較すると、基幹系、情報系ともに、

バックアップマシンを保有する企業の比率が少

しずつではあるが増加している。ハードウェア

の低価格化がバックアップマシン保有比率向上

の 1 つの要因であろう。 

業種別にみると、金融系でバックアップマシ

ン多重化が最も整備されており、複数箇所での

多重化も考慮されている。次に社会インフラ系

の対応が進んでいる（図表 1-9-3-2）。 

図表 1-9-3-1 バックアップマシンの保有状況
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）

情
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5
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複数箇所で多重化している 1箇所で多重化している 1台のみ（バックアップなし）
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図表 1-9-2-2 業種グループ別バックアップマシンの保有状況 
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1．9．4 ITIL の活用 

ITIL（Information Technology 
Infrastructure Library）は、英国商務省が IT
サービス管理をする上での業務プロセスと手法

を体系的に標準化したものであり、システム運

用に関するバイブルとなりつつある。 

運用業務プロセスや手法が網羅されており、

システム運用の見直しや漏れを確認し改良改善

を進めるために有効であるが、導入の状況はど

うであろうか。 

（1） 大企業では徐々に導入が始まる 

全体では、全面的に導入した企業は 1％と前年

と変わりはないが、一部のプロセスに導入して

いる企業が 3％→5％とわずかではあるが増加し

ている。導入を検討している企業はあまり変化

はなかった（図表 1-9-4-1）。 

従業員数 1000 人以上の大企業では、全面的あ

るいは一部のプロセスで導入している企業が、

8％→14％と 6 ポイント増えており、また導入を

検討している企業も 28%→33％と 5 ポイント増

加しており、ITIL 導入への意慾が高まりつつあ

る。 

 

昨年と比較すると、従業員数 1000 名以上の大

企業では、「ITIL を一部のプロセスで導入してい

る」が 7％→12％で 5 ポイント増加しており、

大企業を中心に少しずつ導入が進んでいること

がわかる。また、従業員数 1000 以上の企業では、

「ITIL の導入を検討している」と回答している

企業が、28％→33％と 5 ポイント増加し、約 3
割の企業が導入を検討していることになった。 

業種別に ITIL の活用状況を見てみると、金融

ルループでは、「ITIL を全面的に取り入れてい

る」「ITIL を一部のプロセスで導入している」を

合わせて見ると、金融業界と重要インフラ系が

他の業界に比べて ITIL の活用が進んでいる（図

表 1-9-4-2）。 

SLA と ITIL の関係をみると SLA を採用して

いる企業は ITIL を参考にしているようであり、

相関関係がみてとれる（図表 1-9-4-3）。 

図表 1-9-4-1 ITIL の導入状況 
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1000人以上(n=223)　

全体(n=893)　
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1000人以上(n=273)　

0
6
年

度
0
5
年

度

1．ITILを全面的に取り入れている

2．ITILを一部のプロセスで導入している

3．ITILの導入を検討している

4．ITILを導入する予定はない
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図表 1-9-4-3 SLA と ITIL の導入状況の関係

図表 1-9-4-2 業種別 ITIL の導入状況 

図表 1-9-4-3 日本版 SOX 法対応と ITIL の導入状況の関係
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検討している(n=115）

SLAを導入する　　
予定はない(n=122）

1．ITILを全面的に取り入れている

2．ITILを一部のプロセスで導入している

3．ITILの導入を検討している

4．ITILを導入する予定はない

図表 1-9-4-4 日本版 SOX 法体制構築と ITIL の導入状況の関係
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4．ITILを導入する予定はない
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1．10 情報システムの信頼性 

2006 年度の重点テーマの１つとして、「情報

システムの信頼性」として、情報システム障害

の状況とその防止に絞って調査を実施した。 

背景としては、情報システム障害が社会的・

経済的に及ぼす影響が、これまでになく大きく

なっていると言うことがある。代表的な例とし

て、2005 年 12 月、東京証券取引所の情報シス

テム障害による株売買停止や誤売買による混乱

が発生し、社会的・経済的に非常に大きな混乱

を与えたことは記憶に新しい。過去にさかのぼ

ると、2002 年のみずほ銀行のシステム統合にお

けるトラブルも大きなインパクトがあったが、

情報システムの利用者拡大や利用領域の拡大に

よってシステム障害の影響がこれまでになく大

きくなっている。 

情報システム障害を防止するためには何をす

べきなのか、何が必要であるのか、現状を調査

し、整理して行きたい。 

1．10．1 情報システム障害とその原因 

まず、現状を確認するために、システム障害

の現状と何が原因と考えられているのかを調査

した。 

（1） IT 部門のシステム安定稼動への取り組みには

おおむね満足するも不安は持っている 

システムの安定稼動に対する IT部門の取り組

みに対して、利用部門（経営企画部門）は、4 割

が満足しており、不満は 1 割程度で、おおむね

満足と言える（図表 1-10-1-1）。 

 

一方、利用部門（経営企画部門）が、自社の

システムの信頼性に対してどのような意識を持

っているのかを質問した結果は、「同業他社なみ

の対策をしているが多少不安」が 68%と、約 7
割の企業が不安を抱いているのが現状である

（図表 1-10-1-2）。 

昨今の大規模なシステム障害の発生からか、

自社でも何かあるのではないかという漠然とし

た不安を感じている企業が多いようだ。 

 

（2） 「役員以上が認識している障害」の半数近くが

年１～2 回 

では、実際に大規模な障害はどの程度あるの

だろうか。ここでは、過去 1 年間に、基幹とな

るシステムについて、役員以上が認識している

障害の数を答えてもらった。 

それによると、システム障害は企業規模に関

係なく発生しているようで、役員以上が認識し

ている障害が年 1～2 回発生したという企業が

46%と約半数を占めている。 

一方、役員以上が認識している障害が年 0 件

という企業も約 3 割あった。質問では最近 1 年

の障害と限定しているため、実際に発生してい

ているが担当者内ですませているのか、重大な

障害が発生していないのかの切り分けが難しい。 

図表 1-10-1-2 自社の情報システムの信頼性への
認識（利用部門） 

(n=703)

満足
36%

普通
47%

非常に満
足
4%

非常に不
満
1%

不満
12%

(n=708)

わからない
4%

かなり不安
18%

十分な対策
ができてお
り不安はな

い
10%

同業他社な
みの対策

はできてい
るが多少不

安
68%

図表 1-10-1-1 システム安定稼動への取り組み
に対する満足度 
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年 3 回～5 回発生したという企業は、従業員数

1000 人未満の中堅企業で 17%、従業員数 1000
人以上の大企業で 22%であった（図表 1-10-1-3）。 

業種グループ別で見ると、金融系グループで

は、役員以上が認識しているシステム障害が、

年 10 回以上と企業が 13％と、他の業種グルー

プに比べて高くなっている。システム障害が社

会に与える影響が大きいため、小さな障害も細

かく報告されているものと推測される（図表

1-10-1-4）。 

このように、「役員以上が認識している障害」

は、各企業の情報システムの活用状況やビジネ

スインパクトの影響度、業界の特性、CIO の有

無によって、対応状況に差が出ているようであ

る。 

 インタビューによると、CIO がいる場合は、

かなり細かい障害までを CIO に報告しているよ

うである。CIO がビジネスインパクトにより社

長に報告するか、報告しないか判断をしている

企業もある。 

・ビジネスインパクトの大きいものは、社長に

報告する 
・CIO がいる場合は、かなり詳細なシステム障

害まで報告する。 
・システム投資に影響の多い障害は社長に報告

する。 
・システム障害とビジネスインパクトによりエ

スカレーションルールを決めて運用 
・障害内容、障害規模、対処方法、報告ルール

などを規定して運用いる。 

など「役員以上が認識している障害」は、各

企業の置かれた状況により様々な運用がなされ

ている。 

 

31%

34%

23%

46%

45%

48%

18%

17%

22%

3%

2%

4%

3%

2%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=772)

1000人未満(n=550)

1000人以上(n=222)

0/年 1～2/年 3～5/年 6～10/年 10以上/年

39%

31%

35%

30%

17%

23%

23%

42%

55%

46%

47%

30%

46%

45%

15%

12%

17%

19%

36%

21%

20%

4%

2%

0%

1%

4%

5%

6%

0%

0%

1%

3%

13%

5%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業(n=105)

素材製造(n=128)

機械等製造(n=202)

商社・流通系(n=139)

金融(n=47)

重要インフラ系(n=57)

サービス系(n=94)

0/年 1～2/年 3～5/年 6～10/年 10以上/年

図表 1-10-1-3 役員以上が認識しているシステムの障
害

図表 1-10-1-4 業種別役員以上が認識しているシステム障害
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（2） 障害の主な原因は、断トツでネットワーク障害と

ハードウェアの故障 

前述の「役員に報告する」ような、大規模な

情報システム障害の主な原因上位 2 つを選択し

てもらった結果が図表 1-10-1-5 である。 

１位として選択された項目では「ネットワー

クの障害」が最も多く挙げられ、2 位に挙げた企

業も含めると 6 割超の企業が選択している。 

情報システムにネットワークが不可欠となり、

社内、社外のネットワーク障害がシステムに及

ぼす影響が大変大きくなっている。ネットワー

クの信頼性向上策やネットワークの 2 重化など

の検討も重要な課題になっている。 

2 番目に多く挙げられたのは「ハードウェアの

障害」で、2 位に挙げられたものも含めると、6
割を超えている。機器故障などは障害回避が難

しく、多重化構成など、信頼性を高めるシステ

ム構成を図る必要がある。 

3 番目には「独自ソフトウェアのバグ」、4 番

目に「運用オペレーションのミス」、5 番目に「パ

ッケージソフトウェアのバク」と続いている。

これらの原因に対しては、信頼性の強化を意識

して改善を進めることで、システムに内紛して

いる障害を減少させることが可能である。 

 

3 位の「独自ソフトウェアのバク」と 5 位の「パ

ッケージソフトウェアのバグ」は、ソフトウェ

ア導入・開発フェーズでの課題で、4 位は「運用

オペレーションによるミス」は運用フェーズの

課題である。 

企業規模別に見てみると、従業員数 1000 名以

上、1000 名未満ともに順位による差は見られな

いが、1 位、2 位を合わせて考えると 1000 名未

満の企業は、「ネットワークの障害」よりも「ハ

ードウェアも障害」を原因としている場合が多

い（図表 1-10-1-6）。 

これは 1000 名未満の企業では、ハードウェア

の 2 重化構成等による信頼性設計が不足してい

たり、ネットワークの影響が少ないシステムも

含まれていたりすることが推定される。 

経済産業省が進めている「情報システムの信

頼性向上に関するガイドライン」では、システ

ム重要度（重要インフラシステム等、企業基幹

システム、その他システム）に分類してシステ

ム重要度毎に信頼性・安全性の実施がガイドさ

れており、システム利用者だけでなく、システ

ム供給者、経営者も情報システムの信頼性・安

全性について見直す必要があろう。 

40%

29%

10%

7%

5%

3%

2%

1%

3%

24%

34%

12%

13%

5%

5%

4%

2%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ネットワークの障害

ハードウェアの故障

独自開発ソフトウェアのバグ

運用オペレーションにおけるミス

パッケージソフトウェアのバグ

要求仕様の誤り

OS、ミドルウェアのバグ

DBMSのバグ

その他

1位(n=640)

2位(n=570)

図表 1-10-1-5 システム障害の主な原因 



 12

41%

30%

10%

7%

2%

5%

2%

1%

3%

36%

28%

11%

7%

5%

5%

2%

2%

2%

25%

35%

12%

12%

4%

5%

5%

2%

1%

21%

32%

12%

16%

6%

5%

5%

2%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ネットワークの障害

ハードウェアの故障

独自開発ソフトウェアのバグ

運用オペレーションにおけるミス

要求仕様の誤り、設計ミス

パッケージソフトウェアのバグ

OS、ミドルウェアのバグ

DBMSのバグ

その他

ネットワークの障害

ハードウェアの故障

独自開発ソフトウェアのバグ

運用オペレーションにおけるミス

要求仕様の誤り、設計ミス

パッケージソフトウェアのバグ

OS、ミドルウェアのバグ

DBMSのバグ

その他

1
0
0
0人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

１位 2位

図表 1-10-1-6 企業規模別システム障害の主な原因
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1．10．2 信頼性向上における課題と施策 

（1） 信頼性向上での悩みは、対応できる人材不足

とシステム構成要素の複雑化が原因 

信頼性向上を図るうえでのお悩み事項、上位 2
つを選択してもらった。 

結果によると、最も多く選択された悩みは、

「IT 部門で対応できる人が不足している」で 1
位に 39％、2 位に 20％の企業が悩みとしてあげ

ている。2 番目には「システムの構成要素が複雑

で原因追求が難しい」、3 番目に「テストが不足

している（テスト内容、テスト環境、テスト要

員、テスト期間の不足）」が挙げられている以下、

「レビュー不足（企画、設計、テスト）」「ベン

ダーのサポート力不足」「納期が絶対条件で十分

な工期が確保できない」の順となっている（図

表 1-10-2-1）。 

それぞれの悩み、課題に対しては、以下のよ

うな対策が考えられる。 

1 位の「IT 部門で対応できる人が不足してい

る」に関しては、IT 技術の進歩、利用形態の拡

大、セキュリティ確保、システムの複雑化など

が急激に進んでいるため、システム全体を見渡

すことのできる人材が不足している状態である。

信頼性向上に対応できる人材の育成が急務であ

る。 

 

2 位の「システムの構成要素が複雑で原因追求

が難しい」は、各ベンダーの得意分野に絞った

製品（部品）を組合せてシステムを構築してい

るので、各々の製品間の障害追求が難しく、原

因の究明まで到達することが困難となってきて

いる。 

各ベンダー間の原因究明の協力体制を確立し、

部分最適なシステムから保守運用を考慮したシ

ステム全体の信頼性向上に向けたシステム構成

に見直していく必要がある。 

「テストが不足している（テスト内容、テス

ト環境、テスト要員、テスト期間の不足）」であ

るが、システム障害の原因を追及するとテスト

が不足していることが多い。テスト要員不足、

テスト内容の吟味不足、テスト期間不足など

諸々な要因も考えられる。対策は、本番環境に

近い環境でテストを十分に実施することである。 

24 時間 365 日稼働などでシステム停止が困難、

インターネットでの BtoC で利用者人数が急激

に増減する、システム改修や機能追加で負荷テ

ストや本番環境に近い十分なテストができない、

など、理由は様々あるが、重要なシステムであ

れば、「本番環境に近い環境でのテスト機を準備

して十分なテストが可能な環境整備をする」こ

とは必須であろう。 

39%

17%

16%

10%

9%

7%

2%

24%

22%

13%

16%

4%

1%

20%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

IT部門で対応できる人が不足している

システムの構成要素が複雑で
原因追求が難しい

テスト不足（テスト内容、テスト環境、
テスト要員、テスト期間）

レビュー不足（企画、設計、テスト）

ベンダーのサポート力が不足している

納期が絶対条件で、
十分な工期が確保できない。

その他

1位(n=737)

2位(n=688)

図表 1-10-2-1 企業規模別システム障害の主な原因
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信頼性の向上のための施策として、レビュー

（企画、設計、開発、テスト）を強化すること

も重要である。システムオーナのレビュー参加

を義務付けたり、システムオーナの役割を明確

にしたり、要求仕様の誤りや設計ミスを回避す

るレビューを確実に実施して効果を上げること

である。 

（2） 信頼性向上の施策が設計・開発段階が中心で

企画・要求段階や保守・運用段階が未熟 

以下では、「企画・要求仕様段階」「設計・開

発段階」「保守・運用段階」それぞれにおいて必

要かつ有効と考えられる施策を挙げ、それらの

実施状況を聞いている。 

それぞれの施策は以下の通りである。 

A．システム化企画・要求仕様段階 
 
①要求仕様書への性能要件 
（レスポンスタイム等）の記載 

②要求仕様書への信頼性要件 
（稼動率・障害回復時間等）の記載 

③要求仕様書への運用要件（要員の常駐等）の

記載 
④要求仕様書の自社での作成 
⑤ユーザー（オーナー）による要求仕様のレビ

ュー 
⑥プロジェクトリスクを考慮した工期の設定 
 
B．システム設計・開発段階での施策 
 
①全体（ハード、ソフト、ネットワーク、電源）

の信頼度を考慮したシステム構成 
②オペレーションミスを起こさせない設計（ユ

ーザビリティ含む）の考慮 
③システム信頼性を考慮したソフトウェア構

成の設計 
④運用を考慮した設計 
（設計段階からの運用担当者の参画） 

⑤開発の標準化 
⑥レビューの十分な実施 
⑦十分なテスト期間の確保 
⑧エンドユーザーの検収への参加 

C．システム保守・運用段階 
 
①開発と保守・運用の引継ぎ実施 
（運用受け入れレビュー等） 

 
②関連会社、委託先を含めた保守・運用におけ

る役割分担の明確化 
③影響度等に応じたシステム障害のレベル定

義とそれに応じた報告体制の構築 
④運用におけるサービスレベルの設定と 
実績の報告 

⑤システム障害時の手順の明確化 
⑥システム障害の原因の究明と社内外関係者

による対策の共有化 
⑦システム障害を想定した定期的な訓練 
⑧定期的なベンダーとのコミュニケーション

会議 
⑨品質管理担当者・対応組織の設置 

調査の結果によると、設計・開発段階の施策

については、8 割の企業が実施しているが、企

画・要求仕様段階や保守・運用段階での信頼性

向上の施策が 7 割～3 割強など、施策内容によっ

て実施状況に差が発生している（図表 1-10-2-2
～1-10-2-4）。 

また、企業規模により、これらの取り組み状

況の差が顕著である（図表 1-10-2-5～1-10-2-7）。 

以下にて、それぞれの段階での施策について、

詳細に見ていく。 



 15

図表 1-10-2-2 信頼性向上のためのシステム企画・要求仕様作成段階での施策 

図表 1-10-2-3 信頼性向上のためのシステム設計・開発段階での施策

22%

11%

12%

15%

17%

17%

11%

17%

55%

54%

51%

52%

37%

49%

50%

51%

12%

16%

16%

14%

9%

16%

21%

13%

12%

19%

22%

19%

36%

18%

19%

20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①全体（ハード、ソフト、ネットワーク、電源）の

信頼度を考慮したシステム構成(n=772)

②オペレーションミスを起こさせない設計
（ユーザビリティ含む）の考慮(n=771)

③システム信頼性を考慮した

ソフトウェアの構成(n=771)

④運用を考慮した設計（設計段階からの

運用担当者の参画）(n=771)

⑤開発の標準化(n=772)

⑥レビューの十分な実施(n=771)

⑦十分なテスト期間の確保(n=772)

⑧エンドユーザーの検収への参加(n=770)

すべてのシステムで実施 システムの特性に応じ実施 ミッションクリティカルなシステムのみ実施 実施していない

3%

2%

2%

11%

12%

12%

39%

30%

28%

42%

40%

43%

14%

16%

12%

8%

11%

15%

44%

51%

57%

39%

37%

30%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①要求仕様書への性能要件の記載(n=773)

②要求仕様書への信頼性要件の記載(n=774)

③要求仕様書への運用要件の記載(n=767)

④要求仕様書の自社での作成(n=768)

⑤ユーザー（オーナー）による
要求仕様のレビュー(n=772)

⑥プロジェクトリスクを考慮した工期(n=772)

すべてのシステムで実施 システムの特性に応じ実施 ミッションクリティカルなシステムのみ実施 実施していない
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図表 1-10-2-4 信頼性向上のためのシステム保守・運用段階での施策 

22%

22%

12%

8%

18%

17%

2%

11%

4%

47%

41%

38%

48%

44%

17%

45%

19%

10%

9%

12%

16%

15%

15%

14%

11%

8%

22%

28%

34%

39%

18%

24%

67%

33%

69%

41%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①開発と保守・運用の引継ぎ実施(n=771)

②関連会社、委託先を含めた

保守・運用における役割分担の明確化(n=773)

③影響度等に応じたシステム障害の

レベル定義とそれに応じた報告体制の構築(n=772)

④運用におけるサービスレベルの設定と実績の報告(n=767)

⑤システム障害時の手順の明確化(n=771)

⑥システム障害の原因の究明と

社内外関係者による対策の共有化(n=768)

⑦システム障害を想定した定期的な訓練(n=772)

⑧定期的なベンダーとのコミュニケーション会議(n=772)

⑨品質管理担当者・対応組織の設置(n=767)

すべてのシステムで実施 システムの特性に応じ実施 ミッションクリティカルなシステムのみ実施 実施していない

2%

1%

1%

8%

8%

10%

6%

5%

5%

19%

24%

18%

31%

24%

21%

37%

35%

36%

57%

46%

45%

54%

52%

61%

13%

15%

12%

9%

12%

16%

17%

19%

13%

7%

11%

10%

54%

60%

65%

46%

46%

37%

19%

29%

37%

20%

14%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要求仕様書への性能要件の記載(n=551)

要求仕様書への信頼性要件の記載(n=552)

要求仕様書への運用要件の記載(n=547)

要求仕様書の自社での作成(n=547)

ユーザー（オーナー）による要求仕様のレビュー(n=550)

プロジェクトリスクを考慮した工期(n=550)

要求仕様書への性能要件の記載(n=222)

要求仕様書への信頼性要件の記載(n=222)

要求仕様書への運用要件の記載(n=220)

要求仕様書の自社での作成(n=221)

ユーザー（オーナー）による要求仕様のレビュー(n=222)

プロジェクトリスクを考慮した工期(n=222)

1
00

0人
未

満
10

00
人

以
上

すべてのシステムで実施 システムの特性に応じ実施 ミッションクリティカルなシステムのみ実施 実施していない

図表 1-10-2-5 企業規模別信頼性向上のためのシステム企画・要求仕様作成段階での施策 
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18%

8%

9%

14%

11%

12%

8%

12%

30%

17%

20%

18%

31%

28%

19%

29%

54%

52%

49%

49%

34%

46%

46%

49%

56%

59%

55%

60%

47%

55%

58%

55%

13%

15%

15%

13%

11%

18%

22%

13%

10%

18%

18%

15%

7%

13%

19%

12%

15%

24%

28%

24%

44%

24%

24%

26%

3%

7%

7%

7%

15%

3%

5%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体の信頼度を考慮したシステム構成(n=550)

オペレーションミスを起こさせない設計(n=550)

システム信頼性を考慮したソフトウェアの構成(n=550)

運用を考慮した設計(n=551)

開発の標準化(n=552)

レビューの十分な実施(n=551)

十分なテスト期間の確保(n=552)

エンドユーザーの検収への参加(n=550)

全体の信頼度を考慮したシステム構成(n=222)

オペレーションミスを起こさせない設計(n=221)

システム信頼性を考慮したソフトウェアの構成(n=221)

運用を考慮した設計(n=220)

開発の標準化(n=220)

レビューの十分な実施(n=220)

十分なテスト期間の確保(n=220)

エンドユーザーの検収への参加(n=220)

1
0
00

人
未

満
10

0
0人

以
上

すべてのシステムで実施 システムの特性に応じ実施 ミッションクリティカルなシステムのみ実施 実施していない

図表 1-10-2-6 企業規模別信頼性向上のためのシステム設計・開発段階での施策
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16%

15%

7%

4%

12%

11%

1%

8%

2%

36%

39%

26%

16%

34%

30%

5%

18%

11%

46%

40%

38%

35%

47%

43%

13%

40%

15%

47%

45%

50%

44%

50%

47%

28%

59%

30%

10%

11%

13%

15%

17%

17%

11%

10%

7%

9%

5%

10%

17%

10%

11%

22%

14%

9%

27%

34%

42%

45%

24%

29%

75%

42%

76%

9%

12%

14%

23%

5%

12%

46%

10%

50%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

開発と保守・運用の引継ぎ実施(n=550)

関連会社、委託先を含めた

保守・運用における役割分担の明確化(n=551)

影響度等に応じたシステム障害の

レベル定義とそれに応じた報告体制の構築(n=551)

運用におけるサービスレベルの

設定と実績の報告(n=547)

システム障害時の手順の明確化(n=551)

システム障害の原因の究明と

社内外関係者による対策の共有化(n=548)

システム障害を想定した定期的な訓練(n=551)

定期的なベンダーとのコミュニケーション会議(n=551)

品質管理担当者・対応組織の設置(n=548)

開発と保守・運用の引継ぎ実施(n=221)

関連会社、委託先を含めた

保守・運用における役割分担の明確化(n=222)

影響度等に応じたシステム障害の

レベル定義とそれに応じた報告体制の構築(n=221)

運用におけるサービスレベルの

設定と実績の報告(n=220)

システム障害時の手順の明確化(n=220)

システム障害の原因の究明と

社内外関係者による対策の共有化(n=220)

システム障害を想定した定期的な訓練(n=221)

定期的なベンダーとのコミュニケーション会議(n=221)

品質管理担当者・対応組織の設置(n=219)

1
00

0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

すべてのシステムで実施 システムの特性に応じ実施 ミッションクリティカルなシステムのみ実施 実施していない

図表 1-10-2-7 企業規模別信頼性向上のためのシステム保守・運用段階での施策 
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（6） 企画・要求仕様段階での施策は、要求仕様書

の性能、信頼性、運用要件記載の充実へ 

企画・要求仕様作成段階での各企業が実施し

ている対策は、1 位は「プロジェクトリスクを考

慮した工期」70％、2 位「ユーザ(オーナー)によ

る要求仕様のレビュー」63％、3 位「要求仕様書

の自社での作成」61％、4 位「要求仕様書への性

能要件の記載」となっている（図表 1-10-2-2）。 

本調査で要求仕様書を自社で作成する必要性

を提言した結果、約 6 割の企業が信頼性向上の

施策として実施している。今後は要求仕様書の

記載内容が課題であり、性能要件 56％、信頼性

要件 49％、運用要件 43％と性能要件や信頼性の

要件までは約半数の企業で考慮しているが運用

要件まで踏み込んでいる企業が少ない。 

企画・要求仕様段階を企業規模別に見ると、

1000 人以上と 1000 人未満で信頼性向上への施

策に対する格差が大きい。「プロジェクトリスク

を考慮した工期」88％→63％で 25 ポイントの差

がある。「ユーザ(オーナー)による要求仕様のレ

ビュー」86％→54％で 32 ポイントの差がある。

「要求仕様書の自社での作成」80％→56％で 24
ポイントの差がある。「要求仕様書への性能要件

の記載」では、81％→46％で 35 ポイントの差が

ある。「要求仕様書への信頼性要件の記載」71％
→60％で 11 ポイントの差がある。「要求仕様書

への運用要件の記載」63％→43％で 20 ポイント

の差がある（図表 1-10-2-5）。 

企画・要求仕様段階での信頼性向上に向けて

の施策が 1000 人未満の企業が遅れている。まず

信頼性向上施策の 1 位「プロジェクトリスクを

考慮した工期」、2 位「ユーザ(オーナー)による

要求仕様のレビュー」の施策を実施することが

重要である。 

1 位の「プロジェクトリスクを考慮した工期」

と 5 位の「要求仕様書への信頼性要件（稼働率・

障害回復時間等）の記載」について業種別に見

ると、金融業界が先行しているが「プロジェク

トリスクを考慮した工期」について他業界との

差異が少ない。しかし「要求仕様書への信頼性

要件（稼働率・障害回復時間等）の記載」に関

しては、金融業界の先行に他業界の追従が始ま

った段階といえる。金融業界の信頼性向上の施

策ノウハウを取り入れる必要がある（図表

1-10-2-8、図表 1-10-2-9）。 

（7）設計・開発段階での信頼性向上の施策は、開発

の標準化の遅れ 

システム設計・開発段階での施策順位は、1 位

「全体の信頼性を考慮したシステム構成」、2 位

「レビューの十分な実施」、3 位「十分なテスト

期間の確保」、4 位「オペレーションミスを起こ

させない設計」、5 位「運用を考慮した設計」と

なっている。設計・開発段階での浸透と比べる

と「開発の標準化」が約 6 割で他の信頼性の施

策からの取組の遅れも見逃せない（図表

1-10-2-3）。 

企業規模別に見ると、1000 人未満と 1000 以

上で比べると「全体の信頼度を考慮したシステ

ム構成」85％→97％で 12 ポイントの差となって

おり企業規模の差が少ない（図表 1-10-2-6）。 

「オペレーションミスを起こさせない設計」

76％→93％で 17 ポイントの差、「運用を考慮し

た設計」76％→93％で 17 ポイントの差、「十分

なテスト期間の確保」76％→95％で 19 ポイント

の差、「レビューの十分な実施」76％→97％で

21 ポイントの差、「エンドユーザーの検収への参

加」76％→96％で 22 ポイントの差、「システム

信頼性を考慮したソフトウェア構成の設計」

72％→93％で 21 ポイントの差、「開発の標準化」

56％→85％で 29 ポイントの差となっており、信

頼性向上に向けての施策が 1000 人以上の企業

との差が大きい。 

1000 人未満の企業は「レビューの十分な実施」、

「エンドユーザーの検収への参加」など簡単な

施策から実施が必要である。 

1 位の「全体の信頼度を考慮したシステム構

成」と 8 位の「開発の標準化」を業種別で見る

と施策順位の高い「全体の信頼度を考慮したシ

ステム構成」は業種間の差異が見られないが、8
位の「開発の標準化」は、金融業界と他の業界

で取組の差異が見られる（図表 1-10-2-10、図表

1-10-2-11）。 
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図表 1-10-2-8 業種別プロジェクトリスクを考慮した工期 

図表 1-10-2-9 要求仕様書への信頼性要件の記載 

2%

1%

1%

2%

6%

7%

2%

28%

35%

23%

30%

53%

34%

26%

19%

15%

18%

13%

9%

18%

21%

51%

49%

58%

55%

32%

41%

51%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業(n=106)

素材製造(n=128)

機械等製造(n=201)

商社・流通系(n=141)

金融(n=47)

重要インフラ系(n=56)

サービス系(n=95)

1．すべてのシステムで実施
2．システムの特性に応じ実施

3．ミッションクリティカルなシステムのみ実施
4．実施していない

13%

13%

9%

10%

23%

9%

16%

46%

56%

38%

41%

51%

39%

38%

14%

6%

20%

12%

9%

18%

19%

26%

24%

33%

37%

17%

34%

27%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業(n=106)

素材製造(n=127)

機械等製造(n=201)

商社・流通系(n=140)

金融(n=47)

重要インフラ系(n=56)

サービス系(n=95)

1．すべてのシステムで実施
2．システムの特性に応じ実施

3．ミッションクリティカルなシステムのみ実施
4．実施していない
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図表 1-10-2-10 全体の信頼度を考慮したシステム構成 

図表 1-10-2-11 開発の標準化 

25%

23%

19%

23%

28%

19%

18%

58%

60%

53%

45%

47%

60%

62%

8%

7%

18%

12%

13%

11%

13%

9%

10%

9%

20%

13%

11%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業(n=106)

素材製造(n=128)

機械等製造(n=201)

商社・流通系(n=141)

金融(n=47)

重要インフラ系(n=56)

サービス系(n=95)

1．すべてのシステムで実施
2．システムの特性に応じ実施
3．ミッションクリティカルなシステムのみ実施
4．実施していない

13%

17%

15%

15%

43%

16%

16%

43%

43%

40%

35%

30%

35%

28%

11%

6%

9%

10%

6%

9%

14%

32%

35%

36%

40%

21%

40%

42%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業(n=106)

素材製造(n=127)

機械等製造(n=201)

商社・流通系(n=139)

金融(n=47)

重要インフラ系(n=57)

サービス系(n=95)

1．すべてのシステムで実施
2．システムの特性に応じ実施

3．ミッションクリティカルなシステムのみ実施
4．実施していない
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（8）保守・運用段階での信頼性向上の施策は、シス

テム障害時の手順の明確化が 8 割を超えている  

システム保守・運用段階では、1 位「システム

障害時の手順の明確化」が 8 割実施しており、2
位「開発と保守・運用の引継ぎ実施」、3 位「シ

ステム障害の原因究明と社内外関係者による対

策の共有化」となっている（図表 1-10-2-4）。 

システム保守・運用段階は、システム障害発

生の場面であり「運用オペレーションによるミ

ス」の減少が目標であるが、障害が無くならな

い前提で考えると「障害の発生から如何に短時

間でシステム障害を回復するか」が重要なポイ

ントであり、「システム障害時の手順の明確化」

や障害の対応策の事前検討や訓練の実施などが

必要である。 

企業規模別で見ると、1000 人未満と 1000 人

以上で比較すると「システム障害時の手順の明

確化」76％→95％で 19 ポイントの差、「開発と

運用保守の引継ぎ」73％→91％で 19 ポイントの

差、「システム障害の原因の究明と社内外関係者

による対策の共有化」71％→88％で 17 ポイント

の差となっており、17～19 ポイントの差であり、

「システム障害の原因究明と社内外関係者によ

る対策の共有化」の差が一番少ない（図表

1-10-2-7）。 

 

「障害の原因究明の社内外関係者の情報共

有」の必要性が企業規模に関係なく障害時の対

策の基本であるが、全体では 3位となっている。 

1 位・2 位は先ずは起こさせない施策、3 位と

して起きたときの信頼性向上施策となっている。

「定期的なベンダーとのコミュニケーション会

議」58％→90％で 33 ポイントの差、「システム

障害を想定した訓練」25％→54％で 29 ポイント

の差となっており企業規模の差が大きく、継続

的な信頼性向上策が 1000 人未満の企業が行わ

れていない。企業規模による組織や体制ができ

ていない要因も推定できる。 

業種別に、「システム障害を想定した定期的な

訓練」、「定期的なベンダーとのコミュニケーシ

ョン会議」、「システム障害時の手順の明確化」、

「品質管理担当者・対応組織の設置」、「影響度

に応じたシステム障害のレベル定義とそれに応

じた報告体制の構築」を分析すると、信頼性へ

の対応状況は、金融系が一番進んでおり、次が

社会インフラ系、サービス系の順位となってい

る。「定期的なベンダーとのコミュニケーション

会議」は各業界ともきちんと実施されているが、

「システム障害を想定した定期的な訓練」と「品

質管理担当者・対応組織の設置」は、まだまだ

実施が遅れている状況である（図表 1-10-2-12～
1-10-2-16）。 

図表 1-10-2-12 業種別システム障害を想定した定期的な訓練の関係 

1%

2%

0%

3%

6%

7%

3%

17%

20%

12%

11%

36%

18%

21%

12%

10%

10%

14%

23%

21%

19%

70%

67%

77%

73%

34%

54%

57%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=105）

素材製造（n=128）

機械等製造（n=201）

商社・流通系（n=140）

金融（n=47）

重要インフラ系（n=56）

サービス系（n=95）

1．すべてのシステムで実施
2．システムの特性に応じ実施

3．ミッションクリティカルなシステムのみ実施
4．実施していない
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図表 1-10-2-13 業種別定期的なベンダーとのコミュニケーション会議の関係

図表 1-10-2-14 業種別システム障害時の手順の明確化の関係 

13%

10%

4%

14%

21%

14%

14%

45%

48%

40%

41%

57%

54%

49%

10%

9%

12%

10%

9%

11%

14%

32%

34%

43%

35%

13%

21%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業(n=105)

素材製造(n=128)

機械等製造(n=201)

商社・流通系(n=140)

金融(n=47)

重要インフラ系(n=56)

サービス系(n=95)

1．すべてのシステムで実施
2．システムの特性に応じ実施
3．ミッションクリティカルなシステムのみ実施
4．実施していない

13%

17%

16%

14%

51%

21%

16%

56%

51%

48%

44%

34%

50%

49%

14%

14%

17%

14%

6%

13%

21%

16%

18%

18%

28%

9%

16%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業(n=104)

素材製造(n=128)

機械等製造(n=201)

商社・流通系(n=140)

金融(n=47)

重要インフラ系(n=56)

サービス系(n=95)

1．すべてのシステムで実施
2．システムの特性に応じ実施

3．ミッションクリティカルなシステムのみ実施
4．実施していない
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図表 1-10-2-15 業種別品質管理担当者・対応組織の設置の関係 

図表 1-10-2-16 業種別影響度に応じたシステム障害のレベル定義とそれに応じた報告体制の構築 

3%

6%

2%

2%

19%

9%

2%

18%

19%

15%

16%

26%

27%

27%

3%

9%

8%

7%

11%

5%

11%

76%

67%

75%

75%

45%

58%

60%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業(n=103)

素材製造(n=127)

機械等製造(n=201)

商社・流通系(n-139)

金融(n=47)

重要インフラ系(n=55)

サービス系(n=95)

1．すべてのシステムで実施

2．システムの特性に応じ実施

3．ミッションクリティカルなシステムのみ実施

4．実施していない

12%

10%

9%

10%

34%

14%

13%

42%

50%

36%

38%

40%

45%

42%

10%

6%

17%

9%

9%

13%

18%

36%

34%

37%

43%

17%

29%

27%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業(n=106)

素材製造(n=127)

機械等製造(n=201)

商社・流通系(n=140)

金融(n=47)

重要インフラ系(n=56)

サービス系(n=95)

1．すべてのシステムで実施
2．システムの特性に応じ実施
3．ミッションクリティカルなシステムのみ実施
4．実施していない



 25

（9） システム信頼性の向上策より、障害を如何に早

く復旧するかの対処が重要 

インタビューから、信頼性向上のための施策

を列挙すると以下の通りである。 

① ベンダーとの定期的なコミュニケーションを

きちんと実施している。 

② 障害が起きたものは、如何に早く復旧するか

の対処が重要である。 

③ トラブルデータベースを構築して、開発段階

で信頼性の対策を実施してもシステム障害が

発生するので、保守運用段階でのシステム障

害情報を蓄積して原因究明とノウハウ蓄積を

行い再発防止する。（トラブル情報を蓄積し、

原因の解析や障害対応策ノウハウ蓄積） 

④ エスカレーションする知識をルール化する。

（障害の重要度、回復時間などからビジネス

インパクトを考慮して、誰まで報告するかの

ルールを確定する） 

⑤ 本番環境に近いテスト機を準備して、テスト

を実施する。 

⑥ システム発注時に、信頼性を考慮しないで要

求仕様の作成や改修作業を行っていることが

あるので改善している。 

⑦ 改修期間が短くなっているにもかかわらず、

信頼性の要求が高くなっているのでユーザテ

ストやユーザレビューを実施する。 

⑧ ERP を採用した方が独自に開発したソフト

ウェアより信頼性がたかく、ソフトウェア不

具合を減少するために ERP を採用している。

ERP での不具合のほとんどが利用者側の原

因が多い。 

⑨ 大規模システムのテスト漏れをなくすために

テスト機を準備して負荷テストやリソーステ

ストを実施する。 

⑩ 運用担当者の『ケアレスミス』削減と訓練の

実施。 

⑪ システム開発のレビューの強化。 

⑫ カットオーバー時の判断を強化して、品質を

担保する。 

⑬ ビジネスインパクトを考慮した保守体制。 

⑭ 日本版 SOX 法を契機として、運用のドキュメ

ントを整備した。 

⑮ アプリケーションオーナー制度を導入して、

システム開発業務のレビューや承認者として

重要な役割を担ってもらい、レビュー意識改

革の実施。アプリ・オーナーの要員計画やリ

スク評価チェックシートで各開発段階でのリ

スク削減状況をアプリ・オーナーと確認する。 

【アプリ・オーナーの 5 つの役割】 

・ システム化構想からシステム開発基本計

画の策定 

・ システム要件定義工程 

・ システム構築・プログラミング工程（シ

ステムテストに向けたテスト準備） 

・ システムテスト工程及び本番移行工程 

・ 展開、稼働後評価 

情報システムの大手先進企業は信頼性向上策

を強化してもシステム障害を「ゼロ」にするこ

とができないので、想定外の障害に対して「障

害発生から如何に早く回復するか」の対策の必

要性を感じている。 

このことは情報システムが社会に及ぼす影響

の大きさに対する回避策として周到に準備して

おくことが重要である。金融業界の信頼性向上

の対応策については、他の業界も参考にして、

内部統制の強化、BCP や信頼性向上の強化をよ

り一層図ることが重要である。 
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1．11 情報セキュリティ 

日本版 SOX 法の施行が近づき、企業の情報シ

ステムに求められるセキュリティのレベルは今

後も増える一方である。そこで本調査ではこれ

まで ITリスクマネジメントとして聞いてきた質

問を、情報セキュリティ対策そのものと、内部

統制に関わるリスクマネジメントの２つに分け

て詳しく調査することとした。 

本章では情報セキュリティの体制、費用、対

策についての調査結果を分析している。 

1．11．1 情報セキュリティの体制 

（1） 体制だけは大多数（87％）の企業に整った 

まず、体制が社内にあるかどうかと言う質問

には、全体の 87％の企業が何らかの形であると

答えた。個人情報保護法の施行から 2 年、企業

の情報セキュリティに対する意識は十分定着し

てきたと言える（図表 1-11-1-1）。 

企業の規模別に見ても、従業員数 1000 人未満

の企業の85％から、1000人以上の大企業の94％
とそれほど大きな差は出ていない。 

前年は、IT リスクマネジメントとしての体制

を聞いており、そのとき何らかの体制があると

答えた企業は全体のわずか 34％しかなかったか

ら、情報セキュリティ対策ということでは、十

分な体制が出来ているようである。 

 

情報セキュリティ対策の担当部門としては、

73％が IT（情報システム）部門と答え、6％が

IT 部門以外の部門が兼任で担当していると答え

ている。 

情報セキュリティは必ずしも IT部門だけの問

題ではなく、全社的な課題なのだが、専門部署

があると答えた企業は 7％とまだ少なかった。 

企業が求められる情報セキュリティのレベル

は業種によって大きく異なる。７つの業種グル

ープの違いについて分析をしてみたい。 

まず、専門部署のある会社の多い業種グルー

プは、金融のグループで、28％と際立って多い。

次いでサービス系（13％）と重要インフラ系

（12％）だが、他の業種グループはいずれも 5％
内外にとどまっている（図表 1-11-1-2）。 

専門部署の多い業種グループは、IT の新技術

についても関心が高く、導入・検討する企業が

多い。IT についての関心の強いところほど、セ

キュリティの体制についても積極的であること

がわかった。 

（2） セキュリティ委員会の設置はまだ少ない 

情報セキュリティは経営層を巻き込んだ全社

的な課題であり、IT 部門など一部の部署だけで

出来るものではない。セキュリティ委員会のよ

うな横断的な体制が必須であるが、こうした委

員会の有無について聞いてみた。 

図表 1-11-1-1 情報セキュリティの担当部署

7%

5%

13%

74%

75%

73%

6%

5%

8%

13%

15%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=779）

1000人未満(n=556）

1000人以上(n=223)

情報セキュリティの専門部署がある IT部門が担当 IT部門以外が兼任で担当 特に担当部署はない
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それによると、調査した企業の 37％しか委員

会を設置しておらず、このうち経営陣が参画し

ていな委員会である企業は 12％もある（図表

1-11-1-3）。 

そして残りの 63％の企業はこうした体制すら

ない。これでは、具体的な対策を作り、それを

実施するにも掛け声倒れになる可能性が高い。

担当部署の設置が 80％を超えたからと言ってま

だまだ安心できる状況ではなさそうだ。 

企業規模別に見ると、さすがに従業員数 1000
人以上の大企業では、委員会を設置している企

業は、62％と過半数を越えており、経営陣の参

加する委員会も 44％ある。大企業における情報

セキュリティの重要性は十分認識されているよ

うだ。 

 業種グループ別にみた状況（図表 1-11-1-4）
は体制のところとほとんど変わらない。金融グ

ループでは 71％の企業が委員会を設置しており

他より突出している。 

このうち 60％は経営者が参画しているが、む

しろセキュリティが生命線の金融業でまだ 30％
の会社が横断的な体制を持っていないことの方

が気にかかる。 

25%

17%

43%

12%

9%

18%

63%

73%

38%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=776)

1000人未満(n=553)

1000人以上(n=223)

1．経営陣が参加する専門の委員会を実施している

2．専門の委員会を実施している（経営陣は参加していない）
3．特に体制はない

図表 1-11-1-2 業種別情報セキュリティの担当部署

図表 1-11-1-3 情報セキュリティの専門委員会の有無 

4%

5%

4%

4%

28%

12%

13%

80%

72%

78%

76%

62%

68%

71%

3%

9%

5%

4%

4%

9%

6%

13%

13%

13%

16%

6%

11%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A．一次産業(n=779)

B．素材製造(n=105)

C．機械製造(n=128)

D．商社・流通系(n=205)

E．金融(n=47)

F．重要インフラ系(n=57)

G．サービス系(n=95)

情報セキュリティの専門部署がある IT部門が担当 IT部門以外が兼任で担当 特に担当部署はない
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（3） 専任の担当者はほとんどいない 

それでは、担当者の数はどうだっただろうか。

前年は ITリスクマネジメントとして聞いている

ので単純に比較できないが、情報セキュリティ

対策を専任でやっている担当者が一人もいない

企業は全体の 78％もあり、前年の IT リスクマ

ネジメントを上回る。 

従業員数 1000 人以上の大企業でも専任担当

者がいない企業が 6割を超えている状態である。 

 

兼任でやっている担当者の数も、5 人以下の企

業が全体の 86％を占める。前年は 5 人以下が

95％であったから、これよりは少し多いが、2
人以下の担当者が企業の全体の 62％という状況

は、十分な対策が実施できているとは言いがた

い。 

体制は作っても、情報漏洩事故が後を絶たな

い現実はこうしたところから生まれているので

はないだろうか。 

4%

19%

20%

14%

60%

33%

38%

14%

19%

11%

10%

11%

11%

11%

82%

62%

69%

76%

30%

56%

52%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A．一次産業(n=84)

B．素材製造(n=126)

C．機械製造(n=205)

D．商社・流通系(n=142)

E．金融(n=47)

F．重要インフラ系(n=57)

G．サービス系(n=95)

1．経営陣が参加する専門の委員会を実施している

2．専門の委員会を実施している（経営陣は参加していない）

3．特に体制はない

図表 1-11-1-4 業種別情報セキュリティの専門委員会の有無 

78%

84%

63%

17%

18%

15%

8%

8%

7%

22%

27%

10%

6%

4%

12%

25%

25%

23%

6%

4%

11%

23%

20%

33%

4%

8%

7%

10%

2%

3%

3%

4%

2%

1%

0%

0%

5%

0%

2%

2%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=650)

1000人未満(n=474)

1000人以上(n=176)

全体(n=726)

1000人未満(n=526)

1000人以上(n=195）

専
任

の
要

員
兼

任
の

要
員

0人 1人 2人 3～5人 6～10人 11～20人 20人以上

図表 1-11-1-5 情報セキュリティ担当者数 
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1．11．2 情報セキュリティ関連の費用 

（1） セキュリティ費用は今後も増加傾向 

次は、企業が情報セキュリティ対策にどれだ

けの費用をかけているかを聞いた質問である。

前年と今年の費用を聞き、次年度の意向もあわ

せて聞いた。それによると 5000 万円以下と答え

た企業が前年度が全体の 88％、今年度が 86％で、

費用はわずかだが上昇している。また、次年度

の意向も 50％の企業が来年予算を増やすと答え

た。 

費用は会社の規模や業態によって大きく変わ

り、規模別に費用を見ることは意味がないので、

増減意向を規模別に見てみよう。これによると、

企業の規模が大きくなるほど、増加すると答え

た企業が多くなる。大企業ほど危機感を抱いて

セキュリティ対策にお金をかけようという意欲

が高いことがよく読み取れる。 
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1．11．3  情報セキュリティポリシー、 

 プライバシーポリシーの策定状況 

（1） 情報セキュリティポリシーは 

  策定済みの企業が 50％に 

例年聞いている企業のセキュリティポリシー

の策定の今年度の状況である。この質問は前年

の ITリスクマネジメントとして調査したときに

同じ質問をしているので昨年からの変化を見る

ことが出来る。（図表 1-11-3-1） 

それによると、セキュリティポリシーを策定

済みの企業は全体の 50％と、前年より 2 ポイン

ト増えて遂に半分に達した。前年は個人情報保

護法制定の影響で16ポイント近く増えていたが、

今年はさすがに小幅な伸びにとどまった。 

 

内訳をよく見てみると、全体では伸びが少な

いが、策定して運用しているだけでなく「定期

的に見直し更新している」という企業が、前年

の 16％から 20％と 4 ポイント上がっている。セ

キュリティポリシーでよく言われる PDCA サイ

クルを回している企業が増えていることを示す

ものである。掛け声や建前だけでないセキュリ

ティポリシーが根付いてきたものとして心強い。 

企業の規模別では、従業員数 1000 人以上の大

企業で策定する企業が増えた。77％と前年より 7
ポイントも多い。一方、100～999 人の中堅企業

では、40％と伸び悩んだ。昨年までの個人情報

保護法対応で無理をして策定を急ぎ、余力を失

ったためかもしれない。 

20%

16%

13%

30%

32%

21%

18%

17%

22%

24%

25%

32%

7%

10%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

06年度(n=779)

05年度(n=915)

04年度(n=957)

1．情報セキュリティポリシーを策定し運用しており、定期的に見直し更新している
2．情報セキュリティポリシーを策定し運用している
3．情報セキュリティポリシーを策定中である
4．情報セキュリティポリシーの策定を検討中である
5．情報セキュリティポリシーを策定する予定はない

11%

11%

41%

6%

8%

36%

24%

29%

35%

19%

32%

34%

11%

21%

14%

16%

18%

15%

29%

31%

8%

27%

30%

14%

24%

9%

1%

31%

12%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満(n=45）

100-999人(n=511)

1000人以上(n=223)

100名未満(n=67)

100～999名(n=570)

1000名以上(n=273)

0
6
年

度
0
5
年

度

1．情報セキュリティポリシーを策定し運用しており、定期的に見直し更新している
2．情報セキュリティポリシーを策定し運用している
3．情報セキュリティポリシーを策定中である
4．情報セキュリティポリシーの策定を検討中である
5．情報セキュリティポリシーを策定する予定はない

図表 1-11-3-1 年度別セキュリティポリシーの策定状況 

図表 1-11-3-2 企業規模別セキュリティポリシーの策定状況 
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（2） プライバシーポリシー・個人情報保護管理基準

は一段落 

プライバシーポリシーの方はどうだっただろ

うか。プライバシーポリシーを策定し、運用し

ている企業は、全体では 64％と前の年より 5 ポ

イント増えた。昨年の調査では、個人情報保護

法実施の直後の調査で、3 倍以上の伸びがあった

が、今年はセキュリティポリシー同様に、伸び

は一段落している（図表 1-11-3-4）。 

 

しかし、動きがなかったわけではない。セキ

ュリティポリシー同様、策定されたポリシーを

見直し改善していると答えた企業が、前年の

18％から 21％に増えている。また、セキュリテ

ィポリシーに比べ、プライバシーポリシーは企

業規模が小さくなっても策定する企業が多いの

が特徴で、今年の調査では従業員数 100 人未満

の企業から、100～1000 人の中堅企業まで、策

定済みの企業が 50％を超えている（図表

1-11-3-5）。 

21%

18%

6%

42%

41%

9%

10%

12%

28%

17%

19%

40%

10%

11%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

06年度(n=777)

05年度(n=912)

04年度(n=955)

1.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定し運用しており、定期的に見直し更新している
2.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定し運用している
3.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定中である
4.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等の策定を検討中である
5.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定する予定はない

13%

18%

14%

13%

60%

33%

24%

31%

32%

30%

24%

34%

40%

31%

24%

13%

25%

22%

2%

5%

18%

27%

31%

23%

29%

2%

18%

22%

6%

6%

8%

13%

2%

4%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A．一次産業(n=98)

B．素材製造(n=121)

C．機械製造(n=187)

D．商社・流通系(n=124)

E．金融(n=46)

F．重要インフラ系(n=55)

G．サービス系(n=90)

1．情報セキュリティポリシーを策定し運用しており、定期的に見直し更新している
2．情報セキュリティポリシーを策定し運用している
3．情報セキュリティポリシーを策定中である
4．情報セキュリティポリシーの策定を検討中である
5．情報セキュリティポリシーを策定する予定はない

図表 1-11-3-3 業種グループ別セキュリティポリシーの策定状況

図表 1-11-3-4 年度別プライバシーポリシーの策定状況 
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13%

14%

41%

6%

11%

36%

38%

41%

46%

34%

40%

45%

9%

11%

5%

9%

14%

8%

16%

21%

7%

31%

23%

6%

24%

13%

1%

19%

13%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満(n=45）

100-999人(n=510）

1000人以上(n=222）

100人未満(n-67)

100-999人(n=569)

1000人以上(n=271）

0
6
年

度
0
5
年

度

1．プライバシーポリシー、個人情報保護管理基準等を策定し運用しており、定期的に見直し更新している
2．プライバシーポリシー、個人情報保護管理基準等を策定し運用している
3．プライバシーポリシー、個人情報保護管理基準等を策定中である
4．プライバシーポリシー、個人情報保護管理基準等の策定を検討中である
5．プライバシーポリシー、個人情報保護管理基準等を策定する予定はない

図表 1-11-3-5 企業規模別プライバシーポリシーの策定状況 
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1．11．4 情報セキュリティ対策の状況 

それでは、実際のセキュリティの対策はどこ

まで進んでいるのだろうか。例年と同じ項目で

聞いてみた。 

（1） 事業継続や教育体制に不安 

企業が、「対策が出来ており不安を感じていな

い」と自信を持って答えた項目で最も多かった

ものは、アンチウイルスソフトの更新などウイ

ルス対策で 55％、次いでファイアウオール等の

ネットワークの制限が 46％、コンピュータ室な

どの物理的な対策が 35％であった。前年と順位

は変わっていないが、それぞれ少しずつ不安を

感じていない企業が増えている。こうした技

術・物理的な対策は順調に進んでいるようであ

る（図表 1-11-4-1）。 

一方、「あまり対策が進んでおらず不安だ」と

答えた企業の多かった項目はコンティンジェン

シープラン策定などの事業継続が最大で 56％、

次が「コンプライアンス教育体制」の 42％、PC
持ち出しなどの利用者の情報管理の 41％の順で

あった。 

 

これを前年と比べると、PC 持ち出しなどの利

用者の管理は、相次ぐ漏洩事故の報道で対策に

企業が奔走した結果か、4 ポイントほど下がって

いるものの、教育体制は変わらずで、さらに事

業継続の不安は前の年より増えている（図表

1-11-4-3）。 

前年より不安が増えている項目は、このほか

に外注業者の情報アクセス管理や、全社的な管

理体制があり、これらはすべて IT 部門単独で解

決できない対策であることがわかる。企業のセ

キュリティ対策が全社的な体制を必要とする時

期に来ているようだ。 

企業規模別に見ると、やはり従業員数 1000 人

以上の大企業で対策が進んでいる。全体で不安

の率が高かった「利用者の情報管理」「コンプラ

イアンス教育体制」「事業継続への対策」につい

ても、不安を持つ企業の比率がそれぞれ、26％、

23％、39％にまで減っている（図表 1-11-4-4）。 

図表 1-11-4-1 情報セキュリティ対策の状況

46%

55%

35%

15%

12%

20%

15%

11%

12%

5%

49%

43%

43%

50%

46%

57%

55%

47%

49%

39%

5%

2%

22%

34%

41%

23%

30%

42%

39%

56%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ファイアウォール等ネットワーク上の
情報アクセスの制限(n=779)

②ワクチンソフトの定期的更新等
ウィルスへの対策(n=780)

③コンピュータ室等の物理施設での
情報アクセスの制限(n=776)

④ネットワーク監視等
内部コンピュータ犯罪への対策(n=777）

⑤PC持ち出し等利用者の
情報管理への対策(n=777）

⑥対策ソフトウェア（パッチ）の適用等
ソフトウェア脆弱性への対応(n=777）

⑦外注業者等の情報アクセス管理(n=766）

⑧コンプライアンス教育体制の確立(n=776）

⑨全社的な情報管理規定の確立(n=777）

⑩コンテンジェンシープランの確立等、
事業継続への対策(n=773）

1．十分な対策ができており不安はない

2．同業他社なみの対策はできているが多少不安
3．あまり対策がすすんでおらずかなり不安
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あまり対策がすすんでおらずかなり不安と回答した割合

5%

2%

22%

34%

41%

23%

30%

42%

39%

56%

6%

3%

24%

37%

45%

24%

29%

42%

37%

54%

6%

3%

26%

40%

51%

23%

32%

49%

45%

58%

0% 20% 40% 60%

①ネットワーク上の情報アクセス制限

②ウィルスへの対策

③物理施設での情報アクセスの制限

④内部コンピュータ犯罪への対策

⑤利用者の情報管理への対策

⑥ソフトウェア脆弱性への対応

⑦外注業者等の情報アクセス管理

⑧コンプライアンス教育体制の確立

⑨全社的な情報管理規定の確立

⑩事業継続への対策

06年度

05年度

04年度

対策がすすんでおり不安はないと回答した比率

46%

55%

35%

15%

12%

20%

15%

11%

12%

5%

42%

52%

34%

15%

11%

19%

16%

11%

12%

6%

45%

53%

30%

13%

8%

17%

13%

10%

11%

5%

0% 20% 40% 60%

①ネットワーク上の情報アクセス制限

②ウィルスへの対策

③物理施設での情報アクセスの制限

④内部コンピュータ犯罪への対策

⑤利用者の情報管理への対策

⑥ソフトウェア脆弱性への対応

⑦外注業者等の情報アクセス管理

⑧コンプライアンス教育体制の確立

⑨全社的な情報管理規定の確立

⑩事業継続への対策

06年度

05年度

04年度

図表 1-11-4-2 年度別情報セキュリティ対策
（十分な対策ができており不安はない） 

図表 1-11-4-2 年度別情報セキュリティ対策
（あまり対策がすすんでおらず不安） 
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図表 1-11-4-4 企業規模別情報セキュリティ対策の状況 

39%

51%

27%

11%

10%

16%

13%

7%

7%

3%

61%

65%

57%

26%

18%

29%

20%

21%

24%

9%

55%

46%

45%

46%

43%

56%

52%

44%

46%

34%

36%

34%

39%

60%

56%

62%

62%

56%

57%

52%

6%

3%

28%

43%

47%

28%

35%

49%

47%

63%

2%

0%

5%

14%

26%

9%

17%

23%

19%

39%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ネットワーク上の情報アクセス制限(n=556）

②ウィルスへの対策(n=556）

③物理施設での情報アクセスの制限(n=556）

④内部コンピュータ犯罪への対策(n=556）

⑤利用者の情報管理への対策(n=556）

⑥ソフトウェア脆弱性への対応(n=556）

⑦外注業者等の情報アクセス管理(n=556）

⑧コンプライアンス教育体制の確立(n=556）

⑨全社的な情報管理規定の確立(n=556）

⑩事業継続への対策(n=556）

①ネットワーク上の情報アクセス制限(n=223）

②ウィルスへの対策(n=223）

③物理施設での情報アクセスの制限(n=222）

④内部コンピュータ犯罪への対策(n=222）

⑤利用者の情報管理への対策(n=223）

⑥ソフトウェア脆弱性への対応(n=222）

⑦外注業者等の情報アクセス管理(n=220）

⑧コンプライアンス教育体制の確立(n=223）

⑨全社的な情報管理規定の確立(n=222）

⑩事業継続への対策(n=222）

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

1．十分な対策ができており不安はない

2．同業他社なみの対策はできているが多少不安
3．あまり対策がすすんでおらずかなり不安
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（2） 金融系の企業は対策が進んでいるが他の業種

はまだまだ心配 

セキュリティ対策の状況が特徴的である金融

グループをレーダーチャートに現したものが、

図表 1-11-4-6 である。 

それによると一番進んでいる業種は例年通り

銀行・証券などの金融グループで他の業種グル

ープとは問題にならないほど対策が進んでおり、

不安を感じている項目が少ない。一時は問題に

していた外注業者の情報管理も今年の調査では、

わずか 9％しか不安を感じていない。また、利用

者の情報管理も他の業種グループに比べれば際

立って不安を感じている企業が少ない（4％）。

これらに対する具体的な対策が進んでいるよう

だ。 

金融グループで最も不安に感じている項目は

意外なことに他のグループがそれほど不安に感

じていない「ソフトウエアの脆弱性」であった

（18％）。事業継続の不安（17％）より多い。あ

らゆるセキュリティ対策をつくしても残るのが

ソフトウエアの脆弱性なのだろうか。取引所や

証券会社の事故が頭にあるのかもしれない。 

 

一方、体制などでは進んでいた業種グループ

の重要インフラ系や、サービス系は、コンピュ

ータ室の制限などの物理的対策や、利用者の情

報管理が若干他のグループに比べ不安が少ない

ものの、対策が進んでおらず不安を抱える項目

が多い。特にこれらのグループの大きな課題で

ある事業継続については、40％以上の企業がか

なり不安だと答えている（図表 1-11-4-5）。欠落 

これ以外の業種グループのセキュリティ対策

の実態は正直言ってお寒い状況であると言うし

かない。十分対策が出来ているので不安がない

と答えた項目で過半数を越える項目は、ウイル

ス対策や、ネットワークの制限くらいで、物理

的な管理でも 30％内外、内部犯罪への対応や、

利用者の情報管理など人間的な管理に至っては、

10％くらいの企業しか自信を持っておらず、か

なり不安と答える企業は軒並み 40％を超える。 

セキュリティに絶対はなく、心配すればきり

がないという性質があるが、それにしても入れ

物はつくったが中身はこれからという、企業の

セキュリティ対策の現状が浮き彫りになった結

果である。 

0%

20%

40%

60%
①ネットワークアクセス

②ウィルス対策

③物理アクセス

④コンピュータ犯罪対策

⑤利用者の情報管理

⑥ソフトウェア脆弱性への対応

⑦外注業者の管理

⑧コンプライアンス教育体制

⑨全社的情報管理規定

⑩事業継続対策

全体

E金融

図表 1-11-4-6 業種別情報セキュリティ対策の状況
「あまり対策が進んでおらずかなり不安」の比率 
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1．11．5 本人認証・ユーザーID の管理 

（1） 認証の新技術は全く進んでいない 

ここでは、セキュリティの基本技術である本

人認証の手法や管理について同じ質問で定点観

測している。それによると、ID（アカウント）

とパスワードで本人を認証する手法が例年通り

圧倒的に多く（92％）、他の認証方法は相変わら

ず低いままで推移し、導入が進んでいないこと

がわかった（図表 1-11-5-1）。 

IC カードのような物理的キーを併用する方式

は、IC カードの普及やより高いセキュリティレ

ベルを実現できる手法として期待されているが、

導入している企業は 15％と前年（14％）とほと

んど変わっていない。 

 

一時は話題になったワンタイムパスワード方

式もコスト高ということもあってか、9％とかえ

って前年（10％）より下がっており、銀行のキ

ャッシュカードの導入などで注目を浴びた指紋

などのバイオメトリックス方式も 5％と前年

（6％）より下がった。 

前年より増えている方式は、「その他」の認証

方式で（1% -> 3 %）、近年 USB メモリや携帯電

話を使った認証が市場で紹介されており、これ

らはすべて物理キーを使った認証に入るが、新

しい方式として「その他」に入れられた可能性

がある。いずれにしても、治安の安定している

日本では一部を除いて本人認証を厳密に行うと

いう習慣はなかなか根付かないようだ。 

92%

95%

15%

14%

9%

10%

5%

6%

6%

6%

3%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

06年度
(n=765)

05年度
(n=765)

IDと固定パスワードの入力により認証している
ICカード等、個人保有の物理キー型対策を導入している
ワンタイムパスワードを導入している
バイオメトリックス方式の個人認証システムを導入している
電子認証サービスを導入している
その他

図表 1-11-5-1 本人認証・ユーザー認証技術の採用状況 
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1．11．6 スパムメール対策 

（1） 8 割の企業が被害を受け 4 割の企業が困って

いる 

不特定多数に広告メールを送りつけるスパム

（迷惑）メールは近年ますます増加し、個人だ

けでなく企業活動自体に支障が出るようになっ

ている。本調査では今年度新たに質問を追加し、

被害の実態やその対策について調べることとし

た。 

図表 1-11-6-1 によると、スパムメールを受け

取っている企業は、「わからない」と答えた 5％
の企業をのぞいた企業全体の 81％に達し、ほと

んどの企業がスパムメールの被害にあっている

ことがわかった。 

しかし、38％の企業はスパムメールの対策を

行い業務に支障は出ていないと答えている。被

害を受けて困っていると回答した企業は、対策

をしていない 43％の企業である。 

スパムメールは会社の規模にかかわらず万遍

なく送られているはずであるが、規模別に見る

と、メールアドレスがインターネット上で露出

される機会が多い大企業ほど被害を受ける企業

が多い。小規模企業が中堅企業より多いのは、

ベンチャービジネスが多くインターネットをよ

り利用しているからと考えられる。 

 

（2）スパムメール対策は 

  サーバでのフィルタリングが主 

対策が進んでいるのは大企業で、47％の企業

が対策をすませて困っていないとしているが、

それでも 38％の企業は業務に支障が出ていると

答えている。 

それでは、どういった対策をしているのだろ

うか。対策をしたと答えた企業にその方法を聞

いてみた（図表 1-11-6-2）。最も多いのは、サー

バーでスパムメールをふるいにかけユーザーへ

送らないようにする方式であり、対策ずみの企

業のうちの 57％、次がユーザーの PC でよりわ

ける方式が 38％、プロバイダーであらかじめ落

としてしまう方式が 18％であった。 

規模別に見ると、大企業ではサーバーで対策

をしている企業が多く、会社の規模が小さいほ

どユーザーの PC で対策させている。サーバーで

止める方法は現場の手間が省け、社内ネットワ

ークの流量を減らせるが、必要なメールまでが

スパム扱いされて届かなくなる心配があり、ど

ちらが優れているとは言い切れない。プロバイ

ダーに頼めばもっとメールが届かなくなる恐れ

があり頭の痛いところだ。 

図表 1-11-6-1 スパムメールの状況 

19%

21%

14%

43%

45%

38%

38%

34%

47%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=734）

1000人未満(n=517）

1000人以上(n=217)

1．スパムメールを受けることはほとんどない
2．スパムメールによる業務効率の悪化やネットワーク荷の増加などに困っている
3．スパムメールは受けているが、対策のおかげで困ってはいない
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38%

42%

26%

57%

52%

71%

18%

21%

11%

8%

8%

9%

0% 20% 40% 60% 80%

全体(n=745）

1000人未満(n=532）

1000人以上(n=213）

1．個人のPC端末で対策を実施している
2．サーバで対策を実施している
3．プロバイダに対策を依頼している
4．その他

図表 1-11-6-7 スパムメール対策 
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1．11．7 業務データの持ち出し対策 

（1） 人間系に頼る企業が多い 

昨今、新聞などで騒がれる情報漏洩事故の大

部分は、持ち出した PC の盗難や、私物 PC の中

の業務データのネット流出である。また、セキ

ュリティ対策での不安の中で外注業者への情報

管理は常に上位を占めており、業務データの管

理は企業にとって大きな課題となっている。 

本調査では、特に項をあらためて企業が業務

データの持ち出しに対してどのような対策を行

っているか複数回答で聞いてみた。 

最も多かった対策は、データの持ち出しにつ

いて許可制とする人間系の対策で全体の 57％で

ある。PC 端末やファイルを暗号化したり（32％）、

クライアント端末上にデータを持たせなかった

り（17％）と言う構造的な対策をしている企業

は少ない（図表 1-11-7-1）。 

さらにその他の回答が 21％あるが具体的な記

入があったものだけを見てみても、半分以上が

「特に制限をしていない」「対策を検討中」など

である。57％と多数を占める許可制と言っても、

あくまでも人間性善説にたった建前の対策であ

り、セキュリティの本質から言えば次善の策で

ある。 

 

対策を企業の規模別に見ると、さすがに大企

業はこれを認識し、許可制（64％）をとるだけ

でなく、PC 端末やファイルの暗号化の対策を過

半数を超える 56％の企業が実施していることが

わかる。また、PC ではないシンクライアントを

23％の企業が採用している。 

また、業種別に対策を見てみると、ここでも

金融系の突出と、他の業種の対策の遅れの差が

はっきりする（図表 1-11-7-2）。 

金融系の企業では、78％の企業が持ち出しの

制限をするだけでなく、半数近い 48％の企業が

PC 端末やデータの暗号化を済ませているのに

対し、他の業種は暗号化している企業の比率は

軒並み 3 割台に落ち、替わって恐らく未対策で

あろう「その他」が 20～33％まで占めるように

なる。 

特に重要インフラ系が一般の製造業と変わら

ない対策状況であることは気になるところであ

る。 

32%

21%

56%

57%

55%

64%

17%

15%

23%

3%

2%

3%

21%

25%

11%

0% 20% 40% 60% 80%

全体(n=723）

1000人未満(n=509）

1000人以上(n=214）

1．PC端末やファイルの暗号化等で対応している
2．データの持ち出しは許可制としている
3．クライアント上にデータを持たせないようにしている
4．シンクライアントを導入している

図表 1-11-7-1 業務データ持ち出し対策 
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31%

36%

34%

19%

48%

35%

29%

54%

57%

57%

50%

78%

65%

58%

24%

17%

10%

13%

35%

17%

26%

2%

1%

3%

2%

2%

4%

7%

20%

20%

22%

33%

7%

20%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A．一次産業(n=98)

B．素材製造(n=121)

C．機械等製造(n=187)

D．商社・流通系(n=124)

E．金融(n=46)

F．重要インフラ系(n=55)

G．サービス系(n=90)

PC端末やファイルの暗号化等で対応している

データの持ち出しは許可制としている
クライアント上にデータを持たせないようにしている

シンクライアントを導入している
その他

図表 1-11-7-2 業種別業務データ持ち出し対策
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1．12 BCP（事業継続計画） 

2001 年 9 月 11 日の米国同時多発テロや 2004
年 10 月 23 日の新潟県中越地震を教訓に、BCP
（事業継続計画）の重要性が認識され始め、総

務省と経済産業省が啓蒙と普及のためガイドラ

イン作りを行ってきている。 

本調査でもBCPについて昨年から調査を始め

ているが、ユーザ企業の BCP に関する取り組み

に変化はあっただろうか。 

1．12．1 BCP（事業継続計画）の策定状況 

（1） BCP（事業継続計画）を運用中・策定中の企業

は 1/4 に充たない 

まず BCP（事業継続計画）を策定しているか

どうかを聞いてみたところ、全体では「すでに

策定済」の企業と「策定中」の企業をあわせて

も 25％で、まだ 1/4 の企業しか BCP 策定を実施

していない状況であった（図表 1-12-1-1）。 

総務省と経済産業省の BCP（事業継続計画）

に関する情報は、ホームページなどに掲載され

一般公開されているが、まだまだ浸透が図られ

ていない状況といえる。 

 

 

しかしながら、昨年と比較すると、「策定する

予定がない」という企業が 47％→37%と、10 ポ

イント減っており、関心を持つ企業や検討し始

めた企業が着実に増えており、BCP（事業継続

計画）を策定する必要性の認識が高まってきて

いるといえる。 

企業規模別に見ると、従業員数 1000 人未満の

企業では 17％とまだこれからという状況である。

対応できる人材不足や余裕の無さが要因と考え

られる。 

一方、従業員 1000 人以上の大企業では「策定

中」を含めると 44％と半数近い企業が BCP へ

の取り組みを実施あるいは着手していることに

なる。また、「検討中」を含めると 8 割を超える。

大企業では事業継続性がおよぼす様々な影響も

大きいため当然ともいえる。 

業種別に見ると、BCP（事業継続計画）を策

定中までを含めると、金融系（62%）、重要イン

フラ系（27%）、サービス系（29%）となってい

る、利用者への BCP（事業継続計画）が業界で

認識され BCP 策定まで進んでいる。金融系に比

べると他業界は、極端に BCP（事業継続計画）

が遅れている。商社流通では約半数（49%）が

策定予定はないと回答している（図表1-12-1-2）。 

 

図表 1-12-1-1 BCP（事業継続計画）の策定状況

5%

2%

12%

4%

3%

9%

6%

4%

11%

6%

4%

11%

14%

11%

21%

12%

8%

19%

38%

38%

38%

31%

29%

35%

37%

45%

19%

47%

56%

26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=768)

1000人未満(n=548)

1000人以上(n=220)

全体(n=879)

1000人未満(n=609)

1000人以上(n=265)

0
6
年

度
0
6
年

度

1．BCPを策定し運用しており、定期的に見直し更新している
2．BCPを策定し運用している
3．BCPを策定中である
4．BCPの策定を検討中である
5．BCPを策定する予定はない
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図表 1-12-1-2 業種グループ別 BCP の策定状況

0%

6%

5%

0%

6%

0%

3%

2%

5%

0%

4%

23%

6%

3%

0%

11%

7%

7%

0%

14%

3%

5%

0%

13%

9%

3%

2%

8%

5%

3%

17%

17%

6%

0%

22%

0%

4%

0%

14%

12%

12%

13%

6%

18%

7%

6%

15%

16%

12%

21%

6%

19%

0%

11%

7%

18%

33%

46%

50%

43%

50%

38%

40%

45%

45%

43%

33%

32%

17%

44%

32%

100%

44%

43%

33%

17%

25%

29%

34%

38%

38%

33%

41%

45%

30%

46%

49%

21%

28%

39%

0%

11%

43%

37%

50%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農林・水産・食品(n=28）

建築・土木・鉱業(n=78）

化学・薬品(n=58）

石油・石炭・ゴム(n=8）

繊維関連・紙・木材(n=16）

鉄・非鉄金属・窯業(n=45）

輸送機器・関連部品(n=29）

一般機械製造(n=49）

電気機械製造(n=61）

その他製造(n=63）

商社・流通・卸売・小売(n=138）

銀行・保険・証券・信販(n=47）

不動産・倉庫(n=18）

運輸(n=31）

通信・通信サービス(n=2）

電気・ガス・水道(n=9）

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=14）

サービス業(n=67）

情報処理業(n=6）

1．BCPを策定し運用しており、定期的に見直し更新している

2．BCPを策定し運用している

3．BCPを策定中である

4．BCP策定を検討中である

5．BCPを策定する予定はない

5%

3%

2%

4%

23%

5%

7%

6%

7%

5%

3%

17%

7%

7%

12%

13%

12%

12%

21%

14%

16%

49%

42%

41%

32%

17%

39%

34%

28%

35%

40%

49%

21%

34%

37%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A．一次産業(n=98)

B．素材製造(n=121)

C．機械等製造(n=187)

D．商社・流通系(n=124)

E．金融(n=46)

F．重要インフラ系(n=55)

G．サービス系(n=90)

1．BCPを策定し運用しており、定期的に見直し更新している
2．BCPを策定し運用している
3．BCPを策定中である
4．BCP策定を検討中である
5．BCPを策定する予定はない

図表 1-12-1-3 （参考）20 業種別 BCP の策定状況
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1．12．2 BCP における業務開始目標時間 

（1） 業務開始目標時間を設定している企業は 35％ 

BCP を策定している（策定中の企業も含む）

企業に、業務再開の目標時間を定めているかど

うか聞いた結果が図表 1-12-2-1 である。 

業務開始目標時間を定めている企業は 35％で、

まだまだ事業継続におけるリスクをきちんと把

握して対応を決めている企業が少ない状況であ

る。どの業務をいつまでに再開すべきであるの

か、企業リスクを考慮して、優先順位や災害状

況を仮定した業務開始目標時間を設定する必要

がある。 

業種グループ別に見てみると、BCP の業務開

始目標時間を定めている企業の比率は、重要イ

ンフラ系（53％）、金融系（52%）において 5 割

に達しており、社会に対する影響度や監督官庁

からの指導が感じられる。 

素材製造業（38％）、機械製造（40％）でも約

4 割となっており、製造ラインとの関係で、業務

開始目標時間を設定する考えが定着している企

業が比較的多いと考えられる。 

（2） 業務開始目標時間は 24～72 時間という企業が

半数近い 

業務開始目標時間を定めている場合の設定時

間は、多い順に、24～72 時間未満（43％）、6
時間未満（20％）、6 時間～24 時間未満（17％）

となっている。 

 

新潟県中越地震のような大規模地震を想定す

ると 24～72 時間以内の業務開始目標時間が妥

当といえ、日本企業の場合は大規模地震を想定

している場合が多いと考えられる。 

システム障害を想定すると 6 時間未満が妥当

想定できるが、障害の条件を明確にしていなか

ったため、今回は残念ながら明らかにできてい

ない。 

図表 1-12-2-1 BCP における業務開始目標時間設定の有無

図表 1-12-2-2 業種別 BCP における業務開始目標時間

(n=41)

6～24時間
未満
17%

24～72時
間未満

43%

168時間以
上
5%

6時間未満
20%72～168時

間未満
15%

35%

30%

40%

38%

15%

52%

53%

19%

65%

70%

60%

62%

85%

48%

47%

81%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=189)

A．一次産業(n=23)

B．素材製造(n=30)

C．機械製造(n=39)

D．商社・流通系(n=26)

E．金融(n=29)

F．重要インフラ系(n=15)

G．サービス系(n=27)

業務開始目標時間を定めている 業務開始目標時間を定めていない
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（3） 業務開始目標時間を設定しない理由は社会イ

ンフラ復旧に依存するため 

業務開始目標を設定していないという企業に

対し、設定しない主な理由を選択してもらった

結果が図表 1-12-2-3 である。 

社会インフラ復旧状況に依存するため（45％）、

災害規模の想定ができないため（25％）となっ

ており、他人の状況に依存するために自らの事

業再開目標時間を決めることができないと考え

ている企業が多いが、自社のリスクを他人にゆ

だねて決めかねることは危険である。 

 

災害や障害を想定し、その場合の自社リスク

を勘案し、事業開始目標時間を決め、目標に到

達できない阻害要因を回避する対策を事前に調

査し、対策を決めておくことが重要である。 

企業規模別で「業務開始目標時間を設定しな

い理由」は従業員数 1000 人未満の企業で、大企

業よりも「関連会社、取引先、顧客等の状況に

依存する」という回答の比率が高くなっている。 

「その他」の回答の中では、費用がどの程度

かかるかわからないので決められない」という

回答や、「現在検討中であるため（まだ設定して

いない」」という企業が多かった。 

 

図表 1-12-2-3 業務開始目標時間を設定しない理由

44%

47%

41%

25%

23%

27%

10%

13%

5%

11%

11%

11%

9%

6%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=116）

1000人未満(n=70）

1000人未満(n=44）

1．社会インフラの復旧状況に依存するため
2．災害規模の想定ができないため
3．関連会社、取引先、顧客等の状況に依存するため
4．業界における一般的な目安がないため
5．その他
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1．13 内部統制・リスクマネジメント 

本年度の重点テーマとして、2008 年 4 月以降

の事業年度から適用されることが決定した金融

商品取引法を中心に、内部統制・リスクマネジ

メントに係る企業の取り組みの状況および課題

について調査を行った。 

米国企業改革法にならって「日本版 SOX 法」

と呼ばれて、マスコミでも大きく取り上げられ

て多くの情報が流れたが、ビジネスチャンスと

捉えたコンサルタントやベンダー企業の思惑が

先行し、それらの情報は自社のサービスや製品

の説明をベースにしたものが多く、企業として

は、何をなすべきかの全体像を把握しきれてい

ない状況が続いている。 

この背景には、具体的指針がなかなか出なか

ったということがある。金融庁の企業会計審議

会・内部統制部会が、2005 年 12 月 8 日に公表

した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査

の基準のあり方について」は、大きな方向性を

論じたものであり、具体的な実施基準の草案が

パブリックコメントに付されたのは、この調査

を実施している期間中である。このような大幅

な遅れが、企業が何をどこまですべきかをなか

なか把握できなかった大きな要因である。 

本調査は、まさにパブリックコメントに付さ

れた 11 月 21 日を挟んで行われたことから、こ

の日の前後で回答のスタンスのバラツキが懸念

されたが、草案は大方予想されていた内容に留

まっていたこともあり、回答内容に実質的な影

響は少なかったと推察される。 

本年度の調査は、未だ足並みの揃っていない

現状を浮き彫りにし、対象企業がこれから本格

的に取り組みを加速していくための、参考情報

として活用されるものと考える。 

1．13．1 内部統制･リスクマネジメント体制 

（1） 経営課題への取り組み姿勢は企業風土を映す

鏡 

組織は、統廃合や名称の変更も含めて、各社

なりに様々に工夫されてきている。 

こうした変遷の中で、今一番変化の激しいリ

スクマネジメントの推進に当たる内部組織の実

態については、その全体像を明らかにするデー

タは少なかった。 

昔のように、人事、総務、経理といった部門

が、それぞれの分掌業務を、特段の分野調整も

無く遂行できた時代とは違って、コンプライア

ンス、個人情報保護法の施行、会社法の施行、

リスク管理、BCP（事業継続計画）、CSR
（Cooperate Social Responsibility、企業の社会

的責任）と言った「全社的な取り組み課題」に、

どのような体制で臨むのか、オールラウンドな

経営企画部門が主管部となって推進するのか、

委員会やプロジェクトなどの組織横断の仕組み

を用いるのかは、判断が分かれるところである。 

また、IT が経営のツールとして重要な位置づ

けを占めるようになってきたと言われているが、

IT 部門が経営の参謀として存在感を本当に増し

てきているのかということも、調査の関心事の 1
つである。こうした実態を分析することで、読

者の体制検討の材料になればと考える。 

さて、「リスク管理」「内部統制」と一言で言

っても、様々な定義が溢れ返っているのが、現

状である。我が国ではリスクマネジメントの経

営課題として取り上げられている概念の定義が、

共有化されておらず、各社各様の風土として根

付いてきた言葉が浸透しているのが現状である。

例えば、CSR、情報セキュリティ、BCP、など

は、各社の経営理念等に即して、様々に定義さ

れている。 

こうした状況を前提にしつつ、細かな机上の

論議はせずに、まずは、明示しやすい組織の面

から、各経営課題について、「推進体制の有無｣

「専門員会の設置」「主管部門「主管部門と共に

推進する部門」について調査を行った。 

なお、推進体制についてのアンケートは、同

じ質問を IT部門と経営企画部門の双方にお願い

した。 

経営全体に関わるテーマであることから、両

部門の回答に大きな乖離が無い場合には、経営

企画部門の数字を取り上げさせていただいてい

る。 
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（2） 企業規模に比例し推進体制を設ける傾向が強

まる 

まずはリスクマネジメントにおけるそれぞれ

の経営課題について、推進体制があるかどうか

である。漠然とした言い方であるが、社内に旗

振り役として、何らかの組織を設けているかと

いうことである。 

図表 1-13-1-1 によると、推進体制を設けてい

る企業の比率が多い順に、「コンプライアンス」

（84%）、2004 年から強化された「個人情報保護」

（82%）、「情報セキュリティ」（81%）と続く。 

さらに、2006 年から対応しなければならなく

なった「会社法対応」（71%）が続いて、最後に、

足並みが揃っていない今後の重要課題、「金融商

品取引法」（48%）、「CSR」（44%）と続いてい

る。 

「金融商品取引法」について従業員数と推進

体制の関係を見ると、1000 名未満の企業では

40%が推進体制があると回答しているのに対し、

1000名以上の企業では67%とその比率が大きく

上昇する。組織が大きくなると、こうした推進

体制が必要になるという傾向には納得感がある。 

ただし、「推進体制が無い」ということは何も

対応しないという意味ではない。 

 

本来の所管部門で十分対応ができるので殊更

新たな組織が必要ない、むしろ責任が曖昧にな

る、継続的な重要課題と捉えるなら既存の組織

の中で対応すべきという見識の企業もある。 

（3） 専門委員会の形態が日本企業に受け入れられ

ている 

続いて、それぞれの経営課題のための、専門

委員会を設けているかどうかを質問している。 

専門委員会を設けている経営課題を見ると、

一番多い「コンプライアンス」（59%）が半数を

超えているのを除くと、２割から４割（23%～

40%）に収まっている（図表 1-13-1-2）。 

既存の組織を軸とした推進体制がまだ大半で

はあるが、こうした経営に密接なテーマに関し

て、経営の意図をより明確に打ち出した委員会

も浸透し始めていると考えられる。 

企業でこうした専門委員会が全体で幾つ有る

のか、機能しているのか、ミッションや構成に

企業間でどのような差があるのか、委員会の相

互の関係はどうなっているのか、新たなテーマ

が発生した時点で都度委員会を設けていくのか、

統廃合はどのようになされているのか、などの

詳細までは踏み込んで調査することは出来なか

った。 

84%

82%

81%

71%

48%

56%

44%

16%

18%

19%

29%

52%

44%

56%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①コンプライアンス(n=692)

②個人情報保護(n=690)

③情報セキュリティ(n=688)

④会社法対応(n=678)

⑤金融商品取引法対応(n=676)

⑥リスク管理(n=669)

⑦CSR(n=662)

あり なし

図表 1-13-1-1 リスクマネジメント課題についての推進体制の有無（経営企画部門の回答） 
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ただ、こうした委員会が並存していると、課

題に依存関係があることから、委員会への参加

メンバーは、キーパーソンの同一人物が兼任す

ることが多くなると思われる。このキーパーソ

ンが種々のタスクに忙殺されることがないよう

動きやすくできるか否かが、推進体制の成功の

鍵となっていくことに留意する必要がある。 

（4） 経営企画部門が全てのテーマに目を光らせる 

各課題の主管部門をについて質問した結果を

まとめたものが図表 1-13-1-3 である。 

全社組織を完全に横串に刺して総合的な取り

組みが必要な経営課題は、経営企画部門が主管

部となっている。具体的には、「CSR」（40%）、

「リスク管理（BCP を含む）」（34%）が該当す

る。 

 一方、個別部門のミッションに深く係ってい

る課題は、当該ミッションの担当部門が主管部

門となるケースが増える。具体的には、以下の

経営課題である。 

 金融商品取引法対応については、財務報告の

有効性確保と捉えて、46%の企業が、経

理の課題としている。 
 情報セキュリティに関しては、IT 部門を主

管部としている企業がダントツで 62%存

在する。 
 個人情報保護法は、法対応ということで法務

部門が 29%と一番多い。ただし、他に比

べて割合が少ないのは、定まった期限ま

での喫緊の課題になると、やはり経営企

画部門（19%）が前面に出てくる企業が

多いと考えられる。 

図表 1-13-1-2 リスクマネジメント課題についての専門委員会の有無（経営企画部門の回答） 

図表 1-13-1-3 リスクマネジメント課題の主管部門（経営企画部門の回答）

59%

40%

37%

25%

24%

35%

23%

41%

60%

63%

75%

76%

65%

77%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①コンプライアンス(n=658)

②個人情報保護(n=644)

③情報セキュリティ(n=638)

④会社法対応(n=636)

⑤金融商品取引法対応(n=634)

⑥リスク管理(n=632)

⑦CSR(n=610)

あり なし

25%

19%

13%

28%

20%

34%

39%

2%

2%

2%

18%

46%

6%

4%

29%

29%

4%

29%

7%

13%

15%

1%

13%

62%

0%

1%

4%

1%

2%

2%

1%

1%

1%

12%

1%

7%

3%

1%

4%

5%

5%

2%

21%

14%

10%

8%

12%

13%

22%

13%

19%

8%

11%

7%

14%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①コンプライアンス(n=615)

②個人情報保護(n=606)

③情報セキュリティ(n=609)

④会社法対応(n=566)

⑤金融商品取引法対応(n=441)

⑥リスク管理(n=470)

⑦CSR(n=390)

経営企画部門 経理部門 法務部門 IT部門 危機管理部門 監査部門 専門部門 その他
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 既に着手して落ち着いてきた個人情報法対

応の主管部は、法務部門が 29%と第１位

である。 

テーマの中には、独立して取り組むというよ

りも、連動して対応するものもある。 

具体的には、会社法対応で、法務部門（29%）、

経営企画部門（28%）の次に経理部門（18%）が

来るのは、金融商品取引法と連動して主管部に

なっていると推察される。 

全体を通して言えることは、どの経営課題も、

「経営企画部門」が第１位か第 2 位に入ってい

ることである。 

至極当然のことであるが、様々なテーマを全

て経営企画部門が主管することには無理があり、

相応しい部門があれば、その部門が主管部とな

り、ない場合は経営企画部に、ということで常

に上位に入っているものと推察される。 

（5） IT 部門は推進部隊の常連の脇役に納まる 

IT 部門が「情報セキュリティ」に関して主管

部の第１位であるが、これは技術的な措置が多

いことから納得感がある。 

「共に推進する部門」を挙げてもらうと、CSR
を除く他の経営課題では、経営企画部門からの

回答と、IT 部門からの回答との間で、認識にズ

レがある（図表 1-13-1-4、（図表 1-13-1-5）。 

具体的には、IT 部門からの回答では、主管部

がそれぞれ異なる場合でも、「共に推進する部

門」の第１位に必ず IT部門が挙げられているが、

経営企画部門では、必ずしも第１位には挙げて

はいない。 

これは、IT 部門の自負・意気込みと考えれば、

回答の差は自然とも言え、経営企画部門からの

回答が、実態と推測される。ただ、経営企画部

門の回答でも、IT 部門の貢献を評価していると

言える。 

「コンプライアンス」（IT 部門では第１位：32% 

経営企画部門では第 4 位:：16%） 

「個人情報保護法」（IT 部門では第１位：57% 経

営企画部門では第１位:：40%） 

「金融商品取引法」（IT 部門では第１位：42% 経

営企画部門では第３位:：30%） 

「会社法対応」（IT 部門では第１位：31% 経営

企画部門では第３位:：17%） 

「リスク管理」（IT 部門では第１位：41% 経営

企画部門では第２位:：24%） 

もう一つ、監査部門が主管部となっている課

題も数％あることに加えて、共に推進する部門

の第１位・第２位に監査部門が登場するのも、

一つの時代の流れと言える。 

企業規模で見ると、「金融商品取引法」を例に

取ると、共に推進する部門として、従業員 1000
名以上の企業の52%が IT部門を挙げているのに

比べて、1000 人未満の企業規模では 33%と、企

業規模が大きい程、IT 部門が果たす役割が大き

くなっている。 

IT 部門がこうした経営課題で、存在価値を評

価されることは喜ばしいことであるが、インタ

ビューで聞こえてきたのは、人材育成という重

たい課題を抱えていることである。 

 主管部と共に推進する部隊として大きく位

置づけられるのは良いが、職責を果たすべく、

経営的な観点から、リーダーシップをとれる

人が IT 部門には非常に少ない。共に推進す

るというよりも、主管部から言われたことを

忠実に実行する優秀な部隊というのが、まだ

まだ実状である。 
 内部統制・リスク管理に従事してきた人は、

地味な人が多く、かつ団塊の世代の退職など

もあって、体制から外れていっている。そう

いう人材が圧倒的に少なくなっている現状

に反比例して、経営からのニーズが急速に高

まってミスマッチが発生している。求められ

るのは、IT 部門の従来の業務とは異質で、

SE 的なことよりも、法的な素養である。監

査法人の人材育成が喫緊の課題として日本

版 SOX 法でも話題になるが、企業内のキー

パーソンの育成の遅れの方が、企業にとって

は深刻である。 

IT 部門が評価されている企業として、次のよ

うな事例がある。 

 IT 部門が全般統制について責任を持ち、ビ

ジネスプロセスについては、プロセスオーナ

ーが責任を持つという分担にしている。しか
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し、悲しいことに、ビジネスプロセスが全部

分かっているプロセスオーナーはいないし、

システムとの絡みは更に分からないので、IT
部門が全面的にサポートしなければいけな

い局面の割合が極端に多い。こうした背景か

ら、先行実施したパイロット業務を通して、

IT 部門がプロセスの不備などを指摘できる

ようになってきた。 
 

 更に、COBIT や ITIL などのワールドワイ

ドのフレームワークを IT 部門は持っており、

どのあたりに過不足があるのか、自社のプロ

セスはかくあるべきという観点から、海外拠

点も含めて内部統制を随分と見直した。今や、

IT 部門は、主役に変われる脇役としての実

力を備えてきたと考えている。 
 

36%

27%

34%

36%

31%

27%

20%

15%

8%

8%

32%

27%

13%

7%

22%

16%

18%

21%

17%

18%

13%

16%

42%

26%

16%

24%

18%

7%

4%

3%

4%

1%

1%

5%

1%

25%

12%

11%

19%

17%

17%

11%

8%

8%

11%

3%

3%

7%

4%

10%

14%

11%

6%

6%

10%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

コンプライアンス

個人情報保護

情報セキュリティ

会社法対応

金融商品取引法対応

リスク管理

CSR

経営企画部門

経理部門

法務部門

IT部門

危機管理部門

監査部門

専門部門

その他

図表 1-13-1-4 リスクマネジメント課題 ともに推進する部門（経営企画部門の回答） 
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28%

23%

29%

24%

21%

23%

15%

10%

5%

6%

23%

25%

11%

5%

25%

20%

19%

18%

18%

13%

13%

32%

59%

38%

26%

33%

29%

12%

5%

4%

6%

2%

3%

5%

2%

24%

15%

13%

19%

17%

15%

8%

8%

5%

9%

3%

3%

4%

4%

9%

11%

6%

6%

5%

5%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

コンプライアンス

個人情報保護

情報セキュリティ

会社法対応

金融商品取引法対応

リスク管理

CSR

経営企画部門

経理部門

法務部門

IT部門

危機管理部門

監査部門

専門部門

その他

図表 1-13-1-5 リスクマネジメント課題 ともに推進する部門（IT 部門の回答）
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（6） 自社の企業風土に合った概念の定義をして全

体像を 1 枚で描く 

今回の調査で、各経営課題に取り組む体制に

ついて、大きな枠組みが明らかになった。 

冒頭に、「経営課題への取り組み姿勢は企業風

土を映す鏡」と表現したが、専門の委員会の設

置状況、主管部門や共に推進する部門を見ても、

従来からの組織の中に推進体制を設けたり、新

たな組織やチームを編成したりと様々である。 

今回取り上げた経営課題は 6 つあったが、イ

ンタビューして見ると、各種委員会には上下関

係があったり、主管部門からそれぞれ出される

指示が現場等から見て全体最適に適っているか

の検証がなされているかが疑問であったりする。 

これだけ隣接する概念があると、各社で一度

全体像を整理してみることをお薦めする。 

と言うのも、以下の例示のように、諸定義が

混在・重複せざるを得ない現状では、社内各部

署で異なった概念を頭に描いて混乱が生じない

ように、各社なりに使用する言葉を明確にして、

全社員に分かりやすく説明できるようにしてお

く必要があるからである。 

 会社法の主管部門では、「内部統制」という

言葉を、会社法および会社法施行規則に沿っ

て、「取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他

株式会社の業務の適正を確保するために必

要なものとして法務省令（会社法施行規則第

100 条）で定める体制」として｢取締役（会）｣

であると考え、金融商品取引法の主管部門で

は、COSO フレームワークに説く「企業のあ

らゆる階層の人々が遂行するプロセス」と定

義するなど、活動主体からして、出発点が異

なってくる。  
 情報セキュリティ（情報の機密性・完全性・

可用性）も、内閣府情報セキュリティセンタ

ーの定義のように、サイバー攻撃のみならず、

非意図的要因、災害に起因する「IT の機能

不全が引き起こすサービスの停止や機能の

低下等」（IT 障害）といった範囲まで対象を

広げてくると、リスク管理との整理が必要に

なってくる。 

こうした諸概念が今後どう発展していくかを

考える材料として、「信頼性のガバナンス」とい

う考え方で、様々な同種の概念を整理しようと

したのが、次の図表 1-13-1-6「信頼性のガバナ

ンス」である。 

図が示しているのは、情報セキュリティ→内

部統制→ITガバナンス→CSRの順番で範囲が広

がっていく。厳密には、プロセス、マネジメン

ト、ガバナンスは次元の違う概念なので比較し

ようがないということも言えるが、カバレッジ

の大きさということで理解していただきたい。

重要なことは、入れ子構造になっていることで

ある。 

各言葉の定義の違いを論じても意味がなく、

包含関係が逆転しても良いが、要は、複雑な相

関を止めて単純な包含関係が成り立つように、

言い換えれば、境界線が明確で範囲が重ならな

いようなイメージにまずは簡単にまとめておく

ことが、全体像を説明するのに良いということ

である。 

このことは、同じ企業内での組織や対策が重

複しないようにして、組織間のインターフェイ

スで取られる時間の無駄を廃除し、一貫した判

断を可能にするにはどうしたらよいかと言う課

題のヒントになる。社内の体制を思い浮かべな

がら、シンプルに表現することにトライしてみ

てほしい。 

この図に、リスク管理も入れると、結構複雑

で論議を呼ぶが、ディスカッションしていくと、

文殊の智恵で、自社の経営環境や風土に合った

各企業なりのラフなイメージが湧いてくる。 

ただ、同じ会社でも進化して行くに連れて、

図も変化していくし、包含関係と言っても、狭

い目的で実行した施策が、無条件でより大きな

目的にも貢献すると言うことではない。皆が広

い視野で物を考えて、実行段階ではそれぞれの

ポジションをきっちりと実行するということで

ある。 
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図表 1-13-1-6 信頼性のガバナンス 

（野村総合研究所村上輝康理事長「経営と情報とセキュリティ」2006 年 6 月 20 日講演資料） 
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1．13．2 日本版 SOX 法への企業の対応 

組織体制について概説したが、これ以降は、

いわゆる日本版 SOX 法（金融商品取引法）の対

応について、深堀をしていくこととする。 

それでは、日本版 SOX 法について、対応が必

要と考えている企業がどれだけいるのか、逆に

対応を予定していない企業が、アンケート対象

企業にどの程度の割合を占めるのかを調査した

結果の分析から入る。 

（1） 非上場企業でも日本版 SOX 法に対応すべきか 

まず回答企業の中で、日本市場に上場してい

る企業は 75%を占めている。当該企業は、当然、

日本版 SOX 法適用の対象となるが、残りの 4 分

の１の非上場企業がどう捉えているのかも、一

つの関心事である。 

結果は、非上場企業の中でも、対応が必要と

考えている企業が 12%存在することがわかった。

（図表 1-13-2-１） 

 

理由については質問していなかったため詳細

は不明だが、日本版 SOX 法では、委託先への業

務にも責任を持つことが求められていることが、

非上場＝対応不要とは考えてはいない一因であ

ろう。 

「非上場なので対応も不要」という判断をし

ている企業が、13%存在する。この割合が、ど

う変化していくかは今後の動向次第である。 

（2） やっと半分の企業が検討体制の構築に着手 

次に、日本版 SOX 法対応の体制構築状況につ

いて聞いたところ、「既に全社レベルの体制を構

築済」（16%）と「現在全社レベルの体制を構築

中」（38%）を合わせると、約半数の企業で推進

体制の構築が始まった状態と言える。（図表

1-13-2-2） 

「まだ全社レベルの検討体制を構築していな

い」（45%）という回答も半分近くある。 

75%

71%

87%

12%

13%

10%

13%

16%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n-774）

1000人未満（n=551)

1000人以上(223)

1．日本市場に上場しているので日本版SOX法へ対応が必要

2．日本市場に上場していないが、日本版SOX法への対応は必要と考えている

3．日本市場に上場していないので、日本版SOX法への対応は必要ない

図表 1-13-2-1 上場の有無と日本版 SOX 法対応の計画 

16%

9%

30%

38%

36%

43%

45%

53%

26% 1%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n-675）

1000人未満（n=459)

1000人以上(216)

1．すでに全社レベルの体制を構築済
2．現在全社レベルの体制を構築中
3．まだ全社レベルの検討体制を構築していない
4．その他

図表 1-13-2-2 日本版 SOX 法対応の体制構築状況 
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いきなり本番を迎えることが無いように準備

期間を取るとすれば、早めに着手する必要があ

り、調査時点では既に十分な期間の確保が難し

いタイミングに入っているというのが、大方の

意見の一致するところであった。 

しかし、結果に現れたとおり、全社レベルの

体制が構築されていない企業が半数近くある。

やはり、実施基準の確定が遅れていることが最

大の要因と考える。 

ただし、企業が何もしていないわけではなく、

後述のように情報収集は熱心に行い、関心のあ

る部門で動向をウォッチしている企業も多いと

推察される。 

以上の数字は、IT 部門からの回答数字である

が、経営企画部門からの回答と比較してみると、

推進体制が構築されている割合の認識に差はな

いものの、「既に全社レベルの体制を構築済」が

9%と、辛めに見ている。 

（3） やはり日本版 SOX 法対応は会計･財務の業務

との認識が大半 

主管部門として第１位に経理部門が挙げられ

たのとリンクして、「対応業務がどのように認識

されているか」という質問で第１位となったの

が、「主に会計・財務の業務として認識されてい

る」で、57%にも上る。続いて、「主に業務管理

の業務として認識されている」ということで、

ビジネスのプロセスに注目している企業が 17%
と続く。そして、内部統制ということから、「主

に監査の業務として認識されている」企業も、

14%存在する（図表 1-13-2-3）。 

これは、先程の主管部および共に推進する部

門の中で、監査部門を主管部としたのが 5%、共

に推進する部門として、21%挙げていることと

も連動する。 

更に、5%ではあるが「主に情報システムの業

務として認識されている」という企業もあるこ

と、および会社法と一体のテーマとして捉えて

「主に法務の業務として認識されている」（3%）

という企業もあり、会計･財務の業務としない場

合の認識には、バラツキがある。 

（4） 日本版 SOX 法対応の進捗状況は、１割が先行、

4 割が後発、残りはマイペースで検討中 

具体的な進行状況について聞いたところ、「ま

だ具体的な取組みに至っていない」企業が､40%
存在する。これは、前述の検討体制の整備に未

着手という 45%とも連動している（図表

1-13-2-4）。 

「改善策を講じ定期的に運用の有効性を評価

し、更に改善する仕組みが構築されている」と

「対象業務の改善を実施中」と合わせると、8%
になる。アンケート対象には、米国企業改革法

の適用会社も含まれていることから、既にスタ

ートして対応が一巡した企業か、日本版 SOX 法

に早期に着手して現在走っている先頭集団であ

る。 

インタビューを通して、早期に着手した企業

の中には、厳し目の基準にも耐えられるように

手を打ってきたが、基準が緩くなっていくのを

見ると、もう少し様子見をした方が賢明であっ

たかも知れないと、コメントする方もいた。 

57%

56%

60%

14%

15%

10%

17%

16%

5%

6% 4%

4%

7%19%
2%

3%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n-672）

1000人未満（n=459)

1000人以上(213)

1．主に会計・財務の業務として認識されている
2．主に監査の業務として認識されている
3．主に業務管理の業務として認識されている
4．主に情報システムの業務として認識されている
5．主に法務の業務として認識されている
6．その他

図表 1-13-2-3 日本版 SOX 法への対応業務の認識
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（5） 「外部コンサルタント利用組」と「独立独行組」に

二極分化 

「すでに外部コンサルタントを利用してい

る」企業が、34%と 3 分の１を占める。更に、「外

部コンサルタントを利用している予定」を加え

ると、54%と半数である（図表 1-13-2-5）。 

一方、「外部コンサルタントは利用しない」と

方針を決めている企業が 11%いる。 

また、「現段階では利用するかしないかは決め

ていない」という企業が 36%いて、もし利用し

ないとなれば、47%は自社なりに構築していく

ことになる。 

 

もっとも、今から外部コンサルタントを探す

となると、外部コンサルタントは要員のキャパ

シティから察して十分な対応は望めないことか

ら、外部コンサルタントを利用する予定の企業

も含めて、止むを得ず自社なりの対応をせざる

を得なくなっていくものと推察される。 

インタビューで、外部コンサルタントのスキ

ルに対する不満を聞いた。 

特に、IT部門にとっては、ITの統制に関して、

全体を把握して技術面でもアドバイスを受けら

れるコンサルタントを切望する声が大きかった。

これは、高望みではなく、IT に明るくないコン

サルタントに ITの実態を説明するのに要する負

荷が大きいという切実な声である。 

2%

1%

5%

6%

6%

12%

9%

19%

19%

19%

17%

21%

17%

31%

40%

48%

22%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=666)

1000人未満(n=452)

1000人以上(n=214)

1．改善策を講じ定期的に運用の有効性を評価し、更に改善する仕組みが構築されている
2．対象業務の改善を実施中
3．対象業務に関する文書を元にリスク評価および対策立案を実施中
4．対象業務のフローなどを作成中

5．対象となるグループ会社と業務およびリスクの洗い出し、およびマスタースケジュール作成作業を実施中
6．まだ具体的な取組みに至っていない

図表 1-13-2-4 日本版 SOX 法対応の進捗状況

図表 1-13-2-5 外部コンサルタント（含む監査法人）の利用

34%

27%

48%

19%

18%

22%

10%

13%

5%

36%

41%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=779）

1000人未満(n=556）

1000人以上(n=223)

1．すでに外部コンサルタントを利用している

2．外部コンサルタントを利用する予定
3．外部コンサルタントは利用しない

4．現段階では利用するかしないかを決めていない



 20

中には、この対策として、「昔からの監査法人

にコンサルタントを頼んだが、IT には詳しくな

いので、別に IT の分かるコンサルタントを入れ

て、牽制効果を狙って調査を依頼している」と

いう企業もある。 

企業規模別に見ると、従業員 1000 人を境に、

企業規模が大きくなると外部コンサルタントの

利用が増えてくる。具体的には、1000 人以上で

は、既に 48%の企業が外部コンサルタントを利

用しており、外部コンサルタントを利用しない

のは 5%と少ない。 

1000 人未満では、外部コンサルタントを利用

している企業が 27%、外部コンサルタントを利

用しない企業は 13%、利用するか否かを決めて

いない企業が 41%もある。 

専門要員を抱えることが難しいと思われるこ

うした小規模の企業が、「独立独行型」を選んで

いることに懸念を感じる。 

（6） 霧の中での必要予算の算定 

「必要工数、費用を確保済、あるいは確保で

きる見込みがついている」という先行組は、「体

制構築が始まった」とした先行組とほぼ同数で、

連動している。 

一方、「現段階では必要工数、費用を算定して

いない」という企業が大勢で、70%存在する（図

表 1-13-2-6）。 

11 月末の時点での状況であるが、各企業の会

計年度に合わせて、とりあえずの予算を策定し

なければならないタイミングに入ったときに、

どう見積もるかである。 

どの程度の情報システムの対応が必要となる

かについては、「情報システムの全面的ないしは

かなりの見直しが必要」（45%）という回答が半

数、「現行の情報システムで対応可能ないしはメ

ンテナンスレベルで対応が可能」（49%）が半数

と、二極分化している（図表 1-13-2-7）。 

10%

8%

14%

19%

12%

32%

70%

79%

52% 2%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n-675）

1000人未満（n=459)

1000人以上(216)

1．必要工数、費用を確保済、あるいは確保できる見込みがついている
2．必要工数、費用の概算見積りを行っており、予算化する予定である

3．現段階では必要工数、費用を算定していない、
4．その他

図表 1-13-2-6 対応作業に必要な工数･費用

11%

12%

10%

34%

29%

45%

39%

40%

10%

14% 6%

37%
1%

6%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n-672）

1000人未満（n=459)

1000人以上(213)

1．現行の情報システムで対応可能

2．通常のメンテナンスレベルで対応が可能
3．情報システムのかなりの見直しが必要

4．情報システムの全面的な見直しが必要
5．その他

図表 1-13-2-7 必要と考えられる情報システムの対応
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企業規模別に見ると、従業員 1000 人以上の企

業では 55%が後者であり、従業員 1000 人未満で

は 40%となっていることから、企業規模が大き

いほど対応が少なくて済むと見込んでいること

が分かる。この点も、実績がどうであったかを

ウォッチしていく必要がある。 

具体的な「概算費用」についても質問してい

るが、大きく区分すると以下のとおりである。 

 

予算算定していない企業が多い中での予測数

字も混じって、信頼のおける数字とは言えず、

「全面的ないしはかなりの見直しが必要」とい

う回答が半数あることと睨み合わせると、過少

評価になる可能性が高い。 

ちなみに、具体的に回答のあった企業の中で

の最高額は 50 億円であった。 

また、こうした費用には、外部コンサルタン

トへの委託費用およびハードウエアの増強、ソ

フトウエアの修正費用など明確に算出できるも

の（予算化が求められるもの）に限って回答し、

社内人件費を含んでいない企業が多いと思われ

る。 

推進組織のメンバーや全社でフローの作成に

携わる多くの社内組織のメンバーの負荷を換算

して算定した費用は、まだまだ見積もれないと

いうのが、インタビューで聞かれる声である。 

また、インタビューした中には、従来からの

施策が日本版SOX法対策を兼ねている場合には、

社内的には日本版SOX法対策費としては計上し

ていないので、含めていないとする企業もある。 

（7） 日本版 SOX 法対応の抱える悩み 

 溢れる情報には欲しいものが欠けている 

どのような方法で情報を入手しているか聞い

たところ、大きくは、2 つのルートから情報を入

手していることが分かった。1 つは「社外のセミ

ナー・講演会への参加による情報収集」（68%）

であり、もうひとつが「監査を委託している監

査法人からの情報収集」（72%）である（図表

1-13-2-9）。 

それ以外の「コンサルタントからの情報収集」

（30%）、「IT ベンダーからの情報収集」（40%）、

「インターネット、雑誌等からの情報収集」

（43%）も、半数弱ある。 

日本版SOX法に関連してセミナーや講演会が

大々的に開催されていることから、接する機会

は圧倒的に多く、しかも、事態の進捗に合わせ

て、関連するセミナーには随時参加しているも

のと思われるが、問題は、その情報の質である。 

インタビューした複数の大企業では、「結局は、

監査法人との折衝事なので都度打ち合わせなが

ら進め、個別指摘項目が提示されたら対応レベ

ルを論議していく。様々な情報が有っても、監

査法人の見解を第一に個別具体的に聞くしかな

いので、一般的な情報には関心が無い」という

話も聞かれた。 

後述する現在悩んでいる事項に「本当に欲し

い情報が無い」という悩みが挙げられているこ

とを合わせ考えると、溢れている情報は企業が

入手したい重要なポイントに応えてはいないと

言える。 

また、インタビューした中で、グローバルに

事業展開している企業では、コンサルタントか

らの情報よりも早く、米国の駐在事務所で米国

企業改革法に関する情報を直接収集して、自社

の内部統制の検討に生かしてきたという事例も

ある。 

（8） システム運用までを見通した計画が大切 

既に明らかになったとおり、未だ検討体制が

構築されていない企業が多い。 

その環境下で、ソリューション・ツールを質

問したことになる。ベンダーを始めとして、ツ

ールの売込みが盛んに行われ、耳学問で何が必

要になりそうかの知識は豊富に持っているので、

パンフレットベースでの回答が多いものと考え

られる。 

5%5億円以上

23%1億～5億円未満

12%5000～1億円未満

60%5000万円未満

5%5億円以上

23%1億～5億円未満

12%5000～1億円未満

60%5000万円未満

図表 1-13-2-8 想定される概算費用（n=240）
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回答は予想したとおり、初期導入に必要なツ

ールを中心に、第１位は「プロセス文書化支援

ツール」が 50%、第２位は「ビジネスプロセス

可視化ツール」で 31%、「総合的な内部統制支援

ツール」が 30%となっている（図表 1-13-2-10）。 

「モニタリング支援ツール」が 17%、「フォレ

ンジック（証拠保全）ツール」が 13%と低いの

は、システム運用の局面になって求められるツ

ールということが影響していると思われる。し

かしながら、内部統制を構築した後の、日々の

運用の中でのモニタリングは重要な要素であり、

仕組みを構築するときに、予め組み込んでいく

ことが大切であり、こうしたサイクル全体を見

ての計画立案にまで至っていないことが懸念さ

れる。 

（9） 問題山積の IT 部門に更なる難問が 

個別には、「文書化およびメンテナンス作業が

膨大」という当面の大きな作業タスクでの難題

を、悩みの第１位に挙げる回答が多かった。ユ

ーザー部門からの開発依頼を沢山抱えていて、

その要望に応えきれていないところに、更に加

わったワークロードの大きな課題であるだけに、

IT 部門としては第１位に挙げられたものである

（図表 1-13-2-11）。 

総合的には、「どこまで対応すればよいか分か

らない」という選択肢が第１位になった。 

本調査では、出来るだけ企業の抱える悩み事

を明確にしたいとは思ったが、未だ検討が進ん

でいないことが予想される状態であったため、

質問項目に「どこまで対応すればよいか分から

ない」という項目を設けた。 

72%

68%

43%

40%

30%

3%

0% 20% 40% 60% 80%

社外のセミナー・講演会への
参加による情報収集

監査を委託している
監査法人からの情報収集

インターネット、雑誌等からの情報収集

ITベンダーからの情報収集

コンサルタントからの情報収集

その他

50%

31%

30%

17%

13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

プロセス文書化支援ツール （例：SOXA
アクセラレータ等）

ビジネスプロセス可視化ツール

総合的な内部統制支援ツール（例：
SAP-MIC、ORACLE-ICM等）

モニタリング支援ツール（例：OpenView
Compliance Manager等）

フォレンジック（証拠保全）ツール
(n=362)

図表 1-13-2-9 情報収集の方法 

図表 1-13-2-10 使用（予定）のソリューション、ツール 
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各企業の進行状況にバラツキはあっても、最

後には「どこまで対応すればよいかわからない」

という根源の悩みに戻ってしまうために、やは

りこの選択肢が第１位になったものと考えられ

る。 

情報不足については、「IT の対応が必要だと思

うがその要件が不明確」が第３位に挙げられ、

「具体的作業に落とす指針がない」、「情報が不

足している」も高順位に挙げられていることか

らも、欲しい情報を企業が入手していないとい

う実態を表している。 

「経験・スキルのある人材がいない」という

項目が第４位に挙がっている。「良い外部コンサ

ルタントがいない」という悩みが少ないことか

ら、前述の「独立独行型」の企業が、外部コン

サルタントの質に問題があるので「独立独行型」

にした訳ではないことがわかる。むしろ、経験・

スキルのある社内の人材がいないことの方が深

刻であるということを物語っている。外部コン

サルタントを入れても、対応の窓口となる人材

が社内にいなければ始まらないということでは、

より問題が深いと言える。 

「複数部門が似たようなことをやっているので

責任が不明確」を選らんだ回答は少ない。これ

は、日本版 SOX 法対応を、狭義に「財務報告の

信頼性」と捉えて、会計・財務の課題として取

り組んでいるので、こうした悩みが無いと理解

できる。 

「利用部門の業務における対応・見直しが難

しい」という悩みが少ないことは、IT 部門から

見れば、業務処理統制に大きな不安を抱いてい

るわけではないということに繋がるが、この読

みが正しいか否かはユーザーから見た場合の分

析が必要となる。 

「トップの理解がなかなか得られない」とい

う回答も若干あるが、何をすればよいのか見え

ていない環境の下で、経営者および担当の会話

でお互い納得のいく理解がなされていないのは、

止むを得ないと言えるのではないだろうか。 

(n=437)

1%

22%

31%

16%

17%

15%

21%

10%

12%

13%

4%

3%

24%

51%

17%

17%

16%

27%

16%

7%

13%

5%

5%

7%

3%

4%

5%

6%

9%

12%

12%

12%

30%

53%

1%

0%

1%

2%

0%

2%

1%

2%

0%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

文書化（対象業務のフローや職務規定など）

およびメンテナンス作業が膨大
どこまで対応すればよいか（どこまで費用を

かけてよいのか）わからない

経験・スキルのある人材がいない

具体的作業に落とす指針がない

情報が不足している

ITの対応が必要だと思うが

その要件が不明確

利用部門の業務における対応・見直しが難しい

IT部門の開発担当と運用担当の分離が難しい

情報システムの見直しが必要であること

トップの理解がなかなか得られない

良い外部コンサルタントがいない

複数部門が似たようなことを

やっているので責任が不明確
上場企業ではないので対応不要だが

本当に大丈夫か心配

委託先の内部統制が心配

その他

1位 2位 3位

図表 1-13-2-11 日本版 SOX 法対応推進にあたっての悩み
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インタビューした企業の中での声を幾つか拾

ってみる。 

 日本版 SOX 法がスタートする局面では、経

営としても初期の投資を認めてくれるが、こ

の課題は積み残しを抱えながら、それ以降毎

年改善を図って充実していかなければなら

ないと考えている。却って、初期費用に多額

のものを積むよりも、IT 部門への総額の投

資を数年間で山崩しして経営の承認を得て

おくことが、経営からのリクエストに真に応

えられるものと考える。 
過熱した日本版 SOX 法投資の風潮に踊らず、

控え目にしていく。そのためには、IT 部門

が自力で出来るものは実施する姿勢を示し

ていくことにしている。 
 主管部は経理部なので、経理部と監査法人と

の打ち合わせ結果を踏まえた指示が出され

れば、IT 部門としてその対応をするとすれ

ば、敢えて悩む必要は無いと考えている。そ

の分、限られたソースをより効果的に投下す

るためには、IT 部門が責任部門となる他の

経営課題（例えば情報セキュリティなど）の

検討にもっと注力したい。 

（10） 日本版 SOX 法対応、今後の課題 

日本版SOX法対応と同時進行で実施しようと

している施策を複数回答で選択してもらった結

果が図表 1-13-12 である。 

結果は、「ビジネスプロセスの見直し」がダン

トツの第１位で、69%の企業が同時に実施しよ

うとしている。 

膨大な文書化をしていく過程で、誤りや不備

に気がついて見直さなければならなくなったと

いうことや、今後のメンテナンスを考えるとシ

ンプルなプロセスにしていく必要があるという

ことから、第１位となっていることが考えられ

る。 

また、基幹系のビジネスプロセスについては、

比較的注目され従来から見直されてきた可能性

が高いが、会計や財務という事務処理に近いプ

ロセスの部分には目が届いていなかったことか

ら、この際同じレベルまで上げようということ

も考えられる。 

そして、まずはシンプルなフローを実現して

いくことが喫緊の課題であり、「新たなビジネス

モデルの開発」という積極的な施策はまだニー

ズが少ないという結果も出ている。 

図表 1-13-2-12 日本版 SOX 法対応と同時に推進する施策

69%

28%

20%

14%

4%

0%

7%

0% 20% 40% 60% 80%

ビジネスプロセスの見直し

システム再構築

ERPパッケージの導入など
情報システムの見直し

関連会社を含めた組織の見直し

新たなビジネスモデルの開発

非上場化の検討

その他 (n=582)



 25

既述の「1．3 IT 投資・評価」では、IT 投資

で解決したい経営課題の第１位に「業務プロセ

スの改革」が挙げられ、第３位に日本版 SOX 法

にも繋がる「経営の透明性の確保」が位置づけ

られていることから、「ビジネスプロセスの見直

し」が大局的に見ても、日本版 SOX 法対応以上

の大きな課題として認識されていることがわか

る。 

ただ、「ビジネスプロセスの見直し」を推進す

るときには、体制について十分検討する必要が

ある。 

日本版SOX法の主管部の第１位が経理部とい

う結果だが、同時進行の施策の旗振りも経理部

になるような体制にすると、現場との協同作業

がスムーズに行われるとは考えにくい。 

逆に、プロセスオーナーの役割を明確にして、

現場と一体となった推進体制を別途構築し、相

応しい主管部を選ぶにしても、２つの主管部が

優先度を明確にしながら、足並みを揃えていく

ことは簡単なことではない。 

「ビジネスプロセスの見直し」以外の施策と

しては、当初予想したとおり、「システム再構築」

（28%）や「ERP パッケージの導入など情報シ

ステムの見直し」（20%）によって、今後の内部

統制の仕組み運営の負荷を根本的に減らしたい

というニーズが見えてくる。 

「非上場化の検討」というのは、米国におい

て企業改革法対応の負担に対する反発から様々

な動きが出てきたことを受けて、我が国でも検

討する企業がどの程度現れるかを知ろうとした

ものであるが、1 社が検討すると回答してきたの

みであった。この前提には、対応に要する費用

を 5 千万円未満と見込んでいる企業が 60%と、

日本版 SOX 法は、過度な負担を強いるものでは

ないという期待がある。 

（11） 先進企業は、「したたかに、そして真剣に」取り

組んでいる 

先進企業にインタビューを実施したが、その

対象は IT 動向調査全般にわたるもので、日本版

SOX 法の取り組みの先進企業という訳ではない。 

従って、米国企業改革法の対象企業として既

に長年取り組んでいる企業もあれば、非上場で

当面事態を静観するという企業や、体制を構築

して走り出したばかりの企業も有った。 

また、業界全体で内部統制・リスク管理が進

んでいる場合や、グローバルな事業展開をして

いる場合、合併・統合・提携などで大きなシス

テムの見直しを経てきた場合などで、対応の仕

方も自ずと千差万別の感があった。 

ただ、やはり共通に言えることは、IT 部門の

抱える課題に「真剣に」、そして、いずれも「会

社の身の丈に合った仕組み」を堅実に構築して

きていることである。 

そして、日本版 SOX 法対応についても、アン

ケートの統計的な数字からは見えない「各社各

様の基本的な考え方（取組み方針）」を明確に持

って、その実現のために各経営課題を「したた

かに」取り込んでいる。 

例えば、質問する項目として、日本版 SOX 法

取り組みのスタンスとして、「良い機会なので積

極的に取り組んでいく」、「最低限のことだけを

実施する」という２つの選択肢でお聞きすると、

後者の数も少なくない。 

ネガティブに聞こえるが、実態は、「日本版

SOX 法対応として求められるアクセス権限、ロ

グ管理などは、従来から情報セキュリティの課

題として取り組んできたもので、何も日本版

SOX 法のために新たにするものではない。やら

なければならない課題は認識しており、日本版

SOX 法のためだけにわざわざやる（本質的でな

い）ことがあれば最低限にする」というニュア

ンスで話されている方もいる。 

幾つか、参考になる前向きなコメントを紹介

する。 

 システム側の投資については、日本版 SOX
法のための投資ではない。今までの流れでず

っと階段を上がってきたところの最終段階

を、少し前倒しで実施できるようになったと

いうことである。 
 元々、やらなければならない課題があったが、

日本版 SOX 法が見直しのきっかけとなり、

必要があれば「錦の御旗」として使えること

がメリットである。 
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各社各様であるが、例えば、「開発・運用の標

準化」「ドキュメント整備」「セキュリティ、ロ

グ監視、データ保存」、「ＥＡの導入」「COBIT
の導入」「ITIL の導入」など。 

更に、目の前のタスクに追われていたが、法

対応として必須になったので、無理やりでも前

に進める勢いがついたと、より期待感を持って

いる企業もある。 

 時間が無いのは大きな悩みではあるが、今後

の展開に不安を持っていないのは、既に、監

査法人・コンサルタントと打ち合わせを持っ

て、IT 全般統制に致命的な欠陥は無い、有

ったとしても、緊急の要員・大きなコストに

はならないという感触を得ているからであ

る。 
 IT 部門から見た場合に、以下のプラスがあ

った。 

①業務とシステムの意味づけが明確になった 

②改善案の創出の情報源になった 

③基幹業務再構築時の、改善のネタにつながる

項目が出てきた 
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1．14 企業情報の活用 

情報共有・活用は、昔から IT 活用の大きな柱

として議論され、本調査も昨年、情報共有につ

いて実態を調査した。そのなかで、膨大な情報

を保持する大企業では情報共有ツールの機能不

足をあげる企業が中小規模の企業に比べて多か

ったという調査結果がある。 

おりしも、Web2.0 ブームのなかで、EU が独

自の検索エンジンの開発を始め、日本でも情報

検索の未来の形を模索する動きが急速に立ち上

がっている。 

そこで今年度はより具体的に、情報活用の前

提となる情報の電子化と活用の仕組みがどの程

度進んでいるかを調査するとともに、企業が使

用している情報検索の実態、今後の課題などに

ついて調べることとした。 

1．14．1 企業情報の電子化 

（1） 知識・ノウハウ情報の電子化は規模の小さい

企業が積極的 

まず、企業情報の種類を、①業務系情報（在

庫・生産などの生データ）、②フロー情報（業務

連絡、通知・通達などのワークフロー情報）、③

ストック情報（報告書、資料などの一般文書）、

④知識・ノウハウ（業務の手引き、マニュアル、

事例集など仕事のやり方を伝える情報）という 4
つに分類し、それぞれの電子化の度合いを聞い

た。この分類は昨年の調査から使用しているも

のである。 

結果を見ると、「①業務系情報」を 100％電子

化していると答えた企業は全体の 25％で、80％
以上とこたえた企業は 64％と過半数を超えてい

るが、「②フロー情報」や、「③ストック情報」

になるに従い、電子化の比率は少なくなり、情

報活用のニーズの高い「④知識・ノウハウ」は、

50％以上電子化していると答えた企業は、わず

か 20％にとどまった。 

 

企業の規模別に見ると意外な結果があらわれ

た。①から③までの情報の電子化率は、明らか

に企業の規模が大きくなればなるほど増える。

例えば従業員数 1000 人以上の大企業は、①業務

系情報は 32％の企業が 100％の電子化を実現し、

②フロー情報は 20％となっているが、従業員数

100～999 人の中堅企業では 22％、13％と下が

り、100 人未満の小規模の企業では 20％、10％
とさらに下がる。 

ところが、④知識・ノウハウについては、100％
電子化したと答えた企業が、従業員数 1000 人以

上の大企業では 1％、100～999 人の中堅企業で

は１％なのに対し、100 人未満の小規模企業では

サンプル数が少ないが 3％となる。50％以上電子

化した企業は、大企業では 24％、中堅企業は

19％と下がるが、小規模企業では 21％と増えて

いる。 

量が少ないから容易に電子化が出来るからだ

という理由は、中堅企業が振るわないという結

果を説明できない。上位の異常値をさけるため、

20％以下しか電子化が出来ていないという企業

の数で見てみても、大企業で 44％、中堅企業で

は 56％と上がっているのに対し、小規模企業で

は 53％と逆に減る。 

これは企業の歴史の差がでていると見るのが

順当なところだろう。大企業は経済力があるの

でノウハウ情報まで電子化が進めるが、余裕の

ない中堅企業はそこまでいかない。一方、歴史

の浅いベンチャーの多い小規模企業は、情報化

時代に合わせて知識データベース構築のため積

極的なノウハウ情報の電子化を推進していると

考えたい。 
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図表 14-1-1-1 企業情報の電子化の状況
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（2） ほとんどの大企業には情報活用の仕組みがあ

るが小規模な企業もがんばっている 

こうした電子化した情報を活用する仕組みが

社内にあるのだろうか。ここでは情報システム

だけでなく組織全体の仕組みを含めたかったた

め単に「仕組みが構築された」かどうかという

質問にした。 

情報の電子化と同様、①業務系情報の仕組み

が出来ている企業が最も多く 80％、②フロー情

報が 75％、③ストック情報が 69％と順に少なく

なってきて、④知識・ノウハウは大きく下がっ

て 39％となる（図表 1-14-1-2）。 

企業の規模別では、さすがに大企業には仕組

みの出来ている企業が多く、最初の 3 つは 89％、

90％、81％とほとんどの企業に情報活用できる

仕掛けが出来ているが、④知識・ノウハウ情報

の仕組みは 48％と半分以下に下がる。 

 

企業の規模が小さくなると、いずれの情報と

も仕組みを備えた企業の比率は大企業より10ポ

イントから 20 ポイント低くなってくるが、ここ

でも意外なことに、従業員数 100～999 人の中堅

企業と 100 人未満の小規模企業との間に差がな

い。むしろ③ストック情報などは小規模企業の

方が情報活用する仕組みを作っている企業が多

い。 

文章情報が中心の③ストック情報や④知識・

ノウハウ情報の活用が新しい企業（小規模企業）

では積極的に進められているということがここ

でも確かめられた。 

図表 1-14-1-2 情報活用の仕組みの有無 

80%

75%

69%

39%

74%

66%

68%

35%

77%

69%

64%

35%

89%

90%

81%

48%

20%

25%

31%

61%

26%

34%

32%

65%

23%

31%

36%

65%

11%

10%

19%

52%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①業務系情報（n=704）

②フロー情報（n=713）

③ストック情報（n=706）

④知識・ノウハウ(n=685）

①業務系情報（n=43）

②フロー情報（n=41）

③ストック情報（n=41）

④知識・ノウハウ(n=40）

①業務系情報（n=458）

②フロー情報（n=456）

③ストック情報（n=460）

④知識・ノウハウ(n=450）

①業務系情報（n=203）

②フロー情報（n=208）

③ストック情報（n=205）

④知識・ノウハウ(n=195）

全
体

1
0
0
人

未
満

1
0
0
～

9
9
9
人

1
0
0
0
人

以
上

構築されている 仕組みがない
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（3） 検索はシステムに準備されたツールで 

   行うのが過半数 

次に、どのような方法で必要な情報を取り出

しているのか聞いてみた。あらかじめ準備され

た、そのシステム付属の検索ツールを使用する

企業が一番多い。②フロー情報では企業の 59％、

①業務系情報では 57％の企業が付属ツールで検

索しており、不定形の情報が多くなる④知識・

ノウハウ情報でも、企業の 46％がこれを利用し

ている（図表 1-14-1-3）。 

OS(Unix、Windows など)が持っている検索機

能を利用しているのは③ストック情報が最大で

35％と少なく、検索サービス提供者の検索機能

を社内で応用しているのは④知識・ノウハウで

最大でも 11％と少なかった。 

（4） 情報活用の壁は 

 何と言っても利用者側のリテラシー 

それでは、共有によって情報を活用をしてい

くためには何が一番の課題なのだろうか。近年

はセキュリティが厳しくなって情報共有が難し

くなったという話を聞く。本来の情報セキュリ

ティの精神から言えば、必要なところへ情報を

届けてこそ情報の可用性を高め、セキュリティ

レベルを上げることになるのだが、現実にはど

うだったであろうか。 

 

4 種類の情報における活用の課題を選んでも

らったのが、図表 1-14-1-4 である。それによる

と、企業が最も大きな課題だと答えたのは、「情

報活用のノウハウ・リテラシーが不足している」

で、②フロー情報と、④知識・ノウハウでは 46％
の企業が課題だと答えた。IT 部門がいくら仕掛

けを作っても効果に限界があることを IT部門が

自ら認めていることになる。今後は情報セキュ

リティと同じように全社的な取り組みが進むよ

う、IT 部門から積極的に働きかけて行くことが

求められている。 

次いで大きな課題だと答えたのは、「情報が膨

大で必要な情報を取り出せない」という課題で、

量の多い①業務系情報と一般文書などの③スト

ック情報でそれぞれ 31％、30％の企業が課題だ

としている。 

続いては、懸念されたとおり、「情報セキュリ

ティ確保のため情報共有が難しい」で、いずれ

の情報についても、11％から 21％の企業が最も

大きな課題としている。また、④ノウハウ・知

識では 26％の企業が「そもそも情報が蓄積しな

い」を一番大きな課題としており、情報をどう

やって集めるかという活用以前の問題がクロー

ズアップされている。 

25%

22%

35%

27%

57%

59%

48%

46%

4%

6%

6%

11%

15%

14%

12%

17%

0% 20% 40% 60%

①業務系情報（n=631）

②フロー情報（n=610）

③ストック情報（n=608）

④知識・ノウハウ（n=437）
1．OS検索機能
2．システム付属の検索ツール
3．検索サービス提供者の検索機能（ｇｏｏｇｌｅ等）
4．その他

図表 1-14-1-3 利用している情報検索方法
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これを企業の規模別に見ると、従業員数 1000
人以上の大企業で、「情報が膨大で必要な情報が

取り出せない」という課題が大きくなっている

のが目に付く。 

 特に③ストック情報では 40％の企業が課題だ

としており、情報リテラシー不足の課題を上回

っている。ストック情報は文章情報が主であり、

こうした分野に未来の新しい検索エンジンの期

待がかかる。 

30%

19%

31%

14%

25%

18%

29%

12%

28%

14%

27%

14%

34%

30%

40%

14%

17%

21%

20%

11%

28%

12%

16%

12%

16%

21%

19%

9%

17%

23%

23%

14%

43%

46%

37%

46%

36%

59%

47%

52%

45%

50%

39%

47%

42%

37%

30%

42%

4%

9%

9%

26%

3%

6%

5%

15%

6%

10%

11%

27%

2%

7%

5%

27%

6%

5%

4%

3%

8%

6%

3%

9%

6%

6%

4%

3%

4%

3%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①業務系情報（n=613）

②フロー情報（n=609）

③ストック情報（n=627）

④知識・ノウハウ(n=582）

①業務系情報（n=36）

②フロー情報（n=34）

③ストック情報（n=38）

④知識・ノウハウ(n=33）

①業務系情報（n=394）

②フロー情報（n=391）

③ストック情報（n=397）

④知識・ノウハウ(n=373）

①業務系情報（n=183）

②フロー情報（n=184）

③ストック情報（n=192）

④知識・ノウハウ(n=176）

全
体

1
0
0
人

未
満

10
0～

99
9人

1
00

0
人

以
上

1．情報が膨大で、必要な情報を取り出せない

2．情報セキュリティ確保のため情報共有が難しい

3．情報活用のノウハウ・リテラシーが不足

4．そもそも情報が蓄積しない

5．必要性がない

図表 1-14-1-4 情報活用における課題 
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1．14．2 情報活用を推進する組織  

（1） 情報活用の推進は IT 部門がやるしかない 

情報活用は、本来は全社的な課題である。IT
部門はその手段を提供するに過ぎない。しかし、

実態はどうだろうか（図表 1-14-2-1）。 

予想通り、IT 部門以外に情報活用を推進する

部署があると答えた企業は、全体のわずか 4％で、

63％の企業は IT 部門に推進の責務があると考

えている。 

一方で、33％の企業は驚くべきことに情報活

用を推進する担当部署がないと答えている。こ

の調査は企業の IT担当者に回答してもらってい

る。IT 部門以外の部署がやるべきだと考えてい

るから、担当部署がないと答えたのだろうか。

それとも他の部署が声を上げるのを待っている

のだろうか。 

 

セキュリティポリシーだ、内部統制だと本来

システムとは関係のない仕事を押し付けられて

被害者意識が高くなるのはわかるが、これでは

責任放棄と言われても仕方がないであろう。 

これを企業の規模別に見ると、さすがに大企

業では、IT 部門の意識が高く情報活用の推進は

自分のところではないと考える企業は少なくな

り、情報活用のための専門の部署が出来ている

企業も 6％と増えてくる。 

業種グループ別に見ると、金融系、重要イン

フラ系で専門の部署がある比率が他業種に比べ

10 ポイント前後高くなっている（図表 1-14-2-2）。 

図表 1-14-2-1 情報活用推進を担当する部門

図表 1-14-2-2 業種グループ別情報活用推進を担当する部門

2%

3%

2%

4%

13%

13%

3%

68%

71%

66%

58%

56%

45%

65%

30%

26%

33%

38%

31%

42%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A．一次産業（n=101）

B．素材製造（n=124）

C．機械等製造（n=200）

D．商社・流通系（n=139）

E．金融（n=45）

F．重要インフラ系（n=55）

G．サービス系（n=92）

1．情報活用を推進する専門の部署がある

2．IT部門が情報活用を推進する立場にある

3．特に情報活用を推進するための担当部署はない

4%

3%

6%

63%

62%

68%

33%

35%

26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=779）

1000人未満(n=556）

1000人以上(n=223)

1．情報活用を推進する専門の部署がある

2．IT部門が情報活用を推進する立場にある

3．特に情報活用を推進するための担当部署はない
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1．14．3 企業内情報の検索に必要な機能 

最後に、最近話題となっている様々な情報検

索の新しい機能について、どんな機能が企業内

における情報活用に役に立つか順位をつけて３

つまで答えてもらった（図表 1-14-3-1）。 

それによると、企業が最も必要だと答えた機

能は、情報から自動的にキーワードを抽出し高

速検索が出来る機能がトップで、30％の企業が 1
位にあげ、2 位はキーワードを指定せずに検索で

きる全文検索、3 位は、キーワードを厳密に指定

しなくて良いあいまい検索、4 位に Windows の

新しいバージョンで実現すると言う複数アプリ

ケーション内の横断的な検索が入った。 

 

データベースを簡単に作れる機能がトップに

なるところが、企業の IT 担当者の回答らしく、

必要だとした企業が多い機能はすべて実務的な

ものばかりである。また、実現がまだ難しいリ

アルタイム検索や、非デジタル情報のデジタル

化などにむしろ関心が集まり、インターネット

上などで話題になっている、画像や、動画、音

声などの検索機能には全く関心がないというの

も興味深い。 

29%

28%

17%

11%

5%

5%

16%

8%

26%

24%

11%

8%

4%

3%

9%

8%

17%

20%

16%

19%

6%

4%

1%

0%

1%

1%

2%

0%

1%

0%

1%

1%

1%

0% 20% 40% 60%

原文、元のドキュメント・テキスト等からキーワードを
自動的に抽出し高速検索できる機能

原文、元のドキュメント・テキスト等をもとに、
（キーワードを使わずに）高速検索できる機能

キーワード以外の情報で検索できる機能
（あいまい検索等）

アプリケーション間（ワード、エクセル等）
で横断的に検索できる機能

情報を作成した後、リアルタイムで検索出来る機能

非デジタル情報のデジタル化が簡単に行えるツール

CADデータの検索機能の充実　

静止画像の検索機能　

動画情報の検索機能　

音声データの検索機能　

その他　
1位 2位 3位

図表 1-14-3-1 必要と考える検索機能 



 16

 



 229

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部  
 

インタビューの結果と分析・考察 



 230

 

 



 

「企業 IT 動向調査 報告書 2007 年版」 
 

発行日：200７年 4 月 

発行所：社団法人 日本情報システム・ユーザー協会 

〒103-0001 東京都中央区日本橋小伝馬町 15-17 ＡＳＫ日本橋ビル 5 階 

TEL 03-3249-4102 FAX 03-5645-8493 

URL http://www.juas.or.jp/ 

 
本調査は、経済産業省から三菱総合研究所が委託を受け、実施機関として、 
社団法人日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）が調査を実施いたしました。 

（禁無断転載）


	扉
	第一部扉
	1-1テクノロジー(0226okuda)
	1-2IT予算
	1-3IT投資と評価
	1-4業務システムの導入と評価(0226okuda)
	1-5ハードウェアの導入と評価(0228okuda)
	1-6ソフトウェア,ネットワーク技術(0226okuda)
	1-7IT推進体制(0226okuda)
	1-8システム開発(0228okuda)
	1-9システム運用(0228okuda)
	1-10情報システムの信頼性(0228okuda)
	1-11情報セキュリティ(0226okuda)
	1-12BCP(0226okuda)
	1-13内部統制・リスクマネジメント(0228okuda)
	1-14企業情報の活用(0226okuda)
	第二部扉
	裏表紙

